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ご あ い さ つ 

 

我が国では、少子高齢化が急速に進展して

おり、令和５年 10 月１日現在の高齢者人口

は 3,622万人、高齢化率（総人口に占める 65

歳以上の人口割合）は 29.1 パーセントであ

り、いずれも過去最高を更新しています。 

本市の高齢者人口は令和５年 10 月１日現

在で 20,954 人、高齢化率は 22.6 パーセント

と全国平均より低い割合ではありますが、65

歳から 74歳までの前期高齢者人口は 9,024人、

75 歳以上の後期高齢者人口は 11,930 人とな

っており、今後しばらくは後期高齢者人口の

増加傾向が続き、医療・介護双方を必要とす

る方の増加が見込まれます。 

このような中策定した第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

では、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるまち「やしお」の実現に

向けて、本計画の基本理念を『健康でいきいきと安心して暮らしつづけられ

る地域をめざして』としました。地域共生社会の実現に向けた意識づくりの

推進を図り、将来を見据えた計画的な介護サービスの基盤整備、地域におけ

る介護予防やひとり暮らし高齢者等への生活支援体制の整備、認知症施策や

在宅医療・介護連携の推進などの取組をより一層充実してまいります。 

本市のまちづくりの基本理念である「共生・協働」、「安全・安心」のもと、

「ひと・暮らし・まちが健やかで元気な先端『健康』都市」を目指し、本市

の将来都市像である「住みやすさナンバー１のまち八潮」の実現に向けて、

まちづくりを進めてまいります。引き続き、市民の皆様や関係者の方々のご

理解とご協力をお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定に当たりましては、それぞれの専門分野や市民代表

としてのお立場から貴重なご意見・ご提案をいただきました「八潮市高齢者

保健福祉推進審議会」の委員の皆様、またパブリックコメントなどを通じて

貴重なご意見をお寄せいただきました皆様に厚くお礼申し上げます。 

 

 

 令和６年３月 
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１  計画策定の背景と趣旨 
 

 

（１）計画策定の背景 

（ア）高齢化の進行と生産年齢人口の減少 

我が国では、少子・高齢化により総人口が減少を続ける中で、令和５年 10 月１

日における 65歳以上の人口は 3,622万人、高齢化率（総人口に占める 65歳以上

人口の割合）は 29.1％となっており、いずれも過去最高を更新しています。 

今後を見通すと、令和７年（2025 年）には、いわゆる“団塊の世代*”が全て

75 歳以上となるほか、令和 22 年（2040 年）には、いわゆる“団塊ジュニア世

代*”が 65 歳以上になるなど、高齢者人口の増加に伴い、高齢化率の上昇が続く見

込みです。特に、令和 22 年（2040 年）頃には 85 歳以上人口が急速に増加する

ことが見込まれており、医療・介護のニーズがさらに高まることが予想されます。 

その一方で、出生数の減少が続いており、今後も生産年齢人口の減少が見込まれ

ます。令和５年４月に公表された国立社会保障・人口問題研究所の推計（日本の将

来人口推計）によると、生産年齢人口は令和７年（2025 年）の 7,310 万人が令

和22年（2040年）には6,213万人まで減少することが見込まれており、地域で

高齢者介護を支える担い手の確保が大きな課題となります。 

 

（イ）介護保険制度の改革と地域共生社会*の実現に向けて 

介護が必要な高齢者等を社会全体で支える仕組みとして、平成 12 年４月に介護

保険制度が創設されてから、20 年以上が経過しました。この間、要支援・要介護

認定者*数、サービス利用者数は全国的に増加を続けており、高齢者や介護する家族

の生活を支える上で介護保険制度は不可欠なものとなっています。 

令和５年５月に成立した「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するた

めの健康保険法等の一部を改正する法律」による介護保険法の改正では、介護情報

基盤の整備、介護サービス事業者の財務状況等の見える化、介護サービス事業所等

における生産性の向上に資する取組に係る努力義務、看護小規模多機能型居宅介護

のサービス内容の明確化、地域包括支援センターの体制整備等といった対応がなさ

れました。このほか、同年６月には地方公共団体に認知症施策を総合的かつ計画的

に策定し、実施する責務を課すこと等を定めた「共生社会の実現を推進するための

認知症基本法」が成立しました。 
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（２）計画策定の趣旨 
 

全国的な動きと同様に、今後、本市においても高齢化が進むことが見込まれます。

本市では、令和３年３月に「第８期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」

（以下「第８期計画」といいます。）を策定して、基本理念「健康でいきいきと安心

して暮らしつづけられる地域をめざして」の下で、地域包括ケアシステム*を段階的

に構築するとともに、「地域共生社会」の実現に向けた取組を展開してきました。 

今般、第８期計画期間の最終年度を迎え、団塊の世代が全員 75 歳以上となる令

和７年（2025年）、団塊ジュニア世代が全員65歳以上となり、我が国の高齢者数

がピークを迎えると予測される令和 22 年（2040 年）の本市の高齢者福祉像を見

据え、第８期計画の進捗状況や介護保険サービスの利用状況の実績、令和５年３月

に実施した「高齢者実態調査」の結果等から明らかとなった課題や高齢者の生活実

態等を踏まえて、「第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」（以下

「第９期計画」といいます。）を策定します。 
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２  計画の性格と位置付け 
 

 

（１）法的根拠 

第９期計画は、老人福祉法第 20 条の８に規定する「市町村老人福祉計画」と介護保

険法第 117 条に規定する「市町村介護保険事業計画」を一体のものとして策定する計

画で、全ての高齢者を対象とした健康づくり、生きがいづくり、日常生活支援、福祉水

準の向上など、本市の高齢者福祉施策全般の方向性を示すとともに、介護保険事業に係

る保険給付の円滑な実施に関し、供給量及び供給体制を見込み定める計画です。 

 

（２）他の計画との関係等 

第９期計画は、介護保険法の規定に基づいて厚生労働省が告示する「介護保険事

業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」を踏まえるととも

に、埼玉県が策定する「埼玉県高齢者支援計画」「埼玉県地域保健医療計画」との整

合性を確保して策定します。 

また、第９期計画は本市の市政運営の基本を示す「第５次八潮市総合計画」にお

ける高齢者福祉に係る分野別計画の役割を担うものであり、本市の地域福祉分野を

推進するための基本計画である「第３期八潮市地域福祉計画」をはじめ、「八潮市障

がい者行動計画・八潮市障がい福祉計画」「八潮市子ども・子育て支援事業計画」

「八潮市健康づくり行動計画」といった本市の福祉・保健分野の関連計画との調和

を保った計画として策定します。 

  

第５次八潮市総合計画

 第３期八潮市地域福祉計画 

 

 

 

 

老人福祉法 

介護保険事業に係る保険給

付の円滑な実施を確保する

ための基本的な指針 

介護保険法 

 そ
の
他
関
連
計
画 

地域福祉活動計画 

第
９
期 

埼玉県 
地域保健医療計画 
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（３）SDGsについて 
 

SDGs（持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals））は、経済・

社会・環境の３つのバランスが取れた社会を目指すための国際目標であり、平成

27 年（2015 年）９月に国連総会で採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」に掲げられているものです。  

この SDGs は、発展途上国だけでなく、先進国も含めた全ての国々、人々を対象

としており、令和 12 年（2030 年）までに持続可能な世界を実現するための 17

のゴールと 169 のターゲットで構成されています。「誰一人取り残さない」社会の

実現を目指し、達成に向けて全ての人々が SDGs を理解し、それぞれの立場で主体

的に行動することが求められています。 

国では、平成 28 年（2016 年）に内閣に「持続可能な開発目標（SDGs）推進

本部」を設置するとともに、同年に策定した「持続可能な開発目標（SDGs）実施

指針」には、地方公共団体の各種計画等に SDGs の要素を最大限反映することを奨

励しています。 
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第９期計画に掲げる各事業を推進するに当たっては、SDGs の 17 の目標項目の

うち、次に示す８つの取組目標を意識し、地域や関係団体、介護サービス事業者等

と連携しつつ、市民の最善の利益が実現される社会を目指します。 

 

■ 第９期計画における SDGs の取組 

目標（Goal） 目標到達に向けた取組の方向性 

 
１．貧困をなくそう 

高齢者をはじめとした全ての市民に必要最低限の暮らしが確保され

るよう、きめ細やかな支援策に取り組みます。 

 
３．すべての人に健康と福祉を 

高齢者をはじめとした全ての市民の健康的な生活を確保し、福祉を

推進していきます。 

 
４．質の高い教育をみんなに 

高齢者をはじめとした全ての市民に生涯学習の機会を促進できるよ

うな環境づくりに取り組みます。 

 
８．働きがいも経済成長も 

高齢者をはじめとした全ての市民に生産的な雇用と働きがいのある

人間らしい生活ができるような環境づくりに取り組みます。 

 
10．人や国の不平等をなくそう 

少数意見を吸い上げつつ、不公平・不平等のないまちづくりに取り

組みます。 

 
11．住み続けられるまちづくりを 

高齢者が住み慣れた地域で可能な限り暮らし続けることのできるま

ちづくりを進めます。 

 
16．平和と公正をすべての人に 

高齢者をはじめとした全ての市民に司法へのアクセスを提供するとともに、

あらゆるレベルにおいて効果的で責任ある包摂的な制度を構築します。 

 
17．パートナーシップで目標を達成しよう 

持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けて、地域や関係団体、

介護サービス事業者等と協力・連携して取り組みます。 
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３  計画の期間 
 

 

第９期計画の期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間とします。 

なお、介護保険給付の動向や福祉施策の推進状況、社会情勢等を踏まえ、令和８

年度に第９期計画を見直し、次期計画を策定する予定です。 

 

 

 

■ 計画の期間 

 

 令 和 

３年度 

(2021) 

令 和 

４年度 

(2022) 

令 和 

５年度 

(2023) 

令 和 

６年度 

(2024) 

令 和 

７年度 

(2025) 

令 和 

８年度 

(2026) 

令 和 

９年度 

(2027) 

令 和 

10 年度 

(2028) 

令 和 

11 年度 

(2029) 

 令 和 

22 年度 

(2040) 

期間 

           

           

           

           

 

 

 

 

第５次八潮市総合計画 

第 10 期計画 

第８期計画 

見直し 

 

見直し 

第９期計画 
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４  計画策定の体制と市民意見の反映 
 

 

（１）計画策定の体制 
 

第９期計画の策定に当たっては、高齢者保健福祉に関係する団体を代表する者、

学識経験を有する者及び公募による市民で構成する「八潮市高齢者保健福祉推進審

議会」において、計画案の審議を行いました。 

計画案の作成に当たっては、市役所の関係各部署の職員により構成される「八潮

市ふれあい福祉のまちづくり推進本部」及び「第９期八潮市高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画検討専門部会」において関連施策との整合性を確認するとともに、

具体的な取組の検討を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

庁内体制 

市民体制 

 

市 長 
八潮市高齢者保健福祉推進審議会 

・高齢者保健福祉に関係する団体を代

表する者 

・学識経験を有する者 

・公募による市民 

八潮市ふれあい福祉のまちづくり

推進本部 

本部長：副市長 

本部員：部長級職員 

第９期八潮市高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画検討専門部会 

部会長：健康福祉部副部長 

部会員：関係課長 

 

高齢者実態調査 

・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

・在宅介護実態調査 

・介護人材実態調査 

・居所変更実態調査 

・在宅生活改善調査 

パブリックコメント 

指示     報告 

策定の指示     報告 

諮問 

 

答申 

資料提供 

 

意見・提案 
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（２）アンケート調査の実施 
 

計画策定に先立ち、市内の高齢者の意識や健康状態、外出の状況、高齢者福祉サ

ービス等の情報収集方法、今後のサービスの利用意向や要望、介護サービス事業所

における職員の状況等を把握するため、令和５年３月に「高齢者実態調査」（介護予

防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査、在宅生活改善調査、居所変更実

態調査、介護人材実態調査）を実施し、計画策定の基礎資料としました。 

 

（３）パブリックコメント*の実施 
 

計画素案については、本市のホームページに掲載するとともに、市内の公共施設

等に配置し、令和５年 11月 22日～12 月 21日の期間にパブリックコメントを実

施しました。期間中にいただいたご意見については、八潮市高齢者保健福祉推進審

議会に提出し、議論・検討を行いました。 
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１  高齢者の現状 
 

 

（１）人口の推移 

近年の本市の総人口は、令和２年まで増加を続けていたものの、その後はほぼ横ば

いで推移しており、令和５年 10 月１日時点での総人口は 92,846 人となっています。 

 

 ■本市の年齢３区分別人口と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月 1 日時点。 

（資料）住民基本台帳 

本市の年齢３区分別の人口推移を見ると、年少人口（０歳～14 歳）比率、生産

年齢人口（15 歳～64 歳）比率、高齢者人口（65 歳以上）比率ともほぼ横ばいで

推移しています。 

 

■本市の年齢３区分別人口比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月 1 日時点。 

（資料）住民基本台帳 

12.8% 12.7% 12.5% 12.5% 12.3% 12.1% 11.8%

64.3% 64.5% 64.8% 64.8% 64.9% 65.2% 65.6%

22.9% 22.8% 22.7% 22.6% 22.8% 22.7% 22.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

年少人口（０歳～14歳） 生産年齢人口（15歳～64歳） 高齢者人口（65歳以上）

11,365 11,457 11,517 11,575 11,369 11,155 10,962 

56,984 58,375 59,520 59,911 59,825 60,159 60,930 

20,290 20,666 20,836 20,926 20,986 20,975 20,954 

88,639 90,498 91,873 92,412 92,180 92,289 92,846 

22.9% 22.8% 22.7% 22.6% 22.8% 22.7% 22.6%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0
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60,000

90,000

120,000

150,000

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

年少人口（０歳～14歳） 生産年齢人口（15歳～64歳） 高齢者人口（65歳以上） 高齢化率
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令和５年 10 月１日時点の本市の高齢者人口は 20,954 人、高齢化率は 22.6％

となっています。全国、埼玉県とも平成 29 年から令和４年にかけて高齢化率が上

昇を続けていますが、本市の高齢化率はほぼ横ばいであり、全国・埼玉県の割合を

一貫して下回っています。 

 

■高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月 1 日時点。 

※全国、埼玉県の値は総務省「人口推計」による。 

（資料）住民基本台帳 

平成 29 年から令和５年にかけて、前期高齢者（65 歳～74 歳）が 2,459 人減

少しているのに対し、後期高齢者（75 歳以上）は 3,123 人増加しています。令和

元年までは前期高齢者数が後期高齢者数を上回っていましたが、令和２年以降は後

期高齢者数が前期高齢者数を上回っています。 

 

■本市の高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月 1 日時点。 

（資料）住民基本台帳 

11,483 11,169 10,648 10,426 10,225 9,527 9,024

8,807 9,497 10,188 10,500 10,761 11,448 11,930

20,290 20,666 20,836 20,926 20,986 20,975 20,954

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

65歳～74歳 75歳以上

22.9% 22.8% 22.7% 22.6% 22.8% 22.7% 22.6%

27.7%
28.1% 28.4% 28.6% 28.9% 29.0% 29.1%

26.0%
26.4% 26.7% 27.0% 27.2% 27.4%

20%

25%

30%

35%

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

八潮市 全国 埼玉県
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（２）世帯の状況 

本市における高齢者世帯数（世帯内に 65 歳以上の人を含む世帯）については、

令和２年では 13,638 世帯となっており、全世帯の 32.3％を占めています。その

うち、単身世帯が 3,531 世帯、高齢者夫婦世帯が 3,349 世帯となっています。 

高齢者世帯数の経年変化を見ると、平成 12 年から令和２年にかけて 2.5 倍に増

加しています。総世帯数に占める高齢者世帯の比率については、平成 12 年の

20.8％が平成 27 年には 35.7％まで増加しており、平成 27 年から令和２年にか

けては減少しています。 

 

■本市の高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月 1 日時点。 

（資料）国勢調査 

 

■本市の総世帯数と高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月 1 日時点。 

（資料）国勢調査  

25,919 27,495 

32,467 
35,763 

42,183 

5,385
7,823 10,608 12,761 13,638

20.8%

28.5%
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32.3%
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（世帯）

総世帯数 高齢者世帯数 高齢者のいる世帯比率

692 1,294 2,065 2,853 3,5311,095
1,921

2,768
3,427 3,349

3,598

4,608

5,775
6,481

6,758

5,385

7,823

10,608

12,761
13,638

0

5,000
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20,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（世帯）

高齢者単身世帯数 高齢者夫婦世帯数 同居世帯数
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（３）住まい 

令和５年に実施した高齢者実態調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）の結

果では、「持家」が 81.8％、「民間賃貸住宅」が 8.0％、「公営賃貸住宅（市・県営、

都市機構、公社等）」が 3.7％となっています。令和２年に行った高齢者実態調査の

結果と比較すると、いずれも大幅な変化はありません。 

 

■高齢者の住まいの状況 

 

 人数 構成比 

令和２年 令和５年 令和２年 令和５年 

持家 1,777人 1,610 人 82.1％ 81.8％ 

民間賃貸住宅 186人 156人 8.6％ 8.0％ 

公営賃貸住宅 76人 72人 3.5％ 3.7％ 

借家 52人 40人 2.4％ 2.0％ 

その他 25人 25人 1.2％ 1.3％ 

無回答 48人 67人 2.2％ 3.4％ 

合計 2,164人 1,970 人 100.0％ 100.0％ 

 

（４）就業状況 

令和５年に実施した高齢者実態調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）の結

果では、収入のある仕事を週に１回以上している高齢者は全体で男性22.2％、女性

13.3％となっています。65 歳～69 歳では、男性の 48.5％、女性の 36.3％が、

70歳～74歳では、男性の32.2％、女性の22.1％が、週１回以上収入のある仕事

をしていると回答しています。 

 

■高齢者の就業状況（収入のある仕事） 

 

 

22.2%

48.5%

32.2%

18.8%

8.3%
5.3%

13.3%

36.3%

22.1%

11.7%

3.6%
2.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

高齢者全体 65歳～69歳 70歳～74歳 75歳～79歳 80歳～84歳 85歳以上

男性 女性
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２  介護保険サービスの状況 
 

 

（１）要支援・要介護認定者数の推移 

本市の要支援・要介護認定者数は増加傾向にあります。平成 27 年から令和５年

にかけて、2,354 人から 3,411 人へと増加しました。 

令和５年９月末時点の認定者の内訳は、要支援１及び２が705人（認定者全体の

20.7％）、要介護１及び２が 1,514 人（認定者全体の 44.4％）、要介護３～５が

1,192 人（認定者全体の 34.9％）となっており、本市では中度層が多い構造とな

っています。 

なお、認定者数を第８期計画策定時の推計値と比較すると、令和３年は推計値

（3,109 人）が実績値をやや下回り、令和４年と令和５年は推計値（令和４年

3,270 人、令和５年 3,452 人）が実績値をやや上回っていますが、大幅な乖離は

見られません。 

 

■本市の要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 9 月末日時点。 

（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告」（月報） 

 

要支援・要介護認定者を年齢別に見ると、平成30年から令和５年にかけて65歳

～74 歳の認定者数は減少、75 歳～84 歳と 85 歳以上の認定者数は増加していま

す。平成 30 年には認定者全体に占める 75 歳～84 歳の割合が 46.1％、85 歳以

上の割合が 35.8％であったのに対し、令和５年の認定者全体に占める 75 歳～84

173 176 208 251 273 280 318 333 342
241 250 259 309 294 303 360 350 363
598 664 729

840 855 891
880 904 948431

443
488

473 477 511 503 525
566

366
387

394
379 407

427 427 430
463

284
310

326
338 364

323
375 416

445

261
265

247
235 235 248

255
286

284

2,354
2,495

2,651
2,825 2,905 2,983

3,118
3,244

3,411

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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歳の割合は 44.5％、85 歳以上の割合が 43.6％となっています。近年、本市では

85 歳以上の認定者が特に増加しています。 

 

■本市の要支援・要介護認定者数の年齢構成（第１号被保険者） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 9 月末日時点。 

（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告」（月報） 

 

第１号被保険者の要支援・要介護認定率*の推移を見ると、全国、埼玉県、本市と

も認定率が上昇傾向にあります。本市の認定率は全国及び埼玉県の比率を一貫して

下回っていますが、平成 27 年から令和５年にかけて埼玉県の比率が 2.8 ポイント

増加しているのに対し、本市では 3.9 ポイント増加しており、本市における認定率

の伸びが大きくなっています。 

 

■第１号被保険者の要支援・要介護認定率の比較 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 9 月末日時点。 

（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告」（月報） 

  

499 430 432 444 410 394

1,266 1,344 1,346 1,352 1,400 1,473

984 1,055 1,116 1,239 1,339
1,442

2,749 2,829 2,894
3,035

3,149
3,309
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2,000

3,000

4,000

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

65歳～74歳 75歳～84歳 85歳以上
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（２）認知症高齢者の状況 

本市の要支援・要介護認定者のうち、認知症の状態にある人（認知症日常生活自

立度がⅡｂ以上に該当する人）は令和５年３月末時点で1,527人であり、要支援・

要介護認定者（65 歳以上）全体に占める割合は 47.3％となっています。平成 27

年９月末（1,127 人）から 400 人増加していますが、要支援・要介護認定者全体

に占める割合は横ばいとなっています。 

 

■本市の認知症の状態にある人の数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 9 月末日時点。ただし、令和 5 年は 3 月末日時点。 

※要介護認定における認定調査員の調査において、認知症日常生活自立度がⅡｂ以上である認知症の人の人数（第 2 号被保険

者を除く） 

（資料）八潮市資料 
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365 406
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（３）サービス利用者数の推移 

介護保険サービスの利用者数の推移を見ると、居宅サービスについては令和元年

以降増加が続いており、令和４年には2,000人を超えています。一方、地域密着型

サービス*、施設サービスについては、横ばいの状態が続いています。 

 

■サービス利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 9 月の状況。 

（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告」（月報） 

 

（４）各サービスの受給率の推移 

（ア）居宅サービス 

本市の居宅サービスの受給率（認定者に対する利用者の割合）を見ると、全国及

び埼玉県の水準を一貫して上回っており、令和４年時点で64.7％となっています。

介護予防・日常生活支援総合事業の開始に伴い、平成 30 年にかけて受給率が減少

しましたが、令和元年には増加に転じ、その後は横ばいとなっています。 

 

■居宅サービスの受給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 9 月の状況。 

（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告」 
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（イ）施設サービス 

本市の施設サービスの受給率を見ると、平成 30 年及び令和元年は全国の水準を

上回ったものの、令和２年以降は全国及び埼玉県の水準を下回っています。 

 

■施設サービスの受給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 9 月の状況。 

（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告」 

 

 

（ウ）地域密着型サービス 

本市の地域密着型サービスの受給率を見ると、全国及び埼玉県の水準を一貫して

下回っており、令和４年時点で 7.7％となっています。 

 

 

■地域密着型サービスの受給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 9 月の状況。 

（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告」

3.6%

7.1%

8.5% 8.4%
7.3%

8.1% 8.1% 7.7%

6.7%

12.7%
13.1% 13.2% 13.3% 13.0% 12.9% 12.9%

4.1%

10.0%
10.7% 10.6% 10.4%

9.9% 9.6% 9.3%

0%

3%

6%

9%

12%

15%

18%

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

八潮市

全国

埼玉県

13.8%
14.2% 14.2%

15.1%
14.6%

13.8%
13.6% 13.6%

14.8%

14.7%
14.6%

14.4% 14.3%

14.2%
14.0%

13.7%

16.2%
16.0% 15.9% 15.8% 15.7% 15.6%

15.2%

14.7%

12%

14%

16%

18%

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

八潮市

全国

埼玉県
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３  高齢者実態調査結果の概要 
 

第９期計画の策定に先立ち、高齢者の生活実態と意向、支援サービスの必要性、在

宅介護の実態等を把握し、計画策定及び高齢者保健福祉施策の推進のための基礎資料

を作成することを目的として、令和５年３月に「高齢者実態調査」を実施しました。 

調査の概要は、以下のとおりです。 

 

 

■調査の概要 

（１）高齢者を対象とした調査 

 
介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 
在宅介護実態調査 

調査対象 

市内在住の要介護認定を受けていない

満 65 歳以上の男女 

①一般高齢者：2,200人 

②事業対象者、要支援高齢者：803 人 

市内在住の満 65歳以上の男女で、要

介護１～５認定者（施設居住者を除

く）：1,200 人 

 

抽出方法 

①住民基本台帳に基づく無作為抽出 

 ②全数調査 

※基準日：令和５年１月 31日 

無作為抽出 

※基準日：令和５年１月 31日 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査期間 令和５年３月６日～31日 

回収結果 
 回収数：1,970 

 回収率：65.6％ 

 回収数：694 

 回収率：57.8％ 

 

（２）事業者を対象とした調査 
 介護人材実態調査 居所変更実態調査 在宅生活改善調査 

調査対象 

市内所在の事業所と、当該

事業所で従事している職員 

市内所在の施設・居住系

サービス事業所 

市内所在の居宅介護支援

事業所・小規模多機能型

居宅介護と、当該事業所

で従事している職員 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査期間 令和５年３月６日～31日 

回収結果 
 回収数：41 

 回収率：85.4％ 

 回収数：17 

 回収率：89.5％ 

 回収数：15 

 回収率：83.3％ 
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（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果 

（ア）家族構成 

回答者の家族構成については、「夫婦２人暮らし（配偶者 65 歳以上）」が全体の

３割台半ばであり、「息子・娘との２世帯」「１人暮らし」がそれぞれ２割強となっ

ています。前回調査（令和２年度実施）から今回調査にかけて、「息子・娘との２世

帯」は 11 ポイント減少しています。 

認定状況別に見ると、要支援１と要支援２では「１人暮らし」が３割強となって

います。また、日常生活圏域別に見ると、北部圏域では「１人暮らし」が３割弱で、

他の圏域の割合を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１人暮

らし

21.5

17.9

17.9

40.9

31.3

33.7

17.0

22.2

18.0

28.2

夫婦２人暮らし

（配偶者65歳以上）

34.9

34.9

39.8

31.8

21.3

19.5

36.2

36.0

34.0

33.1

夫婦２人暮らし

（配偶者64歳以下）

2.9

3.1

3.4

9.1

1.9

0.6

4.8

2.9

1.9

2.1

息子・娘と

の２世帯

21.8

33.6

21.3

4.5

26.1

21.9

21.2

23.4

26.1

17.3

その他

15.8

6.3

15.6

13.6

18.0

18.3

18.1

13.0

16.1

15.8

無回答

3.1

4.1

2.1

0.0

1.4

5.9

2.7

2.4

3.9

3.4

今回調査全体(1,970)

前回調査(2,164)

一般高齢者(1,461)

事業対象者(   22)

要支援１(  211)

要支援２(  169)

東部圏域(  481)

西部圏域(  491)

南部圏域(  467)

北部圏域(  525)

単位:％

経年比較

認定状況

日常生活圏域
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（イ）介護・介助の必要性 

普段の生活での介護・介助の必要性についてうかがったところ、全体の７割強が

「介護・介助は必要ない」と回答しており、「何らかの介護・介助は必要だが、現在

は受けていない」「現在、何らかの介護を受けている」がそれぞれ１割強となってい

ます。 

認定状況別に見ると、一般高齢者の９割弱が「介護・介助は必要ない」であるの

に対し、要支援１と要支援２では「現在、何らかの介護を受けている」が「介護・

介助は必要ない」を上回っています。要支援２の「現在、何らかの介護を受けてい

る」は５割台半ばとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護・介助

は必要ない

72.2

72.7

86.9

63.6

30.8

16.6

73.6

73.1

73.2

69.0

何らかの介護・介助は必要

だが、現在は受けていない

12.6

11.7

9.2

9.1

25.1

23.1

11.9

11.6

12.6

14.5

現在、何らかの介

護を受けている

12.1

11.4

2.3

22.7

42.2

55.6

11.0

12.6

10.9

13.7

無回答

3.0

4.2

1.6

4.5

1.9

4.7

3.5

2.6

3.2

2.9

今回調査全体(1,970)

前回調査(2,164)

一般高齢者(1,461)

事業対象者(   22)

要支援１(  211)

要支援２(  169)

東部圏域(  481)

西部圏域(  491)

南部圏域(  467)

北部圏域(  525)

単位:％

経年比較

認定状況

日常生活圏域
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（ウ）介護・介助が必要となった主な要因 

普段の生活で何らかの介護・介助を必要としている高齢者に対して、介護・介助

が必要になった原因をうかがったところ、「高齢による衰弱」「骨折・転倒」がいず

れも２割強、「心臓病」「脳卒中（脳出血・脳梗塞等）」が１割前後となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）自身の健康感 

現在の健康状態についてうかがったところ、全体の７割強が健康（「とてもよい」

「まあよい」の合計）と回答しています。認定状況別に見ると、一般高齢者の８割

が健康と回答しているのに対し、要支援１と要支援２では４割台にとどまっており、

健康ではない（「あまりよくない」「よくない」の合計）という回答が上回っていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

とてもよい

12.1

13.7

14.9

13.6

1.4

0.6

まあよい

60.0

58.1

65.3

45.5

46.0

41.4

あまりよ

くない

22.2

21.5

15.9

27.3

42.7

46.2

よくない

3.6

3.0

2.1

13.6

8.5

7.1

無回答

2.2

3.7

1.8

0.0

1.4

4.7

今回調査全体(1,970)

前回調査(2,164)

一般高齢者(1,461)

事業対象者(   22)

要支援１(  211)

要支援２(  169)

単位:％

経年比較

認定状況

21.1

20.3

12.5

9.8

8.4

7.4

5.9

5.7

5.3

5.3

3.5

3.1

3.1

14.8

1.0

17.6

19.0

20.2

12.2

9.8

12.6

8.4

5.0

8.8

6.8

6.8

2.0

5.0

3.6

11.8

0.8

19.6

0% 5% 10% 15% 20% 25%

高齢による衰弱

骨折・転倒

心臓病

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

糖尿病

関節の病気（リウマチ等）

視覚・聴覚障害

脊椎損傷

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

腎疾患（透析）

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

その他

不明

無回答

今回調査(488)

前回調査(500)
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（オ）外出の状況 

外出を控えているかについてうかがったところ、全体の３割強が外出を控えてい

ると回答しており、この値は前回調査（令和２年度実施）の割合を 10 ポイント下

回っています。 

認定状況別に見ると、一般高齢者で外出を控えているのは２割台半ばであるのに

対し、要支援１では６割弱、要支援２では７割弱が外出を控えていると回答してい

ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外出を控えている理由としては、「足腰などの痛み」が５割弱を占めているほか、

「トイレの心配（失禁など）」が２割弱、「病気」「外での楽しみがない」「交通手段

がない」が１割強となっています。 

前回調査（令和２年度実施）から今回調査にかけて、「足腰などの痛み」は 10 ポ

イント、「トイレの心配（失禁など）」は５ポイント増加しています。 

 

  
49.2

17.5

13.1

13.1

13.1

10.4

8.3

7.7

2.4

23.1

4.5

38.4

12.0

9.3

13.1

10.1

7.9

7.2

6.1

2.2

33.1

6.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

足腰などの痛み

トイレの心配（失禁など）

病気

外での楽しみがない

交通手段がない

経済的に出られない

耳の障害（聞こえの問題など）

目の障害

障害（脳卒中の後遺症など）

その他

無回答

今回調査(662)
前回調査(962)

はい

33.6

44.5

25.7

40.9

58.3

67.5

いいえ

64.4

54.0

72.4

59.1

39.3

31.4

無回答

2.0

1.5

1.8

0.0

2.4

1.2

今回調査全体(1,970)

前回調査(2,164)

一般高齢者(1,461)

事業対象者(   22)

要支援１(  211)

要支援２(  169)

単位:％

経年比較

認定状況
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（カ）治療中の病気 

現在治療中、又は後遺症のある病気についてうかがったところ、全体の５割が

「高血圧」と回答しています。このほか、「目の病気」「糖尿病」「筋骨格の病気（骨

粗しょう症、関節症等）」が２割前後となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

50.4

20.1

17.1

15.1

12.2

11.0

7.2

6.0

6.0

5.8

5.2

5.0

3.6

1.3

1.3

1.3

1.1

10.6

9.8

5.5

44.5

19.4

17.2

13.5

10.8

11.1

6.3

5.0

6.5

6.1

5.5

5.3

4.2

0.9

1.6

0.9

1.1

9.1

11.8

7.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高血圧

目の病気

糖尿病

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）

高脂血症（脂質異常）

心臓病

腎臓・前立腺の病気

外傷（転倒・骨折等）

耳の病気

胃腸・肝臓・胆のうの病気

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等）

がん（悪性新生物）

脳卒中（脳出血）・脳梗塞等）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

その他

ない

無回答

今回調査(1,970)

前回調査(2,164)
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（キ）会やグループへの参加状況 

会やグループ活動への参加状況についてうかがったところ、「スポーツ関係のグル

ープやクラブ」「趣味関係のグループ」「収入のある仕事」に年に数回以上参加して

いるという回答が２割弱となっています。８種類の活動いずれについても、前回調

査（令和２年度実施）から今回調査にかけて、参加しているという回答が減少して

います。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ク）地域活動への参加意向 

地域住民の有志による健康づくり活動や趣味等のグループ活動への参加意向につ

いてうかがったところ、全体の１割弱が「是非参加したい」、ほぼ４割が「参加して

もよい」と回答しており、「既に参加している」（3.4％）を加えた全体の５割強が

活動への参加を肯定的に捉えていることが分かります。一方、「参加したくない」と

いう回答は４割弱となっています。 

認定状況別に見ると、一般高齢者は「是非参加したい」「参加してもよい」の合計

が５割強であるのに対し、要支援１では４割弱、要支援２ではほぼ３割にとどまっ

ており、要支援１と要支援２では「参加したくない」が「是非参加したい」「参加し

てもよい」の合計を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

是非参加

したい

7.9

8.4

8.9

0.0

4.3

4.1

参加しても

よい

39.9

40.1

43.5

22.7

35.1

25.4

参加したく

ない

38.7

41.8

36.6

59.1

44.5

50.9

既に参加

している

3.4

3.4

0.0

3.3

3.6

無回答

10.2

9.7

7.6

18.2

12.8

16.0

今回調査全体(1,970)

前回調査(2,164)

一般高齢者(1,461)

事業対象者(   22)

要支援１(  211)

要支援２(  169)

単位:％

経年比較

認定状況

7.6

17.0

17.2

4.2

8.9

4.8

14.0

18.9

7.7

18.5

19.6

5.1

11.1

5.3

16.4

20.2

0% 5% 10% 15% 20% 25%

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係のグループやクラブ

③趣味関係のグループ

④学習・教養サークル

⑤介護予防のための通いの場

⑥老人クラブ

⑦町会・自治会

⑧収入のある仕事

今回調査(1,970)

前回調査(2,164)
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（ケ）介護予防事業・フレイルチェック事業の認知度 

市が実施する介護予防事業やフレイルチェック事業についてうかがったところ、

「知らない」がほぼ７割を占めており、「知っているけど参加していない」が２割弱、

「知っているし、参加している」が１割を下回っています。 

男女別に見ると、女性は「知っているし、参加している」「知っているけど参加し

ていない」の合計が３割弱であり、男性を 12 ポイント上回っています。また、年

齢別に見ると、75 歳～84 歳では「知っているし、参加している」「知っているけ

ど参加していない」の合計が３割弱であり、他の年代を６ポイント上回っています。 

日常生活圏域別に見ると、南部圏域では「知っているし、参加している」「知って

いるけど参加していない」の合計が２割を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知っているし、

参加している

5.2

3.0

6.9

3.3

6.2

7.0

4.6

9.1

5.7

9.5

5.0

5.9

4.7

5.3

知っているけど

参加していない

18.0

13.0

21.8

16.8

20.5

13.7

18.5

4.5

19.0

16.6

18.5

18.3

14.8

20.4

知らない

69.6

77.6

63.7

76.0

64.7

68.8

71.0

77.3

66.8

65.1

68.6

69.7

71.3

68.8

無回答

7.1

6.4

7.7

3.8

8.6

10.5

5.9

9.1

8.5

8.9

7.9

6.1

9.2

5.5

今回調査全体(1,970)

男性(  829)

女性(1,135)

65歳～74歳(  730)

75歳～84歳(  920)

85歳以上(  314)

一般高齢者(1,461)

事業対象者(   22)

要支援１(  211)

要支援２(  169)

東部圏域(  481)

西部圏域(  491)

南部圏域(  467)

北部圏域(  525)

単位:％

認定状況

日常生活圏域

性別

年齢
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（コ）終末期に過ごしたい場所 

「終末期」を迎えた場合に過ごしたい場所についてうかがったところ、「自宅」が

４割強で最も多く、「医療機関」が２割台半ば、「特別養護老人ホーム等の施設」が

１割弱となっています。このほか、「まだ考えたことがない」が２割強となっていま

す。 

男女別に見ると、男性は「自宅」が４割台半ば、女性は「医療機関」が３割弱と

なっています。また、年齢別に見ると、「自宅」の割合は年代とともに増加しており、

85 歳以上では５割弱となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（サ）認知症の状況 

認知症の症状がある、又は家族に認知症の症状がある人がいるかどうかについて

うかがったところ、全体の９割弱がいないと回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自宅

40.6

41.2

45.5

37.2

36.3

42.1

46.8

家族の家

2.0

1.9

1.9

2.0

0.7

2.4

3.8

特別養護老人

ホーム等の施設

7.7

7.1

7.8

7.7

7.4

8.3

7.0

医療機関

25.9

25.8

21.4

29.3

25.8

26.0

26.1

まだ考えた

ことがない

20.9

22.1

20.9

20.9

27.3

18.6

12.7

無回答

2.8

1.9

2.5

3.0

2.6

2.7

3.5

今回調査全体(1,970)

前回調査(2,164)

男性(  829)

女性(1,135)

65～74歳(  730)

75～84歳(  920)

85歳以上(  314)

単位:％

経年比較

性別

年齢

はい

10.0

7.9

いいえ

86.8

87.8

無回答

3.2

4.4

今回調査全体(1,970)

前回調査(2,164)

単位:％
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認知症の相談窓口を知っているかについてうかがったところ、知っているという

回答は全体の２割強となっており、知らないという回答が７割台半ばを占めていま

す。回答者本人又は家族に認知症の症状があるという人であっても、相談窓口を知

っているのは５割弱にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市で実施している認知症総合施策についてうかがったところ、知っている施策と

して最も多い回答は「成年後見制度*」が１割強であるものの、この他の施策につい

てはいずれも１割を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.3

6.4

4.1

3.5

2.7

1.6

78.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

成年後見制度

認知症サポーター

オレンジカフェ（認知症カフェ）

徘徊高齢者家族支援

（位置情報システムの補助、見守りシールの配布）

認知症地域支援推進員

徘徊高齢者早期発見ネットワーク

無回答

総数=1,970 （複数回答）

はい

21.5

45.7

19.2

いいえ

75.1

50.3

79.6

無回答

3.5

4.1

1.2

全体(1,970)

認知症あり（ 197）

認知症なし（1,709）

単位:％
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（シ）在宅生活を続けることが難しくなった場合の希望 

今後、住み慣れた地域で自立した在宅生活を続けていくことが難しくなった場合

に希望する対応についてうかがったところ、「自宅で家族の支援や介護保険サービス

の利用などにより可能な限り在宅生活を続けたい」が５割強で最も多く、「特別養護

老人ホーム等の施設に入所したい」が２割弱、「高齢者専用の賃貸住宅や有料の老人

ホームに入居したい」が１割強となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ス）地域包括支援センターの認知度 

市内４か所の地域包括支援センターを知っているという回答が６割弱、知らない

という回答が４割強となっています。 

認定状況別に見ると、一般高齢者で知っているのはほぼ５割であるのに対し、要

支援１と要支援２では８割台を占めています。 

 

 

 

  

知っている

56.0

49.8

54.5

80.1

85.8

知らない

41.3

47.9

45.5

18.0

12.4

無回答

2.6

2.3

0.0

1.9

1.8

今回調査全体(1,970)

一般高齢者(1,461)

事業対象者(   22)

要支援１(  211)

要支援２(  169)

単位:％

認定状況

53.6

19.1

10.9

4.2

12.2

53.6

20.2

8.7

3.7

13.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自宅で家族の支援や介護保険サービスの利用

などにより可能な限り在宅生活を続けたい

特別養護老人ホーム等の施設に入所したい

高齢者専用の賃貸住宅や有料の老人ホームに

入居したい

家族の家に移り、家族の支援や介護保険サービス

の利用などにより可能な限り在宅生活を続けたい

無回答

今回調査(1,970)

前回調査(2,164)
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（セ）生活機能評価 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果から、「運動器機能低下」「閉じこもり傾

向」「転倒リスク」「低栄養状態」「口腔機能低下」「認知機能低下」「うつ傾向」のそ

れぞれについて、リスクを有する高齢者の状況を分析したところ、運動器機能低下

と閉じこもり傾向ではリスク該当者が２割強、転倒リスクと口腔機能低下ではリス

ク該当者が３割強、認知機能低下とうつ傾向ではリスク該当者が４割台となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、高齢者の比較的高次の生活機能を評価することができる老研式活動能力指

標の状況を見ると、手段的自立度（IADL*）の低下者の割合が２割弱、知的能動性

の低下者の割合は５割強、社会的役割の低下者の割合は７割弱となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

低下者

18.8

53.4

66.7

低下者以外

76.1

41.6

27.7

無回答

5.0

5.0

5.6

手段的自立度（IADL)

知的能動性

社会的役割

単位:％

リスク該当

24.5

23.8

33.3

1.8

31.4

41.9

46.3

非該当

72.6

73.4

64.2

95.4

66.2

54.3

49.6

無回答

2.9

2.9

2.5

2.8

2.4

3.8

4.0

運動器機能低下

閉じこもり傾向

転倒リスク

低栄養状態

口腔機能低下

認知機能低下

うつ傾向

単位:％
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■ 日常生活圏域別に見た生活機能評価結果 

（単位：％） 

 

 

  

 市全体 
東部 
圏域 

西部 
圏域 

南部 
圏域 

北部 
圏域 

運動器機能低下 24.5 26.2 24.8 22.3 24.2 

閉じこもり傾向 23.8 24.5 23.4 23.6 23.2 

転倒リスク 33.3 35.1 33.4 30.4 34.1 

低栄養状態 1.8 2.1 2.2 1.1 1.9 

口腔機能低下 31.4 30.1 33.4 29.3 32.0 

認知機能低下 41.9 44.5 41.1 37.3 44.0 

うつ傾向 46.3 47.8 46.8 43.3 47.0 

IADL低下者 18.8 19.4 18.1 18.4 19.4 

知的能動性低下者 53.4 54.5 52.4 51.4 55.0 

社会的役割低下者 66.7 70.3 67.2 61.5 67.7 
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（ソ）在宅生活継続のために重要なこと 

介護や医療を必要とする状態になっても、在宅生活を続けるために重要だと思う

ものについてうかがったところ、「介護してくれる家族等」「往診してくれる医療機

関」が４割前後となっており、「訪問して身の回りの介助をしてくれる仕組み」が３

割強、「介護者の負担を軽くする仕組み」が３割弱で続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（タ）市が重点を置くべき取組 

今後、市が高齢者の保健福祉や介護予防等に関する取組を進めていく上で重要な

ことについてうかがったところ、「医療と介護の連携」が５割弱で最も多く、「高齢

者を介護する家族への支援」が４割強、「介護保険サービスの充実」が３割台半ば、

「高齢者の生活支援や見守り活動への支援」が３割弱で続きます。 

  

47.1

43.8

34.8

26.0

25.6

18.8

13.9

12.7

2.9

1.8

0.8

12.0

45.9

45.1

34.8

24.7

25.0

22.2

17.2

12.2

3.3

1.9

1.2

11.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

医療と介護の連携

高齢者を介護する家族への支援

介護保険サービスの充実

高齢者の生活支援や見守り活動への支援

緊急時の支援

健康の増進や介護予防の推進

判断能力が低下した場合の支援

高齢期の住まいの基盤整備

ボランティア・地域活動の支援や参加促進

社会参加の促進、教養の向上

その他

無回答

今回調査(1,970)

前回調査(2,164)

44.0

39.7

30.7

26.3

24.7

22.2

12.6

12.1

8.5

6.7

4.0

0.4

11.3

47.1

42.0

31.2

29.0

29.3

19.3

11.3

14.3

7.3

6.0

3.3

0.7

8.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介護してくれる家族等

往診してくれる医療機関

訪問して身の回りの介助をしてくれる仕組み

介護者の負担を軽くする仕組み

安心して住み続けられる住まい

食事や日用品などの宅配

必要な時に宿泊できる施設

見守りや手助けしてくれる仕組み

体の状態を維持改善できるサービス

気軽に立ち寄って話や相談ができるところ

安否状態を誰かに知らせてくれる仕組み

その他

無回答

今回調査(1,970)

前回調査(2,164)
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（２）在宅介護実態調査結果 

（ア）現在の生活を継続する上で不安に感じる介護 

要支援・要介護高齢者を主に介護している家族・親族が、現在の生活を継続して

いくに当たって不安に感じる介護の内容として、「認知症状への対応」が３割、「入

浴・洗身」「夜間の排泄」が２割弱となっています。不安に感じることがないという

家族・親族は１割を下回っており、多くの介護者が様々な不安を抱えながら介護に

取り組んでいることが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

23.8 

2.1 

6.1 6.3 

10.5 10.5 

13.6 

3.8 

30.1 

4.6 

16.3 

6.9 

2.9 2.1 

17.6 

4.4 

17.4 

12.3 

0%

10%

20%

30%

40%

無
回
答

わ
か
ら
な
い

不
安
に
感
じ
て
い
る
こ
と
は
、

特
に
な
い

そ
の
他

金
銭
管
理
や
生
活
面
に
必
要
な

諸
手
続
き

そ
の
他
の
家
事
（掃
除
、
洗
濯
、

買
い
物
等
）

食
事
の
準
備
（調
理
等
）

医
療
面
で
の
対
応

（経
管
栄
養
、
ス
ト
ー
マ
等
）

認
知
症
状
へ
の
対
応

服
薬

外
出
の
付
き
添
い
、
送
迎
等

屋
内
の
移
乗
・移
動

衣
服
の
着
脱

身
だ
し
な
み
（洗
顔
・歯
磨
き
等
）

入
浴
・洗
身

食
事
の
介
助
（食
べ
る
時
）

夜
間
の
排
泄

日
中
の
排
泄

総数=478
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（イ）効果的な仕事と介護の両立支援策 

 

仕事と介護の両立に効果がある支

援策としては、「介護休業・介護休

暇等の制度の充実」が３割弱で最も

多く、「制度を利用しやすい職場づ

くり」「労働時間の柔軟な選択（フ

レックスタイム制など）」が２割強

で続きます。 

前回調査（令和２年度実施）と比

較すると、「介護休業・介護休暇等

の制度の充実」は今回調査・前回調

査とも最も多い回答であるものの、

前回調査から今回調査にかけて５ポ

イント減少しています。 

 

 

 

（ウ）在宅生活の継続のために必要な支援・サービス 

今後の在宅生活の継続に必要と感じるサービスとしては、移送サービス（介護・

福祉タクシー等）が２割台半ば、外出同行（通院、買い物など）が２割強となって

おり、前回調査（令和２年度実施）と同様に多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

24.9

21.8

14.0

12.5

9.9

8.9

8.9

8.4

7.2

5.0

34.0

14.7

22.1

21.0

13.4

11.9

12.5

9.2

9.9

7.5

8.2

7.4

31.2

19.2

0% 10% 20% 30% 40%

移送サービス（介護・福祉    等）

外出同行（通院、買い物など）

配食

掃除・洗濯

見守り、声かけ

調理

買い物（宅配は含まない）

サロンなどの定期的な通いの場

ゴミ出し

その他

特になし

無回答

今回調査(694)

前回調査(797)

29.2

22.8

20.5

18.7

9.1

8.7

5.5

1.8

12.3

18.7

5.9

7.8

34.7

23.7

24.2

22.4

11.4

8.2

8.2

3.2

11.9

16.0

8.2

6.8

0% 10% 20% 30% 40%

介護休業・介護休暇等の制度の

充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択

（フレックスタイム制など）

介護をしている従業員への

経済的な支援

働く場所の多様化

（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する

情報の提供

介護に関する相談窓口・

相談担当者の設置

その他

特にない

自営業・フリーランス等のため、

勤め先はない

わからない

無回答

今回調査(219)

前回調査(219)
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（３）在宅生活改善調査等の結果 

（ア）市内事業所の過去１年間の職員の採用・離職状況【介護人材実態調査】 

 回答事業所数 採用者数 離職者数 

全体 39事業所 120 人 120 人 

施設・居住系サービス 15事業所 71人 77 人 

通所系サービス 12事業所 22人 21 人 

訪問系サービス ７事業所 ９人 ６人 

無回答 ５事業所 18人 16 人 

 

市内の介護サービス事業所における過去１年間の介護職員の採用者数、離職者数

は、いずれも120人となっています。通所系サービス、訪問系サービスでは職員数

が増加していますが、施設・居住系サービスは職員数が減少しています。 

 

 

（イ）過去１年間の施設からの退去者の理由【居所変更実態調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内の施設・居住系事業所における過去１年間の退去者の総数は390人（死亡含

む）となっています。退去する理由としては、「医療的ケア・医療処置の必要性が高

まったから」「費用負担が重くなったから」「必要な身体介護が発生・増大したから」

といった理由が多くなっています。 

0

3

0

5

2

0

0

1

5

1

2事業所

6事業所

2事業所

12事業所

3事業所

0事業所

1事業所

8事業所

9事業所

1事業所

0事業所 5事業所 10事業所 15事業所 20事業所

必要な生活支援が発生・増大したから

必要な身体介護が発生・増大したから

認知症の症状が悪化したから

医療的ケア・医療処置の必要性が高まったから

上記以外の状態像が悪化したから

入所・入居者の状態等が改善したから

入所・入居者が、必要な居宅サービスの利用を望まなかったから

費用負担が重くなったから

その他

無回答
第１位 全体

総数=17事業所
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（ウ）在宅生活の維持が難しくなっている理由【在宅生活改善調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅の要介護高齢者のうち、現在のサービス利用では生活の維持が難しくなって

いると思われる人について、その理由を調査したところ、「認知症の症状の悪化」

（薬の飲み忘れや金銭管理など）、「必要な身体介護の増大」（日中の排泄や移乗・移

動など）が５割強で多く、「必要な生活支援の発生・増大」が４割弱で続きます。 

こうした状況を改善するために適切と思われるサービスとして、下のグラフのと

おり特別養護老人ホームやショートステイといったサービスが多く挙げられていま

すが、この他にも定期巡回サービスや小規模多機能型居宅介護、グループホームと

いった地域密着型のサービスを挙げる回答も見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.4

17.7

11.4

8.9

3.8

3.8

19.0

16.5

7.6

6.3

8.9

6.3

16.5

7.6

6.3

3.8

54.4
1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ショートステイ

訪問介護、訪問入浴

夜間対応型訪問介護

訪問看護

訪問リハ

通所介護、通所リハ、認知症対応型通所

定期巡回サービス

小規模多機能

看護小規模多機能

住宅型有料

サ高住

軽費老人ホーム

グループホーム

特定施設

介護老人保健施設

療養型・介護医療院

特別養護老人ホーム

無回答

総数=79 （複数回答）

0.0

39.3

50.6

52.8

22.5

22.5

7.9

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

該当なし

必要な生活支援の発生・増大

必要な身体介護の増大

認知症の症状の悪化

医療的ケア・医療処置の必要性の

高まり

その他、本人の状態

本人の状態等の改善

無回答

総数=89 （複数回答）
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４  第８期計画期間中の実績 
 

第９期計画を策定するに当たり、第８期計画の実績と課題を第８期計画の体系に沿

って整理します。 

 

（１）基本目標１ いきいきと活力ある高齢期を

過ごすための取組～元気に生きがいをもって～ 

①「地域福祉活動等への参加促進」（施策の展開１）として、老人福祉センター事

業、高齢者ふれあいの家への支援、シルバー人材センターや老人クラブに対する

支援、健康づくり事業等の取組を行いました。高齢者ふれあいの家については、

生活支援コーディネーター*と連携し、新たに３か所（令和３年度１か所、令和４

年度２か所）開設することができました。しかし、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大防止のため、地域交流に係る事業など、多くの人が集まって行う取組が

中止となったり、人数制限付きでの実施となりました。また、老人福祉センター

の老朽化や機能強化への対応が必要であること、シルバー人材センター・老人ク

ラブの会員数拡大、健康づくり事業の周知等の工夫が今後必要となります。 

②「介護予防の推進」（施策の展開２）として、フレイルチェック事業、八潮いこい

体操への専門職の派遣や介護支援ボランティア制度等の一般介護予防事業、介護

予防・生活支援サービスを行いました。フレイルチェック事業については、令和

２年度から東京大学高齢社会総合研究機構が開発したプログラムに基づいた取組

を本格的に実施しており、毎月１回定期的にフレイルチェック測定会*を開催して

います。また、介護予防・生活支援サービスのうち、訪問型サービスＡについて

は、利用者数が増加傾向にあります。しかし、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止のため、一部事業の中止や開催回数減、参加者数の伸び悩み等の影響が

見られました。今後は各種事業のさらなる普及啓発や、高齢者がボランティアと

して活躍できる仕組みの検討、フレイル予防に特化した介護予防教室の開催、介

護予防・生活支援サービスのうち訪問型サービスＣ及び通所型サービスＣの実施

方法の検討や、通所型サービスにおける訓練により機能が改善した後の機能維持

を図る方法の検討が必要となります。 

③「住まいの支援」（施策の展開３）として、軽費老人ホームや有料老人ホーム、サ

ービス付き高齢者向け住宅を周知し、利用の促進を図りました。 
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■基本目標１の数値目標と実績 

指標名【事業名】 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画策定時 
目標値 目標値 

目標値 
実績値 実績値 

施策の展開１ 

 
設置数 

取組３ 高齢者の憩いの場づくり 
４か所 

５か所 ６か所 
８か所 

５か所 ７か所 

施策の展開２ 

 

体操教室参加者数 
取組２ 一般介護予防事業  

②介護予防普及啓発事業 
335 人 

800 人 840 人 
880 人 

349 人 337 人※ 

登録人数 

取組２ 一般介護予防事業  

⑤介護支援ボランティア制度の実施 
70 人 

100 人 105人 
110人 

49 人 53 人 

受入施設数 

取組２ 一般介護予防事業  

⑤介護支援ボランティア制度の実施 
26 か所 

27 か所 29か所 
30か所 

25 か所 25 か所 

フレイルチェック測定会 

取組２ 一般介護予防事業  

⑤介護支援ボランティア制度の実施 
－ 

12 回 12 回 
12回 

10 回 12回 

オレンジカフェ* 

取組２ 一般介護予防事業  

⑤介護支援ボランティア制度の実施 
23 回 

48 回 48 回 
48回 

31 回 39回 

※参加者のうち、70 歳から 79 歳の人数 
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（２）基本目標２ 住み慣れた地域で安心して暮

らせるための取組～地域の支援が必要になったら～ 

①「地域包括ケアシステムの推進」（施策の展開１）として、地域包括支援センター

事業、各種地域ケア会議、生活支援体制の充実等の各取組を実施しました。地域

包括支援センターでは、高齢者のワンストップ窓口として様々な相談に対応でき

る体制づくりに努めるとともに、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメン

ト支援業務等を実施しました。今後は高齢者支援の対応力向上のため、職員向け

の研修会等を実施し、地域包括支援センターの機能強化を図る必要があります。

生活支援体制の充実に関しては、第１層、第２層生活支援コーディネーターを配

置して取組を実施しましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、

令和３年度は地域住民等を構成員とする第２層協議体の活動が予定通り開催でき

ない面がありました。今後、住民主体の互助*の取組を進めるため、さらに生活支

援体制を住民へ周知することや、第２層における有効な取組を他地域でも生かす

ため、生活支援コーディネーター連絡会における働きかけを通して、高齢者の生

活支援体制の構築に努めることが必要です。 

②「地域で見守る高齢者支援体制の推進」（施策の展開２）として、高齢者の見守り

体制の充実、在宅福祉サービス、権利擁護支援といった取組を実施しました。在

宅福祉サービスについては、対象要件の見直しを行うなど、各事業ともニーズに

対して適切に対応することができていますが、さらなる事業の周知が必要となり

ます。また、権利擁護支援については、申立人のいない高齢者に対して成年後見

制度における市長申立を行っているところですが、成年後見制度の活用促進や高

齢者虐待への支援体制について、市民に対する積極的な情報提供を行うことが必

要です。 

③「認知症総合施策の推進」（施策の展開３）として、認知症等に関する啓発、早期

発見・早期対応と介護者支援のための取組・認知症バリアフリー推進のための

「チームオレンジ」の整備についての検討といった各取組を実施しました。新型

コロナウイルス感染症の影響により、オレンジカフェ（認知症カフェ）の参加人

数を制限したこともあり、十分な交流や情報交換ができない時期もありましたが、

感染予防対策を講じた上で、継続実施することができました。また、認知症サポ

ーター*の活躍の場など、地域における認知症ケア向上を図るための取組が必要で

す。 

④「社会福祉協議会との連携」（施策の展開４）として、八潮市社会福祉協議会が実

施する生涯学習活動の啓発事業、各種福祉事業と緊密な連携を図り、事業の利用

を支援しました。ひとり暮らしや閉じこもりがちな高齢者等の仲間づくり・生き

がいづくりとして有効な「ふれあいサロン」については、新型コロナウイルス感
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染症の感染拡大防止に伴って活動を自粛することとなりましたが、令和４年度以

降は再開する支部で活動回数が増加する一方、自粛を継続している支部もありま

す。また、ひとり暮らし高齢者の見守り活動における災害時情報提供活動を、市

の災害時要援護者情報の登録に移行するための準備を進めています。 

 

■基本目標２の目標と実績 

指標名【事業名】 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画策定時 
目標値 目標値 

目標値 
実績値 実績値 

施策の展開１ 

 
検討ケース長期目標達成率 

取組４ 地域ケア会議 
69.2％ 

72.0％ 73.0％ 
75.0％ 

94.6％ 81.6％ 

施策の展開３ 

 

認知症サポーター養成数 
取組１ 認知症等に関する啓発 

5,082 人 
5,400 人 5,600 人 

5,800 人 
5,135 人 5,446 人 

協力事業者数 
取組２ 認知症の早期発見・早期対応と介護者支援  

⑤徘徊高齢者早期発見ネットワーク 
183 件 

190 件 200 件 
210 件 

185 件 185 件 

位置探索システム利用料補助 
取組２ 認知症の早期発見・早期対応と介護者支援  

⑥徘徊高齢者の家族支援 
24 件 

25 件 30 件 
35件 

18 件 17件 

見守りシール配布数 
取組２ 認知症の早期発見・早期対応と介護者支援  

⑥徘徊高齢者の家族支援 
８件 

12 件 15 件 
18件 

３件 ４件 
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（３）基本目標３ 介護保険サービスの充実に向

けた取組～介護が必要になったら～ 

①「介護保険事業の円滑な実施と基盤整備の推進」（施策の展開１）として、介護

サービス相談員の派遣や介護離職防止のための家族介護教室*の実施、介護給付の

適正化、施設サービスや地域密着型サービスの整備、感染症対策・災害時対応等

の取組を実施しました。新型コロナウイルス感染症の影響により、介護サービス

相談員が訪問できない期間や事業所があったこと、家族介護教室で実技講習がで

きなかったこと等の制約がありましたが、全体として概ね順調に取組を実施する

ことができました。施設サービスについては、計画期間中に介護老人福祉施設の

整備（１か所）が進行していますが、地域密着型サービスのうち、小規模多機能

型居宅介護については令和３年度、４年度の事業者募集に対する応募がなく、計

画的な整備ができていません。 

 

（４）基本目標４ 住み慣れたところで尊厳ある終末期を

迎えるための取組 ～いつまでも自分らしく～ 

①「在宅医療・介護の連携」（施策の展開１）として、在宅医療・介護連携事業、看

取りに向けた支援を行いました。在宅医療・介護連携事業については、草加八潮

医師会在宅医療サポートセンター*に業務委託し、各事業を計画的に実施しました。

施設での看取りについては、嘱託医や介護サービス事業所の職員体制の状況によ

り、看取りができなくなった施設があることから、市内全施設での看取り実施体

制を整備することが必要です。 

 

（５）第８期計画のまとめ 

第８期計画で設定した４つの基本目標に位置付けた取組のうち、一部については

新型コロナウイルス感染症の影響により十分な実施ができなかったものの、大半は

概ね計画どおり実施できました。 

全体として、計画期間を通して本市における高齢者保健福祉施策が進捗したと考

えられますが、今後の高齢者人口、特に後期高齢者人口の増加に伴い、各種事業対

象者や要介護認定者の増加、地域で高齢者を支える担い手の確保が課題となります。

あわせて、市が行う各種取組についての情報が高齢者のもとに的確に届き、必要な

支援が十分行き届くようになるための効果的な周知が必要です。 

第９期計画においては、これまで本市が進めてきた取組を継続させるとともに、

社会情勢や地域における介護ニーズを踏まえた取組の強化・充実が必要です。
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５  高齢者人口等の推計 
 

 

（１）高齢者人口の推計 

第９期計画期間中の本市の総人口及び高齢者人口を推計（コーホート変化率法*に

よる。）すると、次のとおりとなります。本市の人口は、近年横ばい傾向となってい

ますが、令和 12 年（93,236 人）以降は徐々に減少傾向となり、令和 22 年

（2040 年）の総人口は 90,732 人、その後令和 24 年に９万人を下回ることが見

込まれます。第９期計画期間の最終年度である令和８年の総人口は 93,251 人、そ

のうち 65 歳以上は 20,928 人、高齢化率は 22.4％と予測されます。 

なお、令和 22 年（2040 年）の本市の 65 歳以上の人口は 23,702 人で、高齢

化率は26.1％まで上昇することが予測されます。総人口が減少する中で、高齢者の

人口は将来的に増加傾向となることが予想されるため、今後の本市の人口構造の変

化に留意する必要があります。 

 

■本市の年齢３区分別総人口と高齢化率の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月 1 日時点。令和３年～５年は住民基本台帳人口。令和６年以降は推計人口。 

 

年代別に見ると、令和９年にかけて65歳～74歳の前期高齢者は減少を続けるの

に対し、75 歳以上の後期高齢者は令和８年まで増加を続け、前期高齢者と後期高

齢者の人数の差は拡大します。第９期計画期間の最終年度である令和８年には前期

高齢者 7,776 人、後期高齢者 13,152 人と予測されます。 

11,369 11,155 10,962 10,777 10,628 10,471 10,379 9,843 

59,825 60,159 60,930 61,257 61,589 61,852 62,070 57,187 

20,986 20,975 20,954 20,978 20,897 20,928 20,709 
23,702 

92,180 92,289 92,846 93,012 93,114 93,251 93,158 90,732 

22.8% 22.7% 22.6% 22.6% 22.4% 22.4% 22.2%

26.1%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

令和3年

（実績）

令和4年

（実績）

令和5年

（実績）

令和6年

（推計）

令和7年

（推計）

令和8年

（推計）

令和9年

（推計）

令和22年

（推計）

（人）

年少人口（０歳～14歳） 生産年齢人口（15歳～64歳）
高齢者人口（65歳以上） 高齢化率
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前期高齢者数は令和 10 年から増加に転じ、令和 22 年（2040 年）の本市の前

期高齢者は 13,374 人、後期高齢者は 10,328 人と予測されます。 

 

■本市の高齢者人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月 1 日時点。令和３年～５年は住民基本台帳人口。令和６年以降は推計人口。 

（単位：人、％） 

 

第８期 第９期   

令和 
３年 

令和 
４年 

令和 
５年 

令和 
６年 

令和 
７年 

令和 
８年 

令和 
９年 

令和 
22 年 

総人口 92,180 92,289 92,846 93,012 93,114 93,251 93,158 90,732 

0 歳～39 歳 
39,259 

（42.6） 

38,948 

（42.2） 

39,192 

（42.2） 

38,997 

（41.9） 

38,861 

（41.7） 

38,769 

（41.6） 

38,624 

（41.5） 

36,566 

（40.3） 

第２号被保険者 

（40 歳～64 歳） 

31,935 

（34.6） 

32,366 

（35.1） 

32,700 

（35,2） 

33,037 

（35.5） 

33,356 

（35.8） 

33,554 

（36.0） 

33,825 

（36.3） 

30,464 

（33.6） 

第１号被保険者 

（65 歳以上） 

20,986 

（22.8） 

20,975 

（22.7） 

20,954 

（22.6） 

20,978 

（22.6） 

20,897 

（22.4） 

20,928 

（22.4） 

20,709 

（22.2） 

23,702 

（26.1） 

 前期高齢者 

（65 歳～74 歳） 

10,225 

（11.1） 

9,527 

（10.3） 

9,024 

（9.7） 

8,488 

（9.1） 

8,036 

（8.6） 

7,776 

（8.3） 

7,600 

（8.2） 

13,374 

（14.7） 

 後期高齢者 

（75 歳以上） 

10,761 

（11.7） 

11,448 

（12.4） 

11,930 

（12.8） 

12,490 

（13.4） 

12,861 

（13.8） 

13,152 

（14.1） 

13,109 

（14.1） 

10,328 

（11.4） 

 

 

75 歳以上

85 歳未満 

8,343 

（9.1） 

8,796 

（9.5） 

9,065 

（9.8） 

9,359 

（10.1） 

9,373 

（10.1） 

9,305 

（10.0） 

9,073 

（9.7） 

6,262 

（6.9） 

 85 歳以上 
2,418 

（2.6） 

2,652 

（2.9） 

2,865 

（3.1） 

3,131 

（3.4） 

3,488 

（3.7） 

3,847 

（4.1） 

4,036 

（4.3） 

4,066 

（4.5） 

※（ ）内は総人口に占める比率。 

 

高齢者全体に占める前期高齢者の比率、後期高齢者の比率を見ると、令和３年時

点で前期高齢者が 48.7％、後期高齢者が 51.3％であり、両者の差は 2.6 ポイント

です。今後、前期高齢者の比率は徐々に減少し、一方で後期高齢者の比率が徐々に

増加するため、令和８年時点では、高齢者に占める後期高齢者の比率が62.8％、前

10,225 9,527 9,024 8,488 8,036 7,776 7,600

13,374

10,761 11,448 11,930 12,490 12,861 13,152 13,109

10,328

20,986 20,975 20,954 20,978 20,897 20,928 20,709 

23,702 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

令和3年

（実績）

令和4年

（実績）

令和5年

（実績）

令和6年

（推計）

令和7年

（推計）

令和8年

（推計）

令和9年

（推計）

令和22年

（推計）

（人）

75歳以上 65歳～74歳
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期高齢者の比率が 37.2％となり、後期高齢者の比率が前期高齢者の比率を 20ポイ

ント以上上回ることが予測されます。 

前期高齢者数が令和 10 年から増加に転じることから、令和 17 年から 18 年にかけ

て前期高齢者比率が後期高齢者比率を上回るようになります。令和 22 年（2040 年）

の本市の前期高齢者比率は 56.4％、後期高齢者比率は 43.6％と予測されます。 

 

■本市の前期高齢者、後期高齢者比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月１日時点。 

高齢化率は、今後も引き続き全国的に上昇傾向となっていますが、本市では当面

は横ばい傾向となることが見込まれます。令和３年の本市の高齢化率は22.8％で、

全国の高齢化率（28.9％）を 6.1ポイント下回っており、令和８年には全国の高齢

化率が 29.8％、本市の高齢化率が 22.4％となり、本市の高齢化率は全国の高齢化

率を 7.4 ポイント下回る見込みです。 

令和 22 年（2040 年）の全国の高齢化率は 34.8％、本市の高齢化率は 26.1％

となり、本市の高齢化率が全国の高齢化率を 8.7 ポイント下回る見込みです。 

 

■全国及び本市の高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 10 月 1 日時点。八潮市の令和３年～５年は住民基本台帳人口、令和６年以降は推計人口。全国の令和３年～５年は総

務省「人口推計」、令和６年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」による推計値。 

48.7%
45.4% 43.1% 40.5% 38.5% 37.2% 36.7%

56.4%
51.3%

54.6% 56.9% 59.5% 61.5% 62.8% 63.3%

43.6%
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（実績）
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（実績）

令和5年

（実績）

令和6年

（推計）

令和7年

（推計）

令和8年

（推計）

令和9年

（推計）

令和22年

（推計）

前期高齢者の比率

後期高齢者の比率

22.8% 22.7% 22.6% 22.6% 22.4% 22.4% 22.2%

26.1%

28.9% 29.0% 29.1% 29.4% 29.6% 29.8% 30.0%

34.8%
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30%
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（実績）
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（推計）
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令和22年

（推計）

八潮市

全国
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（２）要支援・要介護認定者数の推計 

本市では、第９期計画期間中も後期高齢者数の増加が見込まれることから、要支

援・要介護認定者数も引き続き増加することが予想されます。第９期計画の最終年

度である令和８年の要支援・要介護認定者数は 3,899 人、認定率は 18.6％となる

ものと予測しています。 

なお、令和 12 年（2030 年）の要支援・要介護認定者数は 4,341 人、認定率

は 20.7％となり、令和 22 年（2040 年）の本市の要支援・要介護認定者数は

3,832 人、認定率は 16.2％と予測されます。 

 

■本市の要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域包括ケア「見える化」システムによる推計。 

※各年 10 月 1 日時点。 

 

 

 

 

  

318 333 342 361 370 384 410 366

360 350 363 375 396 414 462 390

880 904 948 973 1,008 1,047
1,158

1,000

503 525 566 594 615 640
710

636
427 430

463 481 507
536

603

536375 416
445

480
501

527

591

528
255

286
284

311
329

351

407

376

3,118
3,244

3,411
3,575

3,726
3,899

4,341

3,832

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和12年 令和22年

（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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■ 要支援・要介護認定者の推計 

（単位：人） 

 

令和６年 令和７年 令和８年 

総数 
第１号 

被保険者 

第２号 

被保険者 
総数 

第１号 

被保険者 

第２号 

被保険者 
総数 

第１号 

被保険者 

第２号 

被保険者 

総数 3,575 3,465 110 3,726 3,615 111 3,899 3,788 111 

要支援 736 728 8 766 758 8 798 790 8 

 要支援１ 361 360 1 370 369 1 384 383 1 

 要支援２ 375 368 7 396 389 7 414 407 7 

要介護 2,839 2,737 102 2,960 2,857 103 3,101 2,998 103 

 要介護１ 973 951 22 1,008 986 22 1,047 1,025 22 

 要介護２ 594 567 27 615 588 27 640 613 27 

 要介護３ 481 464 17 507 489 18 536 518 18 

 要介護４ 480 461 19 501 482 19 527 508 19 

 要介護５ 311 294 17 329 312 17 351 334 17 

 

■ 第１号被保険者の認定率の推計 

（単位：％） 

 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

令和６年 1.7  1.8  4.5  2.7  2.2  2.2  1.4  16.5  

令和７年 1.8  1.9  4.7  2.8  2.3  2.3  1.5  17.3  

令和８年 1.8  1.9  4.9  2.9  2.5  2.5  1.6  18.1  
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６  本市の高齢者を取り巻く課題 
 

 

（１）高齢者の健康の維持と介護予防の推進 

ここ数年間の新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための外出自粛等を背

景として、高齢者が外出を控えて閉じこもりがちとなり、心身の健康に影響が生じ

ることが懸念されます。第９期計画期間においては、引き続き感染防止対策への十

分な配慮をした上で、介護予防のための通いの場における活動など、高齢者の外

出・運動を促す取組が必要です。 

本市では、後期高齢者数が前期高齢者数を上回り、今後も当面は後期高齢者の人

数が増加し、介護を要する高齢者の増加が予測されます。「フレイルチェック事業」

の拡充など、一般介護予防事業を含めた「介護予防・日常生活支援総合事業」の一

層の推進により、高齢者が可能な限り介護を必要としないで生活できるように支援

する必要があります。   

 

（２）地域共生社会の実現に向けた意識づくりの推進  

我が国ではこれまで、いわゆる団塊の世代が全員後期高齢者となる令和７年

（2025 年）の到達を意識して、地域包括ケアシステムの構築と地域共生社会の実

現に向けた地域づくりが進められており、第９期計画期間はこれまでの取組の仕上

げとしての一面を有します。拡大を続け、多様化する介護ニーズに的確に対応する

観点から、高齢者を一律で支援が必要な存在だと認識するのではなく、元気な高齢

者が支援を要する高齢者の「支え手」となって活躍し、同じ地域の一員としてとも

に支えあいながら暮らすことのできる地域を目指すことが必要です。  

 

（３）2040 年など将来を見据えた介護サービス提供の充実 

いわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上となり、高齢者人口がピークを迎える令

和 22 年（2040 年）頃を見通すと、社会全体として高齢者人口に占める 85 歳以

上人口の割合が上昇し、介護需要の増大や高齢者を支える現役世代の人口減少が拡

大することが見込まれます。本市においても、令和 22 年（2040 年）にかけて総

人口が減少する一方で高齢者数が増加することから、高齢化率の大幅な上昇が見込

まれます。将来の本市の高齢者福祉像を市・市民・事業者等が共有して、地域包括

ケアシステムを支える人材の確保・育成、介護サービスの基盤整備等を計画的に進

める必要があります。   
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（４）認知症対策の充実 

令和５年６月に「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が制定される

など、社会における認知症に対する意識がこれまで以上に高まっています。今後の

85 歳以上人口の増加に伴い、認知症の人や認知機能が低下した高齢者の増加が見

込まれる中で、地域で生活する高齢者等の意思決定を支援することや、権利擁護の

重要性がさらに高まることが予想されます。本市においても、認知症（総合）施策

を展開してきましたが、高齢者実態調査からは施策に対する市民の認知度が低い状

態であり、認知症に関する周知が十分に進んではいないことが分かります。今後認

知症高齢者の増加が見込まれる中で、意識啓発の強化や、具体的な相談先を周知す

るなど、認知症にやさしいまちづくりを推進する必要があります。 

 

（５）在宅医療・介護連携の推進 

多くの高齢者が自身の健康状態が良好であると認識しているものの、大半の人は

何らかの病気を抱えながら生活しています。また、本市ではこれから後期高齢者の

増加により、医療と介護の双方を必要とする高齢者の増加も予測されます。住み慣

れた地域で可能な限り長く自分らしく暮らし続けたいという高齢者の希望を叶える

観点からも、医療と介護の連携をさらに密にすることが重要です。 
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１  基本理念と計画目標 
 

 

（１）福祉３計画の共通理念 

第９期計画の上位計画である「第３期八潮市地域福祉計画」では、同計画の基本

理念を本市の福祉３計画（「八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」「八潮

市子ども・子育て支援事業計画」「八潮市障がい者行動計画・八潮市障がい福祉計

画」）の「共通理念」として位置付けることとしています。 

 

 

 

地域における多様な主体が 

それぞれの役割を担いながら協働し、 

福祉の力を高める地域づくり 
 

 

 

 

人と地域の絆は、地域社会を構成するあらゆる人たちがそれぞれの役割を担いな

がらともに手を取り合い、その多様な活動が結びついて初めて生まれるものである

ことから、互いの絆を深めていくために地域福祉の推進という共通の目的に向かい、

力を合わせ協力していく協働の取組が必要となります。 

地域社会を構成するあらゆる人たちが協働することで多様な課題を発見し、解決

することができる福祉の力が高まるような地域づくりを進めます。 

 

  



第３章 計画の基本的な考え方と日常生活圏域の設定 
 

 

50 

（２）基本理念 

第９期計画では、上位計画である「第３期八潮市地域福祉計画」における福祉３

計画の共通理念を踏まえ、基本理念を次のとおり定めます。 

 

 

 

 

健康でいきいきと 

安心して暮らしつづけられる 

地域をめざして 
 

 

 

 

 

本市は、「第７期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」以来、「健康で

いきいきと安心して暮らしつづけられる地域をめざして」を基本理念に掲げ、高齢

者保健福祉施策を展開してきました。 

第９期計画においても、引き続き「健康でいきいきと安心して暮らしつづけられ

る地域をめざして」を基本理念に掲げ、支援が必要となった人を地域ぐるみで支え

合うまちづくりを進めます。このことは本市の総合計画の理念や将来都市像、福祉

３計画の共通理念にも通じる内容であり、令和２年度の介護保険法改正によって地

方公共団体が実現に向けて取り組むことが責務とされた「地域共生社会」の形成に

通じる概念であると考えます。 
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（３）計画目標 

令和 22 年（2040 年）を見据えて中長期的な本市の高齢者像を視野に入れなが

ら、地域共生社会の実現に向けて必要な取組を実施する計画であるという位置付け

を踏まえて、第９期計画の基本理念の実現のために、３つの計画目標を定めます。 

 

 

 

 

 

 

① 健康で生きがいをもって、安全・安心に暮ら

せるまち 

 

② 市民一人ひとりが地域ぐるみで助け合い、

支え合えるまち 

 

③ 本人の希望に合わせた高齢期を過ごすこと

ができるまち 
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２  日常生活圏域の設定 
 

 

（１）日常生活圏域の考え方 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるためには、身近な地域に保健・医療・福

祉・介護等の基盤が整備され、サービスを利用できることが必要です。そのため、

「日常生活圏域」を設定して圏域ごとにサービス基盤等の整備を進めることが求め

られています。 

本市では、市の面積、人口、交通環境、介護施設・介護サービス事業者等の立地

等の状況を考慮して、「東部圏域」「西部圏域」「南部圏域」「北部圏域」の４圏域を

設定しました。各圏域に地域包括支援センターを配置して高齢者の総合的な支援を

行っています。 

第９期計画期間についても、引き続き地域包括支援センターを核として、各圏域

で高齢者の総合的な支援を行います。 

 

■日常生活圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

北部圏域

西部圏域
東部圏域

東京外かく環状道路

南部圏域

八潮駅

つくばエクスプレス

首都高速道路６号三郷線

北部圏域 

 東部圏域 

 
南部圏域 

 西部圏域 

首都高速道路６号三郷線 
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地域包括支援センターでは、地域で暮らす高齢者を保健・医療・福祉・介護など

様々な面から総合的に支援するため、「主任介護支援専門員*（主任ケアマネジャー）」

「社会福祉士*」「保健師等」の３職種がチームを組み、高齢者のニーズに応じて地

域にある様々な社会資源を活用しながら対応しています。 

 

■日常生活圏域及び地域包括支援センター 

 

  

圏域名 地域包括支援センター 担当地域 

東部 
東部地域包括支援センター 

やしお苑 

所在地：南川崎 210-1 

二丁目、木曽根、南川崎、伊勢野、八潮一丁目～ 

四丁目・六丁目 

西部 
西部地域包括支援センター 

ケアセンター八潮 

所在地：鶴ヶ曽根 1184-4 

小作田、松之木、上馬場、中馬場、西袋、柳之宮、 

南後谷、中央一丁目～四丁目、八潮七丁目・八丁目、 

緑町一丁目・二丁目・四丁目 

南部 
南部地域包括支援センター 

埼玉回生病院 

所在地：大原 455 

大瀬、古新田、垳、大原、大曽根、浮塚、 

八潮五丁目、大瀬一丁目～六丁目、茜町一丁目 

北部 
北部地域包括支援センター 

やしお寿苑 

所在地：八條 294-4 

八條、鶴ヶ曽根、伊草、新町、緑町三丁目・五丁目、 

伊草一丁目・二丁目 
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（２）各圏域の状況 

（ア）東部圏域の概況 

東部圏域は、市の中央部から東側に位置

しており、地区の東側で中川に接している

ほか、つくばエクスプレスと首都高速道路

６号三郷線が地区内を貫いています。地区

内の南川崎には高齢者福祉施設やしお苑と

勤労者福祉・スポーツセンター（ゆまにて）

が、木曽根には老人福祉センター寿楽荘が

所在しています。 

人口は 24,711 人、高齢者人口は

5,178 人であり、高齢化率は 21.0％とな

っています。 

 

 

 

■東部圏域の主要データ 

人口 24,711人（令和５年 10月１日現在） 

高齢者人口（高齢化率） 5,178人（令和５年 10月１日現在） 高齢化率 21.0％ 

 75 歳以上人口 2,922人（令和５年 10月１日現在） 

要支援・要介護認定者数 

（令和５年８月１日現在） 

要支援認定者*  158人 
要支援１ 74人 

要支援２ 84人 

要介護認定者  616人 

要介護１ 214人 

要介護２ 131人 

要介護３ 98人 

要介護４ 92人 

要介護５ 81人 

認知症日常生活自立度Ⅱｂ以上の人の数（令和５年８月１日現在） 774人 

介護保険施設等の状況 
（令和５年４月１日現在） 

※人数は定員。 

広
域
型
施
設
等 

特別養護老人ホーム １か所 80人 

介護老人保健施設 － 

特定施設入居者生活介護 

（有料老人ホーム） 
３か所 189人 

サービス付き高齢者向け住宅 － 

軽費老人ホーム － 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 
１か所 18人 

小規模多機能型居宅介護 １か所 29人 

地域密着型通所介護 １か所 10人 

地域包括支援センター １か所 東部地域包括支援センターやしお苑 

  

東部圏域 
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（イ）西部圏域の概況 

西部圏域は、市の中央部から西側に位置

しており、地区内には綾瀬川が流れていま

す。行政機能の中心である八潮市役所をは

じめ、保健センター、八潮メセナ、八幡公

民館、八幡図書館等の行政機関や教育機関

が立地しています。 

人口は 20,817 人、高齢者人口は

5,344 人であり、高齢化率は 25.7％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

■西部圏域の主要データ 

人口 20,817人（令和５年 10月１日現在） 

高齢者人口（高齢化率） 5,344人（令和５年 10月１日現在） 高齢化率 25.7％ 

 75 歳以上人口 3,032人（令和５年 10月１日現在） 

要支援・要介護認定者数 

（令和５年８月１日現在） 

要支援認定者  202人 
要支援１ 106人 

要支援２ 96人 

要介護認定者  654人 

要介護１ 235人 

要介護２ 125人 

要介護３ 120人 

要介護４ 116人 

要介護５ 58人 

認知症日常生活自立度Ⅱｂ以上の人の数（令和５年８月１日現在） 856人 

介護保険施設等の状況 
（令和５年４月１日現在） 

※人数は定員。 

広
域
型
施
設
等 

特別養護老人ホーム － 

介護老人保健施設 － 

特定施設入居者生活介護 

（有料老人ホーム） 
－ 

サービス付き高齢者向け住宅 １か所 50人 

軽費老人ホーム － 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 
２か所 36人 

小規模多機能型居宅介護 － 

地域密着型通所介護 ２か所 28人 

地域包括支援センター １か所 西部地域包括支援センターケアセンター八潮 

  

西部圏域 
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（ウ）南部圏域の概況 

南部圏域は、市の南側に位置しており、

地区内には中川、垳川、大場川が流れてい

るほか、つくばエクスプレスと首都高速道

路６号三郷線が地区内を貫いています。地

区内の大瀬には八潮市役所駅前出張所があ

ります。 

人口は 30,925 人、高齢者人口は

5,208 人であり、高齢化率は 16.8％とな

っており、市内４圏域で高齢化率が最も低

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

■南部圏域の主要データ 

人口 30,925人（令和５年 10月１日現在） 

高齢者人口（高齢化率） 5,208人（令和５年 10月１日現在） 高齢化率 16.8％ 

 75 歳以上人口 2,890人（令和５年 10月１日現在） 

要支援・要介護認定者数 

（令和５年８月１日現在） 

要支援認定者  155人 
要支援１ 75人 

要支援２ 80人 

要介護認定者  639人 

要介護１ 224人 

要介護２ 142人 

要介護３ 102人 

要介護４ 108人 

要介護５ 63人 

認知症日常生活自立度Ⅱｂ以上の人の数（令和５年８月１日現在） 794人 

介護保険施設等の状況 
（令和５年４月１日現在） 

※人数は定員。 

広
域
型
施
設
等 

特別養護老人ホーム １か所 120人 

介護老人保健施設 － 

特定施設入居者生活介護 

（有料老人ホーム） 
３か所 178人 

サービス付き高齢者向け住宅 １か所 27人 

軽費老人ホーム － 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 
１か所 18人 

小規模多機能型居宅介護 １か所 29人 

地域密着型通所介護 － 

地域包括支援センター １か所 南部地域包括支援センター埼玉回生病院 

南部圏域 
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（エ）北部圏域の概況 

北部圏域は、市の北側に位置しており、

地区の東側で中川に接しているほか、東京

外かく環状道路が地区内を東西に貫いてい

ます。地区内の八條には老人福祉センター

すえひろ荘とコミュニティセンターが、鶴

ヶ曽根にはエイトアリーナ、やしお生涯楽

習館が所在しています。 

人口は 16,393 人、高齢者人口は

5,224 人であり、高齢化率は 31.9％とな

っており、市内４圏域の中で最も高齢化率

が高くなっています。 

 

 

 

 

■北部圏域の主要データ 

人口 16,393人（令和５年 10月１日現在） 

高齢者人口（高齢化率） 5,224人（令和５年 10月１日現在） 高齢化率 31.9％ 

 75 歳以上人口 3,086人（令和５年 10月１日現在） 

要支援・要介護認定者数 

（令和５年８月１日現在） 

要支援認定者  191人 
要支援１ 89人 

要支援２ 102人 

要介護認定者  610人 

要介護１ 228人 

要介護２ 137人 

要介護３ 103人 

要介護４ 92人 

要介護５ 50人 

認知症日常生活自立度Ⅱｂ以上の人の数（令和５年８月１日現在） 801人 

介護保険施設等の状況 
（令和５年４月１日現在） 

※人数は定員。 

広
域
型
施
設
等 

特別養護老人ホーム １か所 100人 

介護老人保健施設 １か所 150人 

特定施設入居者生活介護 

（有料老人ホーム） 
１か所 39人 

サービス付き高齢者向け住宅 － 

軽費老人ホーム １か所 50人 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 
１か所 27人 

小規模多機能型居宅介護 － 

地域密着型通所介護 １か所 10人 

地域包括支援センター １か所 北部地域包括支援センターやしお寿苑 

 

北部圏域 
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３  計画の体系 
 

 

計画目標 基本目標 施策の柱 主な取組 

Ⅰ  

健康で生きが

いをもって、

安全・安心に

暮らせるまち 

基本目標１  

いきいきと活力あ

る高齢期を過ごす

ための取組 

(1)高齢者の健康づく

りと地域福祉活動

等への参加促進 

①地域交流の促進 

②老人福祉センター事業 

③高齢者の憩いの場づくり 

④各種団体への支援 

⑤長寿祝金支給事業 

⑥思いやり駐車場制度（パーキン

グ・パーミット制度）の周知 

⑦健康づくり事業＜保健センター＞ 

(2)介護予防の推進 
①フレイルチェック事業 

②一般介護予防事業 

③介護予防・生活支援サービス事業 

(3)高齢者の住まいの

支援 

①軽費老人ホーム 

②有料老人ホーム 

③サービス付き高齢者向け住宅 

④養護老人ホーム 

⑤高齢者居室等整備資金融資制度 

⑥高齢者世帯等住み替え住宅家賃助成事業 

Ⅱ  

市民一人ひと

りが地域ぐる

み で 助 け 合

い、支え合え

るまち 

基本目標２  

住み慣れた地域で

安心して暮らせる

ための取組 

(1)高齢者を支えるつな

がりづくりの推進 

①高齢者相談窓口の充実 

②地域包括支援センター事業 

③地域包括支援センター運営協議会 

④地域ケア会議 

⑤生活支援体制の充実 

(2)地域で見守る高齢

者支援体制の推進 

①高齢者の見守り体制の充実 

②高齢者在宅福祉サービス 

③高齢者の権利擁護支援 

(3)社会福祉協議会と

の連携 

①生涯学習活動の啓発事業 ＜社会福祉協議会＞ 

②各種福祉事業 ＜社会福祉協議会＞ 

基本目標３ 

認知症にやさしい

まちづくりのため

の取組 

(1)認知症等に関する

啓発の推進 

①認知症等に関する啓発 

②認知症サポーターの養成と活動支援 

(2)認知症の早期発見・早期

対応と介護者支援の充実 

①認知症の早期発見・早期対応 

②認知症の人を介護する家族の支援 

(3)認知症バリアフリーの推進 ①認知症バリアフリーの取組 

基本目標４  

介護保険サービス

の充実に向けた取

組 

(1)介護サービスの提

供と基盤整備の推

進 

①居宅サービス 

②施設サービス 

③地域密着型サービス 

④基盤整備の推進 

(2)介護保険事業の円

滑な実施のための

取組の推進 

①情報提供体制の充実 

②介護サービス相談員の派遣 

③家族介護者の支援と介護離職防止の促進 

④介護給付等の適正化 

⑤介護認定審査会の効率化 

⑥介護保険サービス利用者負担補助事業 

⑦感染症対策と災害時対応 

Ⅲ  

本人の希望に合わせた高齢期

を過ごすことができるまち 

基本目標５  

住み慣れたところで最期まで暮

らし続けられるための取組 

(1)在宅医療・介護の

連携 

①在宅医療・介護連携事業 

②看取りに向けた支援 



 

59 

第
６
章 

資
料
編 

 

 

 

第４章 施策の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第４章  

施策の展開 





基本目標１ いきいきと活力ある高齢期を過ごすための取組 
 

 

59 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

第
６
章 

資
料
編 

基本目標１ いきいきと活力ある高齢期を
過ごすための取組 

 

 

（１）高齢者の健康づくりと地域福祉活動等への参加促進 

活力ある高齢期を過ごすことができるよう、高齢者が自身の健康管理に関心を持

ち、積極的に健康づくりに取り組むことを支援します。 

また、ひとり暮らし高齢者や夫婦２人暮らし高齢者が増加する中で、高齢者の孤

立化を未然に防止するため、地域における世代間交流や地域活動への参加等を通じ

て、高齢者の生きがいづくり等を促進します。 

 

● 主な取組 

① 地域交流の促進 

高齢者の心身の健康を維持・増進し、社会参加を促すために、スポーツ・レク

リエーション活動等を通じて、幅広い世代間の交流を図ります。 

 

② 老人福祉センター事業 

高齢者の生きがいづくりや憩いの場、交流の場として、60歳以上の人を対象に

教養の向上やレクリエーション、健康に関する相談、入浴サービス等を実施して

いる「寿楽荘」、「すえひろ荘」の各老人福祉センターの利用促進を図るとともに、

趣味の教室や八潮市寿大学校等の各事業の充実を図ります。 

また、老人福祉センターは、高齢者の活動拠点であるため、多くの高齢者が気

軽に利用し、様々なニーズに対応することができるよう、指定管理者による自主

的な施設運営を促進します。 

さらに、施設の老朽化や機能強化等への対応について、高齢者のニーズを踏ま

えて検討します。 

 

■ 市内の老人福祉センター 

施設名 所在地 

老人福祉センター寿楽荘 木曽根 322 番地 

老人福祉センターすえひろ荘 八條 665 番地 
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③ 高齢者の憩いの場づくり 

ひとり暮らし高齢者が増加する中で、地域における社会的孤立を防止すること

は、心身の健康維持や介護予防につながります。そのため、地域で高齢者が気軽

に集い、仲間づくりや世代間交流等ができる憩いの場として、空き家等を活用し

た「高齢者ふれあいの家」の開設者を支援します。 

 

○数値目標 
 第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

設置数（か所） ７ ９ 11 13 

 

④ 各種団体への支援 

高齢者が安心して暮らすことができる地域共生社会の実現に向けて、「八潮市シ

ルバー人材センター」及び「八潮市老人クラブ連合会」の活動を支援します。 

 

ア）八潮市シルバー人材センター 

八潮市シルバー人材センターは、社会参加や生きがいづくりを希望する働く

意欲のある高齢者を対象に、短期的な就業や一般労働者派遣等の機会を組織的

に提供しています。 

活力ある高齢者が地域活動の担い手、支え手となるよう、八潮市シルバー人

材センターが果たす役割は、今後ますます重要となり、新しい職種の開拓や地

域に密着した就業機会の提供により、会員の増加や交流の機会など、活動の充

実が求められています。高齢者の社会参加の促進を図るため、八潮市シルバー

人材センターの安定した運営を支援します。 

 

イ）八潮市老人クラブ連合会（きらめきクラブ八潮） 

八潮市老人クラブ連合会（きらめきクラブ八潮）は、地域の高齢者が自ら行

う社会参加や生きがいづくり活動を通じ、高齢者が地域社会を支える役割を担

っています。 

地域を単位とする各クラブにおける趣味やスポーツによる健康づくり等の自

主的な活動や、地域での社会活動をはじめ、各クラブにおける事業活動の充実

や活性化が図れるよう、社会福祉協議会等と連携し、活動を支援します。 

 

⑤ 長寿祝金支給事業 

多年にわたり社会に貢献してきた高齢者に敬愛を示し、節目の年（80 歳・88

歳・100 歳）に祝金を支給する「長寿祝金支給事業」について実施します。 
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⑥ 思いやり駐車場制度（パーキング・パーミット制度）の周知【新規】 

高齢者や障がい者など、歩行が困難な人のための駐車区画について、利用者の

範囲を定め利用証を交付することで、対象となる駐車区画を必要とする人が安心

して駐車できる環境づくりを推進します。 

 

⑦ 健康づくり事業〈保健センター〉 

高齢社会における「健康寿命の延伸」を目指して、『八潮市健康づくり行動計画』

の趣旨を踏まえ、健康情報の提供や健康に関する学習の機会の充実を図り、市民

や関係機関・団体と協働して「健康づくり」を推進します。 

 

ア）健康づくりと介護予防の総合的・一体的な提供 

健康寿命の延伸に向けた取組の効果的な展開のためには、若いときから生活

習慣病予防を重点とした健康づくりと介護予防等を総合的・一体的に進めるこ

とが必要であることから、市民が自分の健康に関心を持ち、主体的に健康づく

りに取り組めるよう、年代や身体状況に応じた健康づくり事業を実施します。 

特に後期高齢者については、複数疾患の合併や加齢に伴う「フレイル」、認

知症の進行など、健康上の課題が大きくなるため、高齢者の特性や地域の健康

課題を踏まえ、地域での活動や医療、介護等のサービスを適切につなげ、必要

な保健指導等の健康支援を行うなど、関係課等と連携して「保健事業と介護予

防を一体的」に実施します。 

 

○事業 

事業名 内容 

ａ 健康づくり事業 

各種健康講座や健康づくり懇話会を実施するととも

に、ICT*を活用した事業を実施し、健康づくりに主体

的に取り組めるよう支援します。また、健康づくりに

関する知識の普及啓発及び各種事業の利用促進を図る

ため、広報やしお等により、健康情報や各種事業内容

等について発信します。 

ｂ 各種健診（検診）の

実施と受診勧奨 

胃がん、肺がん等の各種がん検診や骨粗しょう症検

診、歯周疾患検診等を実施します。また、受診率向上

のため、受診勧奨通知を発送します。 

ｃ 専門職による健康相

談の実施 

保健師や栄養士による健康相談会を実施するととも

に、電話や来所による健康相談・栄養相談を随時実施

します。 
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事業名 内容 

ｄ 高齢者の保健事業と

介護予防の一体的な

実施 

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支

援を実施するため、国保データベース（KDB）システム*

を活用し、地域の健康課題を分析した上で、関係団体

と連携を図り、保健事業と介護予防事業を一体的に実

施します。 

 

イ）こころの健康づくりに向けた事業 

こころの健康状態は、うつ病等の精神疾患を引き起こすだけでなく身体にも

影響を及ぼし、高齢者にとっては生活機能の低下や栄養状態の悪化を招くなど

要介護状態につながる可能性があることから、こころの健康について正しい知

識の普及・啓発に努めます。 

 

○事業 

事業名 内容 

ａ 専門職による「ここ

ろの健康相談」及び

個別相談の実施 

精神科医による「こころの健康相談」を実施すると

ともに、保健師による個別相談を実施します。 

ｂ  「こころの健康講

座」の開催 

「こころの健康講座」を開催するとともに、広報や

しお、市ホームページ、やしお840メール配信サービス

等により、こころの健康づくりに関する正しい知識の

普及啓発を図ります。 

ｃ 専門職や関係機関と

の連携 

個別事例等に対しては、地域包括支援センターや生

活支援センターなど、関係機関との連携を図り、適切

な取組の推進を図ります。 
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（２）介護予防の推進 

高齢者が住み慣れた地域で、いつまでも自分らしく生活し続けることができるよう、

介護保険法の「自立支援・重度化防止」の理念に基づき、介護予防に資するサービス

を提供します。 

介護が必要となる背景には、加齢に伴って心身が衰え、社会的つながりが弱くなっ

た状態である「フレイル」（虚弱）があることから、フレイル対策が重要です。「フレ

イルチェック測定会」の結果を分析することで、介護予防の効果的な実施方法を検討

し、介護予防教室等を一層充実することで、高齢者がいつまでも元気で過ごせるよう

介護予防事業を推進します。 

 

● 主な取組 

① フレイルチェック事業 

加齢による筋力、認知機能、社会とのつながりの低下により引き起こされる虚

弱な状態を早期に発見し、健康な状態を取り戻すため、「東京大学高齢社会総合研

究機構」が開発したプログラムに基づく「フレイルチェック事業」を開始しまし

た。「フレイルチェック測定会」を実施し、高齢者が自らの健康状態に気づき、

「栄養・運動・社会参加」など日ごろの生活を見直せるよう、フレイル予防に取

り組みます。 

 

【目的】 

・多くの高齢者が自らの健康状態を知る 

自分の体力や筋力等を測定し、自らの健康状態をチェックすることで、フレ

イル予防への気づきを促し、行動変容を促進します。 

・介護予防の強化 

介護予防（体操）教室等に通い、健康を意識している人にも定期的に測定し、

個々の測定データに基づくフォローアップを行うことで介護予防の強化を促し

ます。 

・フレイルサポーターとしての活躍の場 

フレイルサポーター（地域のフレイル予防応援ボランティア）を養成し地域

での活躍の場につなげます。 

 

フレイルチェック測定会の開催に当たっては、フレイルサポーターに活動して

いただくことにより、市民の健康寿命の延伸やフレイル予防に役立つよう取り組

みます。 

また、フレイルのリスクの高い人を「KDB システム」から抽出し、地域包括支
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援センターと連携してフレイルチェック測定会への参加を促したり、測定結果か

ら経過観察が必要な人を定期的にフォローするなど、「KDB システム」を活用す

る仕組みを検討し、より効果的な実施を目指します。 

 

② 一般介護予防事業 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を送れるよう、加齢に

よる身体機能の低下を予防し、心身の機能向上を図るため、６つの介護予防事業

の充実を図ります。 

 

ア）介護予防把握事業 

地域の実情に応じて収集した情報や、地域包括支援センターとの連携により、

閉じこもり等の何らかの支援を要する人を把握し、介護予防活動につなげます。 

 

イ）介護予防普及啓発事業【拡充】 

介護予防に関する基本的な知識を普及・啓発するために、パンフレットの作

成・配布、講演会や相談会の実施、介護予防の観点から効果が認められる運動

及び栄養指導等を行う「介護予防教室」を開催します。 

また、フレイル予防に特化した介護予防教室を新たに開催し、介護が必要に

なる原因の低減を目指します。 

さらに、フレイルチェック事業を拡充することで、介護予防の強化を図りま

す。 

 

教室 会場 開催回数 定員 

若返るぞ！シニア

体操教室 

エイトアリーナ 
上半期：1コース 
下半期：1コース 1 コース 100 人 

コミュニティセンター 
上半期：1コース 
下半期：1コース 

1 コース 30 人 

りらーと八幡（八幡公民館） 
上半期：2コース 
下半期：2コース 

1 コース 40 人 

りらーと八條（八條公民館） 
上半期：1コース 
下半期：1コース 

1 コース 80 人 

ゆまにて 
上半期：1コース 
下半期：1コース 1 コース 40 人 

資料館 
上半期：2コース 
下半期：2コース 1 コース 30 人 

古新田公民館 
上半期：1コース 
下半期：1コース 1 コース 15 人 

八潮メセナアネックス 
上半期：2コース 
下半期：2コース 

1 コース 60 人 

介護予防体操教室 市役所 
上半期：3コース 
下半期：3コース 

1 コース 30 人 

ころばん介護予防

教室 

市役所 上半期：1コース 1 コース 20 人 

八潮メセナアネックス 下半期：1コース 1 コース 20 人 



基本目標１ いきいきと活力ある高齢期を過ごすための取組 
 

 

65 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

第
６
章 

資
料
編 

教室 会場 開催回数 定員 

俺の体操教室 市役所 
上半期：1コース 
下半期：1コース 

1 コース 30 人 

フレイル予防教室 市役所 
1 コース 6 回 
年 4 コース 

1 コース 20 人 

オーラルフレイル

予防教室 
市役所 年 4 回 1 回 15 人 

おいしく食べよう

栄養教室 
市役所 年 12 回 1 回 16 人 

※フレイル予防教室以外の体操教室は 1 コース 14 回 

 

○数値目標 
 第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

体操教室参加者数（人） 1,400 1,400 1,450 1,500 

上記のうち 70歳から 79歳

の人数（人） 
400 410 420 430 

 

ウ）地域介護予防活動支援事業【拡充】 

町会・自治会や有志が集い、「八潮いこい体操（通いの場）」を実施している

会場に、専門職（管理栄養士、歯科衛生士）を派遣することで、より効果的な

介護予防に取り組めるよう支援します。 

また、八潮いこい体操に関するボランティア等の人材育成のため、「八潮い

こい体操リーダー養成講座」を実施します。 

今後は、身近な所で、より介護予防に効果的となる取組として、おもりを使

った筋力トレーニング「いきいき百歳体操」を八潮いこい体操の会場や高齢者

ふれあいの家を始めとして市内全域で広げられるよう支援します。 

 

エ）地域リハビリテーション活動支援事業 

八潮いこい体操を実施している会場に専門職（理学療法士）を派遣すること

で、より効果的な介護予防に取り組めるよう支援します。 

 

オ）介護支援ボランティア制度の実施 

高齢者が社会参加や地域貢献をしながら、自らの介護予防に積極的に取り組

むことを目的として、65 歳以上の人がフレイルチェック測定会やオレンジカ

フェなど市の事業や介護施設等においてボランティア活動をする「介護支援ボ

ランティア制度」を実施します。 

また、この制度の実施を踏まえて高齢者が地域支援事業の担い手となるよう、

新たな活躍の場を検討します。 
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○数値目標 
 第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

登録人数（人） 60 70 80 100 

受入施設数（か所） 25 26 27 27 

フレイルチェック測定会

（回） 
12 12 13 13 

オレンジカフェ（回） 48 48 48 48 

 

 

カ）一般介護予防事業評価事業 

介護予防に関する普及啓発、ボランティアや地域活動組織との連携など、事

業が適切に実施できているかや実施回数・参加人数等の検証を通じて、「一般

介護予防事業」の評価をし、その結果に基づき事業の改善を図ります。 

 

③ 介護予防・生活支援サービス事業 

要介護状態等となることの予防や悪化防止のため、介護予防・生活支援サービ

スの充実に努めます。 

 

ア）訪問型サービス 

事業名 内容 

訪問介護 

ホームヘルパーによる身体介護（入浴、排せつ、食

事等の介助）や生活援助（掃除、洗濯、一般的な調

理、買物等）を実施します。 

訪問型サービスＡ 

（基準を緩和したサービス） 

緩和した基準により多様な主体が担い手として、生

活援助（掃除、洗濯、一般的な調理等）を実施しま

す。 

訪問型サービスＣ 

（短期集中のサービス） 

概ね３か月の短期間、保健・医療等の専門職が自宅

を訪問し、より日常生活に即した相談支援を実施しま

す。 
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○今後の見込量 

※単位は年間延べ人数。 

推計 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 
令和 22 年度

（2040 年度） 

訪問介護（人） 109 117 123 121 

訪問型サービスＡ及び訪問型サービスＣについては、必要なサービス量を見込み

ます。 

 

イ）通所型サービス 

事業名 内容 

通所介護 
デイサービスセンター等で、日常生活上の支援と機

能訓練等を実施します。 

通所型サービスＡ 

（基準を緩和したサービス） 

緩和した基準により多様な主体が担い手として、老

人福祉センター内のデイサービスで日常動作訓練や趣

味活動等を実施します。 

通所型サービスＣ 

（短期集中のサービス） 

概ね３か月の短期間、専門職による集団での機能訓

練や栄養相談等を実施します。 

 

○今後の見込量 

※単位は年間延べ人数。 

推計 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 
令和 22 年度

（2040 年度） 

通所介護（人） 214 225 236 238 

通所型サービスＡ及び通所型サービスＣについては、必要なサービス量を見込み

ます。 

 

ウ）介護予防ケアマネジメント 

地域の様々な資源を活用し、既存の枠組みにとらわれないサービスを提供す

るため、地域包括支援センター等によるケアプランの作成を実施します。 
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（３）高齢者の住まいの支援 

ひとり暮らし高齢者や夫婦２人暮らし高齢者が増加する中で、高齢者が住み慣れた

地域で安心して暮らし続けることができるようにするためには、高齢者の身体機能の

変化に対応できる住宅の確保が必要なことから、関係機関と連携を図り、必要な支援

に努めます。 

 

● 主な取組 

① 軽費老人ホーム 

軽費老人ホームは、60歳以上（夫婦で入所する場合はどちらかが 60歳以上）

で、家庭環境、住宅事情等の理由により、居宅において生活することが困難な人

が低額な料金で入所することができ、日常生活上必要な便宜を供与する施設で、

利用に当たっては、施設と利用者の契約になります。 

軽費老人ホームは、Ａ型（低所得者で身寄りのない人を対象）、Ｂ型（家庭環境

等により住居生活が困難で、自炊できる程度の健康状態の人を対象）、ケアハウス

（高齢等のため独立して生活するには不安のある人を対象）があります。 

市内には、ケアハウスが１か所（入居定員 50 人）整備されており、施設につ

いて高齢者等への周知に努めます。 

 

② 有料老人ホーム 

有料老人ホームは、入浴・排せつ等の介護の提供、食事の提供、その他日常生

活上の便宜としての洗濯・掃除等の家事、健康管理を行う施設で、利用に当たっ

ては、施設と利用者の契約になります。 

市内には、介護付き有料老人ホームが７か所（入居定員合計 406人）整備され

ており、施設について高齢者等への周知に努めます。 

 

③ サービス付き高齢者向け住宅 

サービス付き高齢者向け住宅は、60歳以上の単身・夫婦世帯が安心して居住で

きる環境が整えられ、安否確認や生活相談等のサービスを提供する賃貸住宅で、

一定の規模、設備の基準が設けられており、利用に当たっては、施設と利用者の

契約になります。 

市内には、サービス付き高齢者向け住宅が２か所（合計 77 戸）整備されてお

り、施設について高齢者等への周知に努めます。 

 



基本目標１ いきいきと活力ある高齢期を過ごすための取組 
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④ 養護老人ホーム          

養護老人ホームは、65歳以上で、環境上の理由及び経済的理由により、居宅で

の養護を受けることが困難な人が入所する施設です。 

現在、本市には養護老人ホームはなく、対象者については他市町村の施設に入

所措置しています。 

 

⑤ 高齢者居室等整備資金融資制度        

高齢者居室等整備資金融資制度は、高齢者の居室等を増築、改築又は改造する

ために必要な資金を融資（融資限度額：１件につき 200 万円、償還期限：10 年

以内〔無利子〕）する制度です。この制度について周知し、必要な支援に努めます。 

 

⑥ 高齢者世帯等住み替え住宅家賃助成事業        

高齢者世帯等住み替え住宅家賃助成事業は、住宅の取り壊し等により民間賃貸

住宅へ転居する 65 歳以上の高齢者世帯に、転居前と転居後の家賃の差額につい

て月額３万円を限度に助成を行う制度です。この制度について周知し、必要な支

援に努めます。 
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基本目標２ 住み慣れた地域で安心して
暮らせるための取組 

 

 

（１）高齢者を支えるつながりづくりの推進  

高齢者が住み慣れた地域で、その有する能力に応じ、生きがいを持って安心して暮

らしていけるよう、また、地域共生社会の実現に向けて、「互助」を支援するため、地

域の資源や課題を把握するとともに、高齢者の日常生活を支える生活支援体制の充実

を図ります。 

地域包括支援センターにおいては、高齢者に関する相談が多様化していることから、

生活困窮分野、障がい福祉分野や児童福祉分野など他分野との連携を強化します。 

 

● 主な取組 

① 高齢者相談窓口の充実 

高齢者が安心して保健・医療・福祉・介護のサービスを利用するためには、い

つでも気軽に相談することができる体制が重要であることから、地域包括支援セ

ンターを核とした相談体制の充実を図ります。 

また、介護保険サービスに関する苦情について、埼玉県や国民健康保険団体連

合会等の関係機関と連携を図り、迅速・適切に対応します。 

 

② 地域包括支援センター事業 

地域包括支援センターに主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師等の専門職

を配置し、保健・医療・福祉・介護の相談のほか、消費者被害や虐待相談など、

様々な相談に対応し、適切なサービスへつなぎます。 

また、地域包括支援センターが中心となり、介護サービス事業者等、医療機関、

民生委員・児童委員、ボランティア・ＮＰＯ等関係者との連携を図るとともに、

地域包括支援センターの認知度の向上に向けて普及啓発に努めます。 

地域包括支援センターの運営に当たっては、運営上の基本的な考え方や理念、

業務推進の指針等を明記した「八潮市地域包括支援センター基本方針・運営方針」

に基づき、地域包括支援センター業務を円滑に実施します。 

 

ア）介護予防支援事業 

高齢者が要介護状態等となることをできるだけ防ぎ、要支援状態になっても



基本目標２ 住み慣れた地域で安心して暮らせるための取組 
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それ以上悪化しないよう、個々の状態にあった適切なサービスが包括的かつ効

率的に提供されるよう、必要な支援をします。 

 

イ）総合相談支援業務 

関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者等からの相談を受け、

地域における適切な保健・医療・福祉・介護のサービス、関係機関又は制度の

利用につなげる等の支援をします。 

 

ウ）権利擁護業務 

高齢者が尊厳ある生活を維持し、安心して生活することができるよう、専門

的・継続的な視点から、高齢者の権利擁護のために必要な支援をします。 

 

エ）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

関係機関との連携・協力体制の構築、地域の介護支援専門員*の後方支援等を

します。 

 

③ 地域包括支援センター運営協議会 

地域包括支援センターの適切、公平かつ中立な運営を図るため、保健・医療・

福祉・介護に関係する団体の代表、知識経験者及び公募による市民から構成され

る「地域包括支援センター運営協議会」を開催し、各業務の評価等を行います。 

 

④ 地域ケア会議 

要介護状態等の予防又は重度化防止を推進するとともに、高齢者個人への支援

の充実と、それを支える社会基盤を整備するため、「地域ケア会議」を設置します。 

 

ア）地域ケア推進会議 

自立支援型地域ケア会議や、地域ケア個別会議等で抽出された地域課題を整

理し、政策形成に向けた課題の整理、検証等を実施します（月１回開催）。 

 

イ）自立支援型地域ケア会議 

自立支援・重度化防止の観点に基づき、多職種でケアプランを検討すること

により、個別課題の解決、地域課題の抽出、介護支援専門員や地域包括支援セ

ンター職員のケアマネジメントの支援を実施します（月１回開催）。 
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ウ）地域ケア個別会議 

市内各圏域で、適切な支援の介入が困難な事例について、各地域包括支援セ

ンターが主体となり、関係機関と連携の上、問題解決に向けた対応策や支援方

針に関する検討をします（随時開催）。 

 

エ）専門職種別連絡会議 

各地域包括支援センターの主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師等の専

門職ごとに情報を共有し、それぞれの専門性に特化した課題等の解決に向けた

検討をします（各々月１回開催）。 

 

○数値目標 
 第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

検討ケース長期目標達成

率（％） 
75.0 76.0 77.0 78.0 

※長期目標達成率：自立支援型地域ケア会議で検討したケースの長期目標達成状況（12 か月後）が、達

成及び概ね達成の割合（○達成、△概ね達成、×未達成） 

 

⑤ 生活支援体制の充実【拡充】 

ひとり暮らし高齢者や夫婦２人暮らし高齢者、認知症の高齢者が増加する中、

医療・介護のサービス提供だけではなく、民間企業、NPO 法人、ボランティア等

の生活支援サービスを担う事業主体と連携しながら、日常生活を支えていく生活

支援サービスの体制整備を進めるため、「生活支援コーディネーター」を配置しま

す。また、関係団体等と定期的に情報を共有し、生活支援サービスの充実・強化

を図るため、協議体を設置します。 

身の回りの支援については、移送サービスや外出同行、配食、掃除・洗濯、サ

ロン等の定期的な通いの場等のニーズが高いため、第２層協議体で圏域ごとに検

討し、試行的に実施している「買い物バス」を、他の圏域でも実施できるよう、

生活支援コーディネーターと連携して取り組みます。 

担い手の育成や支え合いの仕組みについては、生活支援コーディネーターを中

心に取り組みます。 

 

 

  



基本目標２ 住み慣れた地域で安心して暮らせるための取組 
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（２）地域で見守る高齢者支援体制の推進 

高齢者が安心して生活するためには、日常の様々な場面におけるきめ細やかな支援

が求められていることから、高齢者の見守り体制や高齢者在宅福祉サービスの充実を

図ります。 

また、高齢者の権利擁護支援として関係機関と連携し、支援につなげる体制の充

実・強化を図ります。 

 

● 主な取組 

① 高齢者の見守り体制の充実 

地域を巡回している各団体や事業所、又は高齢者が立ち寄る事業所の協力のも

と、日ごろの活動の中で高齢者を見守り、気になる高齢者を見かけた場合に市や

地域包括支援センターに連絡してもらうことにより高齢者への支援につなげる

「高齢者支援ネットワーク」の普及啓発に努め、事業の充実を図ります。 

 

② 高齢者在宅福祉サービス 

地域で暮らす高齢者とその家族が安心して生活を送ることができるよう、高齢

者在宅福祉サービスの充実を図ります。 

 

ア）救急医療情報キット配布事業 

持病やかかりつけの医療機関等の医療情報をもとに、救急隊員が迅速で適切

な救急対応を行うため、ひとり暮らし高齢者等に救急医療情報キットを配布し

ます。 

 

イ）緊急時通報システム事業 

急病等の緊急時に 24 時間体制で通報センターに通報でき、また高齢者から

の相談に随時応じるため、虚弱なひとり暮らし高齢者等を対象に、緊急通報装

置を貸与します。 

 

ウ）紙おむつ給付事業 

常時寝たきり又は重度の認知症の状態にあり常に排せつの介助を必要とする

高齢者やその家族の負担を軽減するため、低所得高齢者を対象に、紙おむつを

給付します。 
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エ）訪問理美容サービス事業 

常時寝たきり状態の高齢者やその家族の負担を軽減するため、低所得高齢者

を対象に、理容師又は美容師が自宅に訪問し、カット等のサービスを提供しま

す。 

 

オ）日常生活用具給付等事業 

日常生活を営むのに必要な便宜を図るため、ひとり暮らし高齢者等に対し、

火災警報器、自動消火器、電磁調理器の給付や、電話加入権の貸与をします。 

 

カ）配食・安否確認サービス事業 

心身機能の低下等のあるひとり暮らし高齢者等に対し、食事を提供するとと

もに安否確認を行うため、バランスの取れた普通食や調整食の配達と見守りを、

最大週７日実施します。 

 

キ）家具転倒防止器具等取付事業 

地震等による家具の転倒を防ぐため、転倒防止に有効な器具を、１世帯につ

き３棹まで取り付けます。 

 

③ 高齢者の権利擁護支援 

高齢者が尊厳を保ち、地域で安心して生活できるよう、成年後見制度の活用促

進や高齢者虐待への対応、消費者被害の防止など、権利擁護施策を推進します。 

 

ア）成年後見制度の活用促進 

認知症等で判断能力が低下している高齢者の権利や財産を守るため、成年後

見センターと連携して制度の普及啓発に努めます。申立人のいない高齢者には

「市長申立て*」を行うとともに、費用負担が困難な場合は、助成をします。 

 

イ）高齢者虐待防止対策の推進 

高齢者虐待防止の普及啓発を行うとともに、日ごろから高齢者を支援してい

る介護支援専門員、介護サービス事業者等に「高齢者虐待防止・早期発見マニ

ュアル」を配布し、高齢者虐待の未然防止、発生後の適切かつ速やかな対応が

行えるよう周知します。家族等からの虐待により、高齢者を老人福祉施設等で

保護することが必要と判断された場合には、関係機関と連携を図り、速やかに

対応します。これらの取組を通して、養護者（家族等）による高齢者虐待及び

養介護施設従事者等による高齢者虐待の双方について、防止対策に努めます。 

 



基本目標２ 住み慣れた地域で安心して暮らせるための取組 
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ウ）消費者被害の防止 

高齢者の消費者被害防止のため、高齢者と接している周囲の人が早い段階で

気づき、消費生活相談窓口等につなぐことができるよう、普及啓発や関係機関

との連携を図ります。 
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（３）社会福祉協議会との連携 

高齢者が住み慣れた地域で、その有する能力に応じ、生きがいを持って安心して暮

らしていけるよう、社会福祉協議会が実施する各事業と緊密な連携を図り、事業の利

用を支援・促進します。 

 

● 主な取組 

① 生涯学習活動の啓発事業〈社会福祉協議会〉 

元気で活力のある高齢者が、これまでの多様な社会経験や能力を活かせる機会、

また生きがいづくりとして生涯学習の機会を充実することにより、高齢者の自主

的な活動や、学習意欲の向上を図ります。 

また、社会福祉協議会において、退職後等の人生を有意義に過ごすことができ

るよう地域活動や生きがいづくりについて考える「セカンドライフ講座」や、市

民交流文化事業等を実施します。 

 

② 各種福祉事業〈社会福祉協議会〉 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう各種の福祉事業を実施、推進

します。 

 

ア）ふれあいサロン 

ひとり暮らしや家に閉じこもりがちな高齢者、子育て中の親子等の仲間づく

りや生きがいづくりを目的に、ふれあいサロンの普及を促進します。 

また、会食やおしゃべり等によるふれあいや交流の場を作る、住民による自

主的・主体的な地域活動であるふれあいサロンについて、実施支部（町会・自

治会）に「支部モデル事業補助金」を交付し、活動を支援します。 

 

イ）ひとり暮らし高齢者の見守り活動 

ひとり暮らしの高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、地域

の民生委員・児童委員、ボランティア等の協力により、希望者に対し４つの見

守り活動を実施します。 

 

  



基本目標２ 住み慣れた地域で安心して暮らせるための取組 
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○活動 

活動名 内容 

ａ 民生委員カレンダー

配付活動 

民生委員・児童委員が、見守りカレンダーを月１回

配付し、見守り活動を実施します。 

ｂ 近隣たすけあい見守

り活動 

見守り協力員が、日常生活を送る中で、利用者の見

守り活動を実施します。 

ｃ 乳製品配達サービス 
乳製品配達業者が、乳製品を利用者宅へ週１回決まっ

た曜日に配達し、安否確認と声かけ活動を実施します。 

ｄ 友愛電話活動 
ボランティアが、電話による安否確認を週１回実施

します。 

 

ウ）福祉車両・車いすの貸出事業 

日常生活を営む上で移動が困難な人に、日常生活の改善を図るため、福祉車

両（車いすのままで乗降できる自動車）や車いすの貸出事業の周知を図り、実

施します。 

 

エ）生活福祉資金貸付事業 

低所得世帯・障がい者世帯・高齢者世帯を対象として、民生委員・児童委員

の援助を伴いながら、無利子又は低利で福祉用具等の購入や介護サービス等を

受けるために必要な経費など、生活に必要な各種資金を貸し付け、世帯の自立

に向けて支援します。 

 

オ）リバースモーゲージ（不動産担保型生活支援） 

ひとり暮らし高齢者の増加等により事業利用者の増加が見込まれることから、

現に居住中の不動産（土地、建物）を所有している高齢者が、将来にわたりそ

の住居に住み続けることを希望する場合に、その不動産を担保にして生活資金

の貸し付けを行う「リバースモーゲージ」について、事業の周知を図り、実施

します。 

 

カ）福祉サービス利用援助事業 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等で判断能力が不十分な人が地

域において自立した生活を送ることができるよう、利用者との契約に基づき福

祉サービスの利用援助や日常の金銭管理、書類預かり等の支援を行う福祉サー

ビス利用援助事業（あんしんサポートねっと）について、事業の周知を図り、

実施します。 
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キ）成年後見センター事業 

判断能力の不十分な人々が地域で安心して生活できるよう、「成年後見セン

ター」を設置し、成年後見制度に関する相談及び周知・啓発を行うとともに、

法人後見事業、市民後見人養成事業等の権利擁護関連事業を実施します。 



基本目標３ 認知症にやさしいまちづくりのための取組 
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基本目標３ 認知症にやさしいまちづ
くりのための取組 

 

 

（１）認知症等に関する啓発の推進 

認知症の人やその家族が地域で自分らしく暮らし続けるためには、地域の住民や事

業者等が認知症のことを十分に理解し、認知症の人を支える気持ちを持つことが重要

です。認知症になっても、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、

認知症に関する正しい知識と理解の普及に努めます。 

また、若年性認知症や脳卒中の後遺症等による「高次脳機能障がい*」の人等への理

解を深めてもらうよう啓発活動の充実に努めるとともに、関係部署との連携を図りま

す。 

 

● 主な取組 

① 認知症等に関する啓発 

認知症や脳卒中の後遺症等による高次脳機能障がいの普及啓発のため、市民向

け講演会の開催、世界アルツハイマー月間におけるパネル等の展示、認知症安心

ガイド（認知症ケアパス*）の活用及び認知症に関するパンフレット等を配布しま

す。 

 

② 認知症サポーターの養成と活動支援 

認知症について正しく理解し、当事者やその家族を見守り、支援する認知症サ

ポーターを養成するため、認知症サポーター養成講座を小中学校や市民、民間企

業向けに開催します。 

また、認知症サポーターの活躍の場を広げられるよう、認知症サポーターステ

ップアップ講座を開催します。 

 

○数値目標 
 第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

認知症サポーター養成数（人）

（平成 20年からの累計） 
5,800 6,000 6,200 6,400 
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（２）認知症の早期発見・早期対応と介護者支援の充実 

認知症は、病状が進行するにつれて状態が変化し、生活する上で様々な支障が生じ

ることから、できるだけ早期に発見し、状態に応じた適切な医療・介護サービス等を

受けられるような支援を行います。 

また、認知症の人を介護する家族の中には、過度なストレスを抱えたり、相談でき

ずに孤立状態となる場合があるため、介護負担軽減の取組を行います。 

 

● 主な取組 

① 認知症の早期発見・早期対応 

認知症の早期発見、早期対応のため、認知症検診や支援のための専門職の配置

等の取組を実施します。 

 

ア）認知症検診の実施と啓発 

認知症の早期発見・早期対応につなげるよう、医療機関における認知症検診

を実施します。 

 

イ）認知症初期集中支援チーム* 

認知症の人やその家族に早期に関わる認知症初期集中支援チームを配置し、

早期診断・早期対応に向けた支援体制を強化します。 

 

ウ）認知症地域支援推進員*活動の充実 

認知症の人に対して効果的な支援が行われる体制の構築や、認知症ケアの向

上を図るための取組を推進するため、認知症地域支援推進員を配置します。ま

た、認知症地域支援推進員連絡会で取組等について協議するとともに、認知症

初期集中支援チームとの連携や、認知症ケアパスの作成及び普及啓発を実施し

ます。 

 

② 認知症の人を介護する家族の支援 

認知症の人を介護する家族の支援のため、認知症検診や支援のための専門職の

配置等の取組を実施します。 

 

ア）オレンジカフェの充実 

認知症の人やその家族、地域住民、専門職等が参加できるオレンジカフェ

（認知症カフェ）を市内４か所の地域包括支援センターに設置し、各々月１回



基本目標３ 認知症にやさしいまちづくりのための取組 
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実施します。 

実施に当たっては、認知症地域支援推進員や認知症サポーター養成講座を受

講したボランティアと連携して運営します。 

 

イ）徘徊高齢者の家族支援 

GPS 端末による位置探索システムや、二次元コードが印字された見守りシー

ルを活用して、認知症により、行方の分からなくなった人を早期に発見するこ

とを支援し、家族の負担軽減を図ります。 

 

○数値目標 
 第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

位置探索システム利用料 

補助（件） 
11 15 20 25 

見守りシール配布数（件） ５ 10 10 10 

 

ウ）徘徊高齢者早期発見ネットワーク  

認知症により、徘徊の症状が見られる人の行方が分からなくなった場合に、

高齢者支援ネットワークに登録された協力事業者へ徘徊高齢者の情報を電子メ

ールで送信し、早期発見・保護につなげます。 

 

○数値目標 
 第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

協力事業者数（件） 190 200 210 220 

 

エ）認知症ケア相談室 

各地域包括支援センターに認知症ケア相談室を設置し、家族介護者等に認知

症ケアに関する困りごとや介護技術の助言等を行います。 
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（３）認知症バリアフリーの推進  

認知症の人も含め、様々な生きづらさを抱えていても、一人ひとりが尊重され、そ

の人に合った形での社会参加が可能となる「地域共生社会」に向けた取組を進めるこ

とが重要です。認知症の人が移動や買い物、公共施設の利用など、地域で暮らし続け

ていく上での障壁を減らしていく認知症バリアフリーの取組を推進します。 

 

● 主な取組 

① 認知症バリアフリーの取組 

認知症サポーターステップアップ講座を受講した認知症サポーター等による支

援チーム「チームオレンジ」を整備し、認知症の人やその家族のニーズに合った

支援を進めます。 

 

 

 



基本目標４ 介護保険サービスの充実に向けた取組 
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基本目標４ 介護保険サービスの充実
に向けた取組 

 

 

（１）介護サービスの提供と基盤整備の推進 

介護保険制度による「居宅サービス」、「施設サービス」及び「地域密着型サービス」

の各サービスの充実を図り、サービスを必要とする要介護等認定者の利用を支援しま

す。 

また、将来を見据えた介護需要に対応するため、ニーズが高く利用しやすいサービ

スが提供できるよう基盤整備を進めます。 

第９期計画期間のサービス提供に当たっては、引き続き地域包括ケアシステムの深

化・推進を念頭に、令和５年に実施した高齢者実態調査（介護予防・日常生活圏域ニ

ーズ調査や在宅介護実態調査等）の結果を勘案し、令和 22 年（2040 年）を見据え

て中長期的な各種サービスの必要見込量を適切に推計し、見込量の確保に努めます。 

 

● 主な取組 

① 居宅サービス 

下図に示す居宅サービスについて、介護サービス事業者等のサービス提供と要

介護等認定者のサービス利用の支援を図ります。 

■ 居宅サービスの種類 
 

居宅介護サービス（要介護１～５） 介護予防サービス（要支援１・２） 

ア）訪問介護 

イ）訪問入浴介護 

ウ）訪問看護 

エ）訪問リハビリテーション 

オ）居宅療養管理指導 

カ）通所介護 

キ）通所リハビリテーション 

ク）短期入所生活介護 

ケ）短期入所療養介護 

コ）特定施設入居者生活介護 

サ）福祉用具貸与 

シ）特定福祉用具販売 

ス）住宅改修 

セ）居宅介護支援 

 

イ）介護予防訪問入浴介護 

ウ）介護予防訪問看護 

エ）介護予防訪問リハビリテーション 

オ）介護予防居宅療養管理指導 

 

キ）介護予防通所リハビリテーション 

ク）介護予防短期入所生活介護 

ケ）介護予防短期入所療養介護 

コ）介護予防特定施設入居者生活介護 

サ）介護予防福祉用具貸与 

シ）特定介護予防福祉用具販売 

ス）介護予防住宅改修 

セ）介護予防支援 
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ア）訪問介護（ホームヘルプサービス）  

【サービス内容】 

介護福祉士やホームヘルパー等が要介護認定者の居宅を訪問し、できるだけ居宅で能

力に応じ自立した日常生活を営めるよう入浴、排せつ、食事等の介護その他の必要な日

常生活上の世話を行うサービス 

 

訪問介護の利用者数は、令和３年度から４年度にかけて増加しています。訪問

介護は高齢者の在宅生活を支えるための基盤となるサービスであるため、第９期

計画期間も引き続き利用が増加するものとして、必要なサービス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

回数（回／年） 92,249  105,145  112,171 139,030  151,418  156,780  

人数（人／年） 4,547  4,733  6,120 5,472  5,856  6,036  

 

イ）訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護 

【サービス内容】 

看護師やホームヘルパーが移動入浴車等で要介護等認定者の居宅を訪問し、浴槽を提

供して入浴の介護を行い、身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図るサービス 

 
 

訪問入浴介護の利用者数は、令和３年度から４年度にかけて増加しています。

介護予防訪問入浴介護は、近年の利用実績がありません。 

訪問入浴介護は、要介護４～５の利用率が高いサービスであり、第９期計画期間

中は、在宅の要介護高齢者数の増加を踏まえて、必要なサービス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●訪問入浴介護 

 
回数（回／年） 2,769  2,846  2,796 2,700  2,861  3,217  

人数（人／年） 575  623  624 624  660  744  

●介護予防訪問入浴介護 

 
回数（回／年） 0 0 0 0 0 0 

人数（人／年） 0 0 0 0 0 0 
 



基本目標４ 介護保険サービスの充実に向けた取組 
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ウ）訪問看護、介護予防訪問看護 

【サービス内容】 

病状が安定期にあり、看護が必要と主治医が認めた要介護等認定者について、訪問看

護ステーションや病院、診療所の看護師等が居宅を訪問し、療養上の世話や必要な診療

の補助を行い、利用者の療養生活を支援し、心身機能の維持回復及び生活機能の維持又

は向上を図るサービス 

 

訪問看護の利用者数は、令和３年度から４年度にかけて減少しています。介護

予防訪問看護の利用者数については、増加しています。 

第９期計画期間中については、医療と介護の連携の強化に伴い需要の拡大が見

込まれるため、利用が増加するものとして必要なサービス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●訪問看護 

 
回数（回／年） 16,459  16,274  18,996 18,791  19,945  21,548  

人数（人／年） 2,106  2,039  2,388 2,196  2,328  2,508  

●介護予防訪問看護 

 
回数（回／年） 1,166  1,628  1,304 2,424  2,545  2,663  

人数（人／年） 261  333  252 480  504  528  
 

 

エ）訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハビリテーション 

【サービス内容】 

病状が安定期にあり、リハビリテーションが必要と主治医が認めた要介護等認定者に

ついて、病院、診療所又は介護老人保健施設の理学療法士、作業療法士等が要介護等認

定者の居宅を訪問し、日常生活の自立を助けるための理学療法、作業療法その他必要な

リハビリテーションを行い、心身機能の維持回復を図るサービス 

 

訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーションとも、利用者数が令

和３年度から４年度にかけて増加しています。 

第９期計画期間中についても、医療と介護の連携の強化に伴い需要の拡大が見込

まれるため、引き続き利用が増加するものとして必要なサービス量を見込みます。 
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○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●訪問リハビリテーション 

 
回数（回／年） 19,191  21,516  20,293 24,553  25,993  27,782  

人数（人／年） 1,603  1,698  1,512 2,004  2,124  2,268  

●介護予防訪問リハビリテーション 

 
回数（回／年） 2,828  4,421  2,719 5,820  6,054  6,288  

人数（人／年） 265  406  312 612  636  660  

 

オ）居宅療養管理指導、介護予防居宅療養管理指導 

【サービス内容】 

通院が困難な要介護等認定者について、医師、歯科医師、薬剤師等が居宅を訪問し、

心身の状況、置かれている環境等を把握して療養上の管理や指導を行うサービス 

 

居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導とも、利用者数が令和３年度か

ら４年度にかけて増加しています。 

第９期計画期間中についても、増加傾向が続くものとして必要なサービス量を

見込みます。 
 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●居宅療養管理指導 

 人数（人／年） 6,888  7,307  7,248 8,052  8,568  9,156  

●介護予防居宅療養管理指導 

 人数（人／年） 419  599  324 672  696  732  

 

カ）通所介護（デイサービス） 

【サービス内容】 

要介護認定者のデイサービスセンターへの通所により、入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の世話や機能訓練を行い、利用者の心身機能の維持とともに社会的

孤立感の解消や家族の身体的・精神的負担の軽減を図るサービス 

 

通所介護の利用者数は、令和３年度から４年度にかけて減少していますが、そ

の要因として、新型コロナウイルス感染症の影響による利用の伸び悩みが考えら



基本目標４ 介護保険サービスの充実に向けた取組 
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れます。第９期計画期間中については、利用が増加するものとして、必要なサー

ビス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

回数（回／年） 87,635  87,134  113,140 96,929  102,383  108,551  

人数（人／年） 7,802  7,624  9,516 8,748  9,228  9,756  

 

キ）通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 

【サービス内容】 

病状が安定期にあり、介護老人保健施設や病院、診療所でのリハビリテーションが必

要と主治医が認めた要介護等認定者の当該施設への通所により、日常生活の自立を助け

るための理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行い、心身機能の維持

回復を図るサービス 

 

通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーションとも、利用者数が

令和３年度から４年度にかけて減少していますが、その要因として、新型コロナ

ウイルス感染症の影響による利用の伸び悩みが考えられます。 

第９期計画期間中については、通所リハビリテーションは利用が増加するもの

として、介護予防通所リハビリテーションは利用が横ばい傾向として、必要なサ

ービス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●通所リハビリテーション 

 
回数（回／年） 19,198  19,309  28,396 25,511  26,870  28,912  

人数（人／年） 2,448  2,345  3,540 3,156  3,324  3,576  

●介護予防通所リハビリテーション 

 人数（人／年） 520  342  720 408  432  468  
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ク）短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護 

【サービス内容】 

介護老人福祉施設等に要介護等認定者が短期間入所し、当該施設において入浴、排せ

つ、食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓練を行い、利用者の心身機能の維

持と家族の身体的・精神的負担の軽減を図るサービス 

 

短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護とも、利用者数が令和３年度か

ら４年度にかけて増加しています。 

第９期計画期間中は、在宅の要介護高齢者数の増加を踏まえて、必要なサービ

ス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●短期入所生活介護 

 
回数（日／年） 21,062  21,418  23,233 19,596  20,743  22,140  

人数（人／年） 1,465  1,554  1,788 1,512  1,596  1,692  

●介護予防短期入所生活介護 

 
回数（日／年） 102  94  128 24  24  24  

人数（人／年） 19  26  24 12  12  12  

 

ケ）短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護 

【サービス内容】 

病状が安定期にある要介護等認定者が、介護老人保健施設、介護療養型医療施設等に

短期間入所し、当該施設において、看護、医学的管理下における介護及び機能訓練その

他必要な医療並びに日常生活上の世話を受けることで療養生活の質の向上と家族の身体

的・精神的負担の軽減を図るサービス 

 

短期入所療養介護の利用者数は、令和３年度から４年度にかけて減少していま

す。介護予防短期入所療養介護は、近年の利用実績がほとんどありません。 

第 9 期計画期間中については、必要なサービス量を見込みます。 

 

  



基本目標４ 介護保険サービスの充実に向けた取組 
 

 

89 

第
６
章 

資
料
編 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●短期入所療養介護 

 
回数（日／年） 450  405  958 667  667  667  

人数（人／年） 106  81  216 147  148  148  

●介護予防短期入所療養介護 

 
回数（日／年） 22  24  0 0 0 0 

人数（人／年） 2  2  0 0 0 0 

 

コ）特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護 

【サービス内容】 

介護保険法に基づく指定を受けた有料老人ホーム等に入居している要介護等認定者に

ついて、特定施設サービス計画（ケアプラン）に基づき入浴、排せつ、食事等の介護そ

の他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を行い、施設で能力に応じた自立

した生活ができるようにするサービス 

 

特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護とも、利用者数が

令和３年度から４年度にかけて増加しています。 

現在、市内に７か所（406 床）が整備されており、第９期計画期間中について

は、必要なサービス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●特定施設入居者生活介護 

 人数（人／年） 2,249  2,443  2,556 2,544  2,736  2,820  

●介護予防特定施設入居者生活介護 

 人数（人／年） 195  239  192 276  288  300  

 

サ）福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与 

【サービス内容】 

心身の機能が低下し、日常生活を営むのに支障がある要介護等認定者に対して日常生

活の便宜を図り、機能訓練に資することで介護者の負担軽減を図るサービス 
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福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与とも、利用者数が令和３年度から４年度

にかけて増加しています。 

第９期計画期間についても利用が増加するものとして、必要なサービス量を見

込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●福祉用具貸与 

 人数（人／年） 10,788  11,006  12,288 12,300  13,128  13,548  

●介護予防福祉用具貸与 

 人数（人／年） 2,582  2,651  2,592 2,856 3,012 3,108 

 

シ）特定福祉用具販売、特定介護予防福祉用具販売 

【サービス内容】 

入浴や排せつ等に用いる特定福祉用具の購入により、要介護等認定者の日常生活の便

宜を図り、機能訓練に資するとともに介護者の負担軽減を図るサービス 

 

特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売とも、利用者数が令和３年度か

ら４年度にかけて増加しています。 

特定福祉用具販売については、在宅の要介護高齢者数の増加を踏まえて必要な

サービス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●特定福祉用具販売 

 人数（人／年） 177  213  264 300  324  336  

●特定介護予防福祉用具販売 

 人数（人／年） 37  45  48 36  36  36  

 

ス）住宅改修、介護予防住宅改修 

【サービス内容】 

手すりの取り付けや段差解消等の一定の住宅改修を行うことで、在宅の要介護等認定者

の日常生活の便宜を図り、機能訓練に資するとともに介護者の負担軽減を図るサービス 



基本目標４ 介護保険サービスの充実に向けた取組 
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住宅改修の利用者数は令和 3 年度から 4 年度にかけて横ばい、介護予防住宅改

修の利用者数は減少しています。 

第９期計画期間中も同様の傾向が続くものとして、必要なサービス量を見込み

ます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●住宅改修 

 人数（人／年） 156  155  228 168  192  192  

●介護予防住宅改修 

 人数（人／年） 60  53  84 60  60  60  

 

セ）居宅介護支援、介護予防支援 

【サービス内容】 

要介護等認定者が適切にサービスを利用できるよう、介護支援専門員（ケアマネジャ

ー）が、認定者の心身の状況や置かれている環境、意向等を勘案して、居宅サービス計

画（ケアプラン）の作成や当該計画に基づくサービスの提供が確保されるための事業者

との連絡調整、介護施設等に入所を希望する場合における施設への紹介、インフォーマ

ルサービスの紹介など認定者の在宅生活の支援を行うサービス 

 

居宅介護支援の利用者数は令和 3 年度から 4 年度にかけて増加、介護予防支援

の利用者数は横ばいとなっています。 

居宅サービス計画（ケアプラン）は、在宅生活を支えるための重要な計画です。

アセスメント、モニタリング*を通じて適切なサービスを提供することが要介護等

認定者の心身の維持、改善に大きく影響することから、ケアマネジメントの質の

向上を図ります。居宅介護支援・介護予防支援とも第９期計画期間中は増加する

ものとして、必要なサービス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●居宅介護支援 

 人数（人／年） 16,352  16,615  19,056 18,216  19,200  20,364  

●介護予防支援 

 人数（人／年） 3,223  3,231  3,588 3,696  3,864  4,032  
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② 施設サービス 

施設サービスについて、介護サービス事業者等のサービス提供と要介護認定者

のサービス利用の支援を図ります。 

 

ア）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

【サービス内容】 

常時介護が必要で、在宅での生活が困難な要介護認定者が入所する施設で、入浴、排

せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓練、健康管理及び療養上の世話

を行うサービス 

 

介護老人福祉施設の利用者数は、令和３年度から４年度にかけて増加していま

す。令和５年４月１日時点の待機者は、129人となっています。 

現在、市内に３か所（300床）が整備されており、この他に令和６年 4月に新

たに１か所（110 床）が開設する予定です。第 9期計画期間中はこうした状況を

踏まえ、必要なサービス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数（人／年） 3,427  3,554  4,224 4,632  4,692  4,716  

 

イ）介護老人保健施設（老健施設） 

【サービス内容】 

病状が安定期にあり、リハビリテーションを中心とする医療ケアと介護を必要とする

要介護認定者が在宅復帰を目指して入所する施設で、看護、医学的管理下での介護及び

機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うサービス 

 

介護老人保健施設の利用者数は、令和３年度から４年度にかけて横ばいとなっ

ています。 

第９期計画期間中も同様の傾向が続くものとして、必要なサービス量を見込み

ます。 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数（人／年） 1,454  1,446  1,776 1,812  1,824  1,812  



基本目標４ 介護保険サービスの充実に向けた取組 
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ウ）介護医療院 

【サービス内容】 

日常的な医学管理が必要な重介護者の受け入れや「看取り・ターミナルケア*等」の

機能と、「生活支援」としての機能を兼ね備えた施設で、療養上の管理、看護、医学的

管理下での介護、機能訓練等の必要な医療及び日常生活上の世話を行うサービス 

 

介護医療院の利用者数は、介護療養型医療施設からの転換に伴って増加してい

ます。 

介護療養型医療施設からの転換が令和５年度末で終了することから、第９期計

画期間中は横ばい傾向として、必要なサービス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

人数（人／年） 44  55  12 96  108  120  

 

  



第４章 施策の展開 
 

 

94 

③ 地域密着型サービス 

下図に示す地域密着型サービスについて、介護サービス事業者等のサービス提

供と要介護等認定者のサービス利用の支援を図ります。 

■ 地域密着型サービスの種類 

居宅介護サービス（要介護１～５） 介護予防サービス（要支援１・２） 

ア）地域密着型通所介護 

イ）小規模多機能型居宅介護 

ウ）認知症対応型共同生活介護 

 

イ）介護予防小規模多機能型居宅介護 

ウ）介護予防認知症対応型共同生活介護 

 

ア）地域密着型通所介護 

【サービス内容】 

定員が 18 人以下の小規模なデイサービスセンターへの通所により、入浴、排せつ、

食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓練を行い、利用者の心身機能の維持と

ともに社会的孤立感の解消や家族の身体的・精神的負担の軽減を図るサービス 

 

地域密着型通所介護の利用者数は、令和３年度から４年度にかけて増加してい

ます。 

現在、市内東部圏域に１か所（定員10人）、西部圏域に２か所（定員28人）、

北部圏域に１か所（定員 10 人）の計４か所（定員 48 人）が整備されています

が、今後、新たに１か所（定員 18 人）の整備を計画しています。第９期計画期

間中はこうした状況を踏まえ、必要なサービス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

回数（回／年） 9,826 9,739  13,613 10,237  12,002  13,166  

人数（人／年） 1,086  1,115  1,476 1,236  1,440  1,560  

 

イ）小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護 

【サービス内容】 

サービスの拠点への通所を中心に、要介護等認定者の状態や希望に応じて、随時訪問

や短期の宿泊を組み合わせた介護サービスにより、利用者の要介護状態の軽減、悪化の

防止に資するとともに家族の身体的・精神的負担の軽減を図るサービス 

  



基本目標４ 介護保険サービスの充実に向けた取組 
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小規模多機能型居宅介護の利用者数は、令和３年度から４年度にかけて減少、

介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者数は増加しています。 

現在、市内東部圏域に１か所（登録定員 29 人）、南部圏域に１か所（登録定

員 29 人）の計２か所（登録定員 58 人）が整備されていますが、今後、新たに

２か所（登録定員 58 人）の整備を計画しています。第９期計画期間中はこうし

た状況を踏まえ、必要なサービス量を見込みます。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●小規模多機能型居宅介護 

 人数（人／年） 652  636  1,380 648  876  1,224  

●介護予防小規模多機能型居宅介護 

 人数（人／年） 12  18  12 36  48  72  

 

ウ）認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護 

【サービス内容】 

認知症の要介護等認定者が共同生活で、家庭的な環境と地域住民との交流の下、入浴、

排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行い、能力に応じた自

立した日常生活を営むことで、認知症状の進行の緩和を図るサービス 

 

認知症対応型共同生活介護の利用者数は、令和３年度から４年度にかけて横ば

い傾向となっています。介護予防認知症対応型共同生活介護は、近年の利用実績

がほとんどありません。 

現在、市内東部圏域に１か所（18 床）、西部圏域に２か所（36 床）、南部圏

域に１か所（18 床）、北部圏域に１か所（27 床）の計５か所（99 床）が整備

されており、第９期計画期間中の需要に対応します。 

 

○実績及び見込量 

区 分 

第８期実績 第８期計画 第９期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

●認知症対応型共同生活介護 

 人数（人／年） 1,100  1,084  1,164 1,092  1,128  1,164  

●介護予防認知症対応型共同生活介護 

 人数（人／年） 6  4  12 12  12  12  
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④ 基盤整備の推進 

現在、市内には介護老人福祉施設（３施設）、介護老人保健施設（１施設）があ

り、いずれも稼働率が高い状況で推移しており、介護老人福祉施設については待

機者が発生しています。国では、介護サービスが利用できないためにやむを得ず

家族介護者が離職することをなくすとともに、介護老人福祉施設への入所が必要

であるにもかかわらず、自宅での待機を余儀なくされるケースをなくすという、

「介護離職ゼロ」を目標としています。 

このことを踏まえ、本市では、既存の体制を前提としつつ、必要に応じて認知

症対応型共同生活介護（グループホーム）や小規模多機能型居宅介護等の地域密

着型サービス、居宅サービスの組み合わせによる支援も含めて対応します。日常

生活圏域別介護施設等整備状況及び第９期計画における整備計画は、以下のとお

りです。 

 

ア）日常生活圏域別介護施設等整備状況 

 
 

■ 日常生活圏域別 介護施設等施設数 

（令和５年 10 月１日現在） 

  
東部圏域 西部圏域 南部圏域 北部圏域 合 計 

施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員 

介護老人福祉施設 1 80   1 120 1 100 3 300 

介護老人保健施設       1 150 1 150 

軽費老人ホーム       1 50 1 50 

有料老人ホーム 3 189   3 178 1 39 7 406 

サービス付き高齢者向け住宅   1 50 1 27   2 77 

合 計 4 269 1 50 5 325 4 339 14 983 

※上記のほか、令和５年 11 月に有料老人ホーム（住宅型）が１か所、令和６年４月に介護老人福祉施設（特別養

護老人ホーム）が１か所開所予定。 

 

■ 日常生活圏域別 地域密着型サービス事業所数 

（令和５年 10 月１日現在） 

  
東部圏域 西部圏域 南部圏域 北部圏域 合 計 

事業所 定員 事業所 定員 事業所 定員 事業所 定員 事業所 定員 

地域密着型通所介護 1 10 2 28   1 10 4 48 

小規模多機能型居宅介護 1 29   1 29   2 58 

認知症対応型共同生活介護 1 18 2 36 1 18 1 27 5 99 

合 計 3 57 4 64 2 47 2 37 11 205 

 



基本目標４ 介護保険サービスの充実に向けた取組 
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イ）第９期計画における整備計画 
  

■ 第９期計画における整備計画 

  
整備実績 令和６年度 令和７年度 令和８年度 累 計 

整備数 定員 整備数 定員 整備数 定員 整備数 定員 整備数 定員 

地域密着型通所介護 4 48    1 18   5 66 

小規模多機能型居宅介護 2 58   1 29 1 29 4 116 

合 計 6 106   2 47 1 29 9 182 

 

 

■ 介護施設等整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

【３か所 ３００人】

軽費老人ホーム

【定員】

サービス付き高齢者向け住宅

【１か所 ５０人】

【７か所 ４０６人】

【１か所 １５０人】

介護付き有料老人ホーム

認知症対応型グループホーム 【５か所 ９９人】

小規模多機能型居宅介護 【２か所 ５８人】

（令和５年10月１日現在）

【２か所 ７７戸】

地域密着型通所介護 【４か所 ４８人】
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（２）介護保険事業の円滑な実施のための取組の推進 

介護保険サービスは、単に利用者のニーズに見合った量のサービスが提供されるだ

けではなく、提供されるサービスが利用者の日常生活の向上に資するものであること

や、満足する水準であることが求められます。市は保険者として認定・給付の適正化、

サービスを利用する高齢者の不安軽減のための支援、家族介護者に対する支援等を行

います。 

 

● 主な取組 

① 情報提供体制の充実  

要介護認定の申請手続き、介護保険サービス、介護予防・生活支援サービス、

高齢者在宅福祉サービス等に関する情報について、広報やしお、市ホームページ、

パンフレット等を通じて、分かりやすい情報提供に努めるとともに、高齢者の相

談窓口である各地域包括支援センターや関係機関と連携が図れる体制を確保しま

す。 

さらに、市の施策や介護保険法の改正等の情報提供を行うため、「介護保険に関

する市内事業者等説明会」「地域密着型サービス事業所連絡会議」「居宅介護支援

事業者連絡会議」をそれぞれ開催し、市内介護サービス事業者等との連携を図り

ます。 

また、国では介護分野の文書に係る負担軽減の取組の一環として、介護サービ

ス事業者等からの申請書類の届出について、オンラインによる「電子申請・届出

システム」の使用を基本原則化し、令和７年度までに全ての地方公共団体で利用

開始することとしています。このことを踏まえ、本市においても「電子申請・届

出システム」の運用について整備することで、介護サービス事業者等の負担軽減

を図ります。 

 

② 介護サービス相談員の派遣  

介護サービス相談員は、介護施設や居宅介護サービス事業者等を訪問し、利用

者等の話を聞き相談に応じることで、利用者が日頃抱えている疑問や不安の解消

を図るとともに、派遣を受けた事業者等による介護サービスの実態を把握し、フ

ィードバックすることで、サービスの質の向上を図ります。 

 

③ 家族介護者の支援と介護離職防止の促進  

家族を介護するために離職しなければならないことが社会問題となっているた

め、国が目指す「介護離職ゼロ」の実現、介護離職防止に向けた取組の啓発を促



基本目標４ 介護保険サービスの充実に向けた取組 
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進します。 

また、ケアラー*が個人として尊重され健康で文化的な生活を営むことができる

よう、「埼玉県ケアラー支援条例」に基づき、ケアラーを社会全体で支えていくた

め、地域包括支援センターに配置した家族介護者支援員を中心とした支援体制を

整備します。 

さらに、高齢者を介護している人や、介護に関心のある人等を対象に、家族介

護教室を実施します。 

 

④ 介護給付等の適正化  

要介護認定の適正化、ケアマネジメントの適正化、縦覧点検・医療情報との突

合による適正化を中心とした介護給付等の適正化を継続実施し、適切な介護サー

ビスの確保を図ります。 

 

ア）要介護認定の適正化 

認定調査結果の点検や認定審査会の合議体（４合議体）間の格差是正の取組

を通じて、公平かつ適切な要介護認定に努めます。 

また、市の要介護認定調査員の確保に努め、質の向上のための研修を実施し

ます。 

 

イ）ケアマネジメントの適正化 

ａ 利用者の自立支援に資するケアプランの作成に向けて、市内の居宅介護支援

事業所を対象に、ケアプランの点検及び支援を行うとともに、自立支援型地域

ケア会議を活用することにより、個々の利用者が真に必要とするサービスの確

保を図ります。 

ｂ 住宅改修について、申請書類による書面審査を実施するとともに、施工前後

において疑義が生じた場合は、関係者へのヒアリング等により利用者の状態や

施工状況を確認することで、利用者の自立支援に資するよう実施します。 

ｃ 福祉用具の利用について、自立支援型地域ケア会議を活用し、利用者の身体

状況に応じた適切な貸与等を実施します。 

 

ウ）縦覧点検・医療情報との突合による適正化 

国民健康保険団体連合会の「介護給付適正化システム」を有効活用して、提

供されたサービスの整合性等の点検を継続的に行い、請求内容の誤りや医療と

介護の重複請求の是正に取り組みます。 

 



第４章 施策の展開 
 

 

100 

⑤ 介護認定審査会の効率化【新規】 

介護認定審査会における紙の消費量と資料準備等の作業時間の削減、一層の

情報セキュリティ向上の観点から、ICT を活用して審査会資料のペーパーレス

化を行い、業務の効率化を図ります。資料のペーパーレス化に際しては、クラ

ウドシステムの導入を検討します。 

さらに、介護認定審査会のオンライン開催を検討します。 

 

⑥ 介護保険サービス利用者負担補助事業  

要介護等認定者又は事業対象者で、市民税世帯非課税者に対して、居宅サービ

ス等を利用した場合の自己負担額の一部を補助することにより、経済的負担の軽

減を図ります。 

 

⑦ 感染症対策と災害時対応  

市内介護サービス事業者等へ感染症対策や災害時の対応等について、国や埼玉

県からの情報を速やかに提供するとともに、国が作成した「介護現場における感

染対策の手引き」「介護職員のための感染対策マニュアル」「要配慮者利用施設に

係る避難確保計画作成の手引き」等を遵守するよう指導します。 

また、感染症や災害発生時における業務継続計画（BCP*）の策定が介護施設・

事業所の義務となることから、国が作成したガイドライン資料等を提供し、策定

について支援します。 

 

 



基本目標５ 住み慣れたところで最期まで暮らし続けられるための取組 
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基本目標５ 住み慣れたところで最期
まで暮らし続けられるた
めの取組 

 

（１）在宅医療・介護の連携 

在宅療養が必要になった高齢者が、住み慣れたところで最期まで自分らしく暮らし

続けることができるよう、医療・介護関係者等が連携するとともに、地域住民の看取

りやターミナルケアへの理解を促進するための普及啓発活動を実施します。 

 

● 主な取組 

① 在宅医療・介護連携事業 

終末期を自宅で過ごしたいと望む人が在宅生活を続けることができるよう、埼

玉県、草加八潮医師会、介護サービス事業者等の関係機関と協力して、現状分析

や課題を抽出し、在宅介護・看護、医療の体制の整備について検討します。 

また、在宅医療サポートセンターにおいて相談支援を実施するとともに、地域

住民への普及啓発や医療・介護関係者の連携を図ります。 

 

ア）現状分析・課題抽出と施策立案 

○取組 

取組 内容 

ａ 地域の医療・介護資源の把握 

地域の医療機関、介護サービス事業者等の

機能等の把握及びリスト化をし、医療･介護関

係者との情報の共有に努めます。 

ｂ 在宅医療・介護連携の課題の

抽出と対応策の検討 

地域の医療・介護関係者等が参画する「在

宅医療・介護連携推進会議」を開催し、在宅

医療･介護連携の現状の把握と課題の抽出、在

宅介護・看護、医療の体制の整備について検

討します。 

ｃ 切れ目のない在宅医療と在宅

介護の提供体制の構築推進 

地域の医療･介護関係者の協力を得ながら、

在宅医療と在宅介護が切れ目なく一体的に提

供される体制の構築・強化に向けて検討しま

す。 
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イ）対応策の実施 

○取組 

取組 内容 

ａ 在宅医療・介護連携に関する

相談支援 

草加八潮医師会に設置された「在宅医療サ

ポートセンター」を、在宅医療・介護連携を

支援する相談窓口とし、医療・介護関係者、

一般市民・家族からの相談対応や在宅医療が

必要な人への適切な支援、地域包括支援セン

ターとの連携等を図ります。 

ｂ 地域住民への普及啓発 

在宅で療養が必要となった時、必要なサー

ビスを適切に選択できるよう、在宅医療や介

護に関する講演会の開催、パンフレットの作

成・配布等により、普及啓発に努めます。 

ｃ 医療・介護関係者の情報共有

の支援 

地域の医療･介護関係者の情報共有を支援する

ため、ICT の活用や、入退院支援ルールを周知す

るなど、情報共有ツールの整備を進めます。 

ｄ 医療・介護関係者の研修 

地域の医療・介護関係者の連携を図るため、

多職種によるグループワークや事例検討の研修

を実施します。また、地域の医療関係者に介護

に関する研修、介護関係者に医療に関する研修

を実施し、相互の理解を図ります。 

 

② 看取りに向けた支援 

地域住民が在宅介護、ターミナルケアのあり方、在宅での看取りについて理解

することは、適切で継続的な医療を提供するためにも重要であることから、講演

会の開催やパンフレットの作成・配布等の普及啓発に努めます。 

また、高齢者が終末期にどのような意向を持っているのか、家族で話し合うき

っかけとして、「私と家族の安心ノート（エンディングノート）*」を配付し、積

極的な活用を促します。 

介護施設等では、本人や家族の意向を汲みながら終末期に寄り添える介護職員

の育成が課題となっています。そのため、市では市内介護施設等に対し、研修会

への参加を促すとともに、看取り体制を一層強化する取組について支援します。 

 

○数値目標 
 第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

私と家族の安心ノート（エンデ

ィングノート）窓口配布数（冊） 
80 90 100 110 
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第５章 介護保険料の算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第５章  

介護保険料の算定 





１ 介護保険料の算定の手順 
 

 

103 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

第
６
章 

資
料
編 

１  介護保険料の算定の手順 
 

 

第１号被保険者の保険料については、下図に示すように、本市の介護保険サービス

水準とそれに伴うサービス利用量見込みに基づき、居宅サービスと施設サービス、介

護予防サービスの給付費を計算し、さらに地域支援事業に係る費用を加えて第１号被

保険者の保険料でまかなうべき費用を算出し、介護給付費準備基金の取崩額を加味し

た上で、保険料必要額を算出します。 

この保険料必要額を、保険料基準額の段階ごとの人数と予定保険料収納率を踏まえ

た収納者数で割り、１人当たりの保険料を求めます。 

 

 

■保険料算定のフロー図 

 

 

  

介護予防サービスに係る 

給付費を算出 

介護サービスに係る 

給付費を算出 

地域支援事業に係る 

費用を算出 

介護保険サービスに係る

給付費を算出 

１人当たりの保険料を決定 

第１号被保険者の保険料でまかなう

べき費用を算出 

介護給付費準備基金の 

取崩額を設定 

Ａ Ｂ 

Ｃ Ｄ 

Ｅ Ｆ 

Ｇ 
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２  介護給付費の推計 
 

 

第９期計画期間中の介護給付費等は、次のとおりです。第４章に掲載した各サービ

スの利用者数・回数（日数）を元に算出しました。 

 

（１）介護サービス、地域密着型サービス給付費の推計 
 

（単位：千円） 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

居宅サービス 3,036,447  3,250,174  3,430,573  9,717,194  

 

訪問介護 442,420  482,212  499,258  1,423,890  

訪問入浴介護 35,665  37,836  42,566  116,067  

訪問看護 110,596  117,583  127,181  355,360  

訪問リハビリテーション 81,340  86,225  92,155  259,720  

居宅療養管理指導 113,704  121,103  129,386  364,193  

通所介護 835,420  885,446  942,605  2,663,471  

通所リハビリテーション 224,674  237,291  256,777  718,742  

短期入所生活介護 174,918  185,628  198,836  559,382  

短期入所療養介護 8,527  8,537  8,537  25,601  

特定施設入居者生活介護 514,424  559,867  577,490  1,651,781  

福祉用具貸与 181,307  195,379  202,762  579,448  

特定福祉用具販売 10,592  11,474  11,980  34,046  

住宅改修 15,823  18,133  18,323  52,279  

居宅介護支援 287,037  303,460  322,717  913,214  

施設サービス 1,927,211  1,970,729  1,979,816  5,877,756  

 

介護老人福祉施設 1,271,873  1,305,587  1,313,431  3,890,891  

介護老人保健施設 613,084  617,546  613,501  1,844,131  

介護医療院 42,254  47,596  52,884  142,734  

地域密着型サービス 519,097  579,232  708,512  1,806,841  

 

地域密着型通所介護 69,499  82,888  92,482  244,869  

小規模多機能型居宅介護 147,278  183,498  293,464  624,240  

認知症対応型共同生活介護 302,320  312,846  322,566  937,732  

（Ａ） 介護給付費計 5,482,755  5,800,135  6,118,901  17,401,791  
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（２）介護予防サービス、地域密着型予防サービス給付費の推計 
 

（単位：千円） 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

介護予防サービス 113,889  119,314  124,462  357,665  

 

介護予防訪問看護. 12,185  12,811  13,407  38,403  

介護予防訪問リハビリテーション 17,680  18,413  19,123  55,216  

介護予防居宅療養管理指導 8,191  8,497  8,909  25,597  

介護予防通所リハビリテーション 15,805  16,666  18,053  50,524  

介護予防短期入所生活介護 171  172  172  515  

介護予防特定施設入居者生活介護 20,326  21,603  22,293  64,222  

介護予防福祉用具貸与 14,286  15,055  15,581  44,922  

特定介護予防福祉用具販売 916  916  916  2,748  

介護予防住宅改修 6,116  6,116  6,116  18,348  

介護予防支援 18,213  19,065  19,892  57,170  

地域密着型介護予防サービス 5,808  6,920  11,341  24,069  

 
介護予防小規模多機能型居宅介護 3,310  4,419  8,840  16,569  

介護予防認知症対応型共同生活介護 2,498  2,501  2,501  7,500  

（Ｂ） 予防給付費計 119,697  126,234  135,803  381,734  

※ 四捨五入の関係で、内訳と合計値が合わない場合があります。 

 

（単位：千円） 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

（Ａ）＋（Ｂ） 総給付費 5,602,452  5,926,369  6,254,704  17,783,525  
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（３）地域支援事業費の推計 

地域支援事業費は、介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、任意事業

に係る事業費を積み上げて算出します。 

 

（単位：千円） 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

介護予防・ 

日常生活支援総合事業費 
168,513  177,179  186,855  532,547  

包括的支援事業、任意事業費 110,627  111,266  112,166  334,059  

（Ｃ）地域支援事業費見込額 279,140  288,445  299,021  866,606  

 

 

（４）標準給付費の推計 

総給付費に、特定入所者介護サービス費等給付額（介護保険施設等に入所していたり、

通所介護等を利用する低所得者の食事と居住費（滞在費）の一部を給付するもの）等を加

えて、標準給付費を算出します。 

（単位：千円） 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

総給付額 5,602,452  5,926,369  6,254,704  17,783,525  

特定入所者介護サービス費等

給付費 
146,690   153,821  158,249  458,760   

高額介護サービス費等給付額 139,138  145,902  149,101  434,141  

高額医療合算介護サービス費

等給付額 
17,726  19,341  20,973  58,040  

算定対象審査支払手数料 3,683  3,862  3,973  11,518  

（Ｄ）標準給付費見込額 5,909,689   6,249,295  6,587,000  18,745,984   

 

 

 



３ 介護保険料の財源 
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３  介護保険料の財源 
 

 

介護保険の財源は、第１号被保険者のほか、第２号被保険者の保険料、国・県・市

の負担金、国の調整交付金*によって構成されます。 

介護保険料の 50％は市民である第１号被保険者及び第２号被保険者が負担します。

第１号被保険者は、前期に引き続き第９期においても 23％を負担することになりま

す。地域支援事業のうち包括的支援事業・任意事業は、第２号被保険者の負担がなく、

第１号被保険者の負担割合が 23％、公費負担が 77％となります。 

国の負担分のうち、５％に相当する調整交付金は、全国の前後期高齢者人口割合や

所得段階層割合と比較して保険者ごとに増減がされることになっていますが、不足す

る場合は、第１号被保険者の保険料で負担することになります。 

 

■介護保険の財源構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1号保険料

23%

第2号保険料

27%

国

（調整交付金）

5%

国

20%

県

12.5%

市

12.5%

第1号保険料

23%

第2号保険料

27%

国

（調整交付金）

5%

国

20%

県

12.5%

市

12.5% 第1号保険料

23%

第2号保険料

27%

国

（調整交付金）

5%

国

15%

県

17.5%

市

12.5%

第1号保険料

23%

国

38.5%

県

19.25%

市

19.25%

居宅給付費                施設等給付費 

地域支援事業費 

（介護予防・日常生活支援総合事業） 

地域支援事業費 

（包括的支援事業、任意事業） 
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４  介護保険料の算定 
 

 

（１）介護保険事業の保険料基準額 

第９期の保険料基準額の算定方法は、次のとおりです。 

第９期の標準給付費見込額と地域支援事業費見込額の合計に、第１号被保険者負担

割合（23％）、調整交付金不足額、財政安定化基金への償還金、市町村特別給付費*等、

介護給付費準備基金取崩額を反映させ、保険料必要収納額を求めます。 

この保険料収納必要額を、予定保険料収納率、所得段階別加入割合補正後被保険者

数*及び月数で除して得た額に、物価高騰対応分を加味した額が第１号被保険者の介護

保険料の基準額（月額）となります。 

 

① 第１号被保険者負担分相当額の算定 

                       ×               ＝ 

 

② 調整交付金不足額の算定 

    

               －                      ＝ 

 

③ 保険料収納必要額の算定 

 

     

 

                      ＋                      －                     ＝          

 

 

④ 保険料基準額の算定 

 

 

                      ÷                 ÷                        ÷ 12(月) ≒ 

標準給付費見込額     地域支援事業費見込額 

18,745,984,000 円  ＋      866,606,000 円 

第１号被保険者負担割合

23％ 

第１号被保険者負担分相当額 

4,510,895,700 円 

調整交付金相当額 

963,926,550 円 

調整交付金見込額 

587,830,000 円 

調整交付金不足額 

376,096,550 円 

 

第１号被保険者 

負担分相当額 
 

4,510,895,700 円 

介護給付費準備

基金取崩額 
 

509,000,000 円 

調整交付金 

不足額 
 

376,096,550 円 

 

保険料収納必要額 

 

4,377,992,250 円 

予定保険料収納率 

 

97.00％ 

所得段階別加入割合 

補正後被保険者数 

64,755人 

保険料基準額 

 

5,830 円(月額) 

 

保険料収納必要額 

4,377,992,250 円 
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（２）所得段階別被保険者数  

第１号被保険者の所得段階別被保険者数は、次のとおりです。 
 

（単位：人） 

所得段階 内 容 
被保険者数 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

第１段階 

・生活保護を受給している人 

・世帯全員が住民税非課税で老齢福祉

年金を受給している人及び合計所得

金額と課税年金収入額の合計が 80

万円以下の人 

3,840  3,825  3,831  

第２段階 

・世帯全員が住民税非課税で、合計所

得金額と課税年金収入額の合計が

120 万円以下の第１段階以外の人 

1,653  1,646  1,649  

第３段階 

・世帯全員が住民税非課税で、合計所

得金額と課税年金収入額の合計が

120 万円を超える人 

1,456  1,450  1,452  

第４段階 

・世帯の誰かに住民税が課税されてい

るが、本人が住民税非課税で、合計

所得金額と課税年金収入額の合計額

が 80 万円以下の人 

2,746  2,735  2,739  

第５段階 

・世帯の誰かに住民税が課税されてい

るが、本人が住民税非課税で、第４

段階以外の人 

2,673  2,663  2,667  

第６段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額

が 120 万円未満の人 
2,430  2,420  2,424  

第７段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額が

120 万円以上、210万円未満の人 
2,887  2,876  2,880  

第８段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額が

210 万円以上、320万円未満の人 
1,427  1,422  1,424  

第９段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額が

320 万円以上、420万円未満の人 
663  661  662  

第 10 段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額が

420 万円以上、520万円未満の人 
332  331  331  

第 11 段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額が

520 万円以上、620万円未満の人 
150  150  150  

第 12 段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額が

620 万円以上、720万円未満の人 
120  120  120  

第 13 段階 
・本人が住民税課税で、合計所得金額

が 720 万円以上の人 
601  598  599  
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（３）第１号被保険者の所得段階別介護保険料額 

第１号被保険者の所得段階別介護保険料額は、次のとおりです。 
 

（単位：円） 

所得段階 
保険料率 

（減額後） 

保険料額 

年額 月額 

第１段階 
0.455 

（0.285） 

31,830 

（19,930） 

2,653 

（1,661） 

第２段階 
0.685 

（0.485） 

47,920 

（33,930） 

3,993 

（2,828） 

第３段階 
0.69 

（0.685） 

48,270 

（47,920） 

4,023 

（3,993） 

第４段階 0.90 62,960 5,247 

第５段階 1.00 69,960 5,830 

第６段階 1.20 83,950 6,996 

第７段階 1.30 90,940 7,578 

第８段階 1.50 104,940 8,745 

第９段階 1.70 118,930 9,911 

第 10 段階 1.90 132,920 11,077 

第 11 段階 2.10 146,910 12,243 

第 12 段階 2.30 160,900 13,408 

第 13 段階 2.40 167,900 13,992 

（ ）は低所得者への減額賦課保険料率と保険料額 



５ 介護保険料の基準額の推移 
 

 

111 

第
６
章 

資
料
編 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

５  介護保険料の基準額の推移 
 

 

本市における介護保険料の基準額（月額）は、次のとおり推移しています。制度創

設時の第１期（平成 12 年度～14 年度）の基準額は 2,717 円でしたが、要介護認定

者の増加に伴うサービス利用者の増加等により、第９期計画期間の基準額は第１期計

画期間と比べて3,113円の増加となっています。なお、本市では要支援・要介護認定

率が全国及び埼玉県平均値を下回り続けており、比較的元気な高齢者が多数を占めて

きたことから、本市の基準額は全国平均を一貫して下回るとともに、第６期計画期間

以降は埼玉県平均を下回り続けています。 

 

 八潮市 埼玉県平均 全国平均 

第１期（平成 12 年度～14 年度） 2,717円 2,644 円 2,911円 

第２期（平成 15 年度～17 年度） 3,017円 2,859 円 3,293円 

第３期（平成 18 年度～20 年度） 3,717円 3,577 円 4,090円 

第４期（平成 21 年度～23 年度） 3,942円 3,720 円 4,160円 

第５期（平成 24 年度～26 年度） 4,517円 4,506 円 4,972円 

第６期（平成 27 年度～29 年度） 4,775円 4,835 円 5,514円 

第７期（平成30年度～令和２年度） 4,825円 5,058 円 5,869円 

第８期（令和３年度～５年度） 4,900円 5,481 円 6,014円 

第９期（令和６年度～８年度） 5,830円 － － 
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１  関係機関等との連携 
 

 

（１）国、埼玉県との連携 

高齢者の地域生活を支える様々な施策は、国や埼玉県の制度に基づき運営されて

いるものが少なくありません。国や埼玉県の動向に留意しながら、第９期計画の確

実な推進を図ります。 

 

（２）庁内関連部署との連携 

第９期計画の推進に当たっては、所管課である長寿介護課だけでなく、高齢者施

策に関係する各部署間の緊密な情報交換と連携の取れた行動によって、効率的、効

果的な推進を図ります。 

 

（３）市民、関係団体等との連携 

第９期計画では、地域包括ケアシステムの段階的な構築と介護保険制度の円滑な

運営を図ることにより、①健康で生きがいをもって、安全・安心に暮らせるまち、

②市民一人ひとりが地域ぐるみで助け合い、支え合えるまち、③本人の希望に合わ

せた高齢期を過ごすことができるまち、の実現を目指しています。 

これらの目標を実現するに当たっては、市民や関係団体と連携して第９期計画の

取組を推進します。 
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市民、関係団体等 

２  計画の点検・評価 
 

 

（１）PDCA サイクルに基づく進捗状況の点検・評価 

第９期計画を推進する上では、市独自の評価シートや保険者機能強化推進交付金

等の評価結果を活用するなど、定期的な点検と目標に対する適切な実績評価を実施

したうえで、その結果を踏まえた課題への対応を行うなど、PDCA サイクルに基づ

く適切な進行管理を実施します。 

また、計画に記載した「自立支援、介護予防又は重度化防止及び介護給付の適正

化に関する取組と目標」の評価結果については、埼玉県に報告を行うとともに、広

く市民に公表します。 

 

（２）八潮市高齢者保健福祉推進審議会における外部評価 

八潮市高齢者保健福祉推進審議会は、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の

進行管理に関する事項を所掌しています。同審議会では、本市の各事業が計画の目

的に沿った運営がされているかどうかについて定期的に把握し、審議の上、評価を

行います。 

 

■ 八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 PDCA サイクルのイメージ 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八潮市 

高齢者保健福祉計画 

・介護保険事業計画 

進捗確認、分析、考察、実績評価 

分析、考察に基づき

事業の見直し 

改善（Act） 

計画に基づく事業の

実施 

実行（Do） 

目標の設定、目標達成に向けた

事業の立案 

計画（Plan） 

埼玉県 

八潮市高齢者保健福祉推進審議会 

評価（Check） 

公 表 報 告 
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３  計画の目標 
 

 

介護保険法では、高齢者の自立支援や重度化防止の取組の推進のため、市町村の保

険者機能の強化の一環として、各市町村が地域の実情に則して、高齢者の自立支援や

重度化防止の取組についての目標、介護給付等に要する費用の適正化に関する取組に

ついての目標を設定し、それらの目標に対する実績評価及び評価結果の公表を行うこ

ととされています。 

第９期計画期間に本市が設定する目標は、次のとおりです。 

 

●基本目標１（いきいきと活力ある高齢期を過ごすための取組）関連 

指標名【事業名】 
第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

設置数（か所） 
(1)高齢者の健康づくりと地域福祉

活動等への参加促進 
③ 高齢者の憩いの場づくり 

７ ９ 11 13 

体操教室参加者数（人） 
(2)介護予防の推進 

② 一般介護予防事業 
イ）介護予防普及啓発事業 

1,400 1,400 1,450 1,500 

体操教室参加者数のうち 70歳

から 79歳の人数（人） 
(2)介護予防の推進 

② 一般介護予防事業 
イ）介護予防普及啓発事業 

400 410 420 430 

登録人数（人） 
(2)介護予防の推進 

② 一般介護予防事業 
オ）介護支援ボランティア制度の実施 

60 70 80 100 

受入施設数（か所） 
(2)介護予防の推進 

② 一般介護予防事業 
オ）介護支援ボランティア制度の実施 

25 26 27 27 

フレイルチェック測定会（回） 
(2)介護予防の推進 

② 一般介護予防事業 
オ）介護支援ボランティア制度の実施 

12 12 13 13 

オレンジカフェ（回） 
(2)介護予防の推進 

② 一般介護予防事業 
オ）介護支援ボランティア制度の実施 

48 48 48 48 
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●基本目標２（住み慣れた地域で安心して暮らせるための取組）関連 

指標名【事業名】 
第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

検討ケース長期目標達成率（％） 

(1)高齢者を支えるつながりづくりの推進 

④ 地域ケア会議 
エ）専門職種別連絡会議 

75.0 76.0 77.0 78.0 

 

●基本目標３（認知症にやさしいまちづくりのための取組）関連 

指標名【事業名】 
第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

認知症サポーター養成数（人）

（平成 20年からの累計） 

(1)認知症等に関する啓発の推進 

② 認知症サポーターの養成と

活動支援 

5,800 6,000 6,200 6,400 

位置探索システム利用料補助（件） 

(2)認知症の早期発見・早期対応と
介護者支援の充実 
② 認知症の人を介護する家族

の支援 
イ）徘徊高齢者の家族支援 

11 15 20 25 

見守りシール配布数（件） 

(2)認知症の早期発見・早期対応と
介護者支援の充実 
② 認知症の人を介護する家族

の支援 
イ）徘徊高齢者の家族支援 

５ 10 10 10 

協力事業者数（件） 

(2)認知症の早期発見・早期対応と
介護者支援の充実 
② 認知症の人を介護する家族

の支援 
ウ）徘徊高齢者早期発見ネットワーク 

190 200 210 220 

 

●基本目標５（住み慣れたところで最期まで暮らし続けられるための取組）関連 

指標名【事業名】 
第８期（見込） 第９期 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

私と家族の安心ノート（エンデ

ィングノート）窓口配布数（冊） 

(1)在宅医療・介護の連携 

② 看取りに向けた支援 

80 90 100 110 
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１  介護保険制度に係る国の動向 
 

 

令和５年５月に「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康

保険法等の一部を改正する法律」が公布されました。同法による介護保険制度に係

る主な改正点は、次のとおりです。 

 

（１）介護情報基盤の整備 

現在、利用者に関する介護情報等は、各介護事業所や自治体等に分散して所在し

ていますが、医療・介護間の連携を強化しつつ、多様な主体が協働して高齢者を地

域で支えていく地域包括ケアシステムを深化・推進するため、自治体・利用者・介

護事業所・医療機関等が介護情報等を電子的に閲覧できる情報基盤を整備するもの

です。具体的な内容は、次のとおりです。 

 

・市町村が行う地域支援事業に、被保険者の保健医療の向上及び福祉の増進を図る

ため、被保険者、介護サービス事業者その他の関係者が被保険者に係る情報を共

有・活用することを促進する事業を追加する。 

・市町村は、この事業の実施に係る情報の収集、整理、利用又は提供に関する事務

を社会保険診療報酬支払基金等に委託することが可能。 

 

（２）介護サービス事業者の財務状況等の見える化 

令和 22 年（2040 年）を見据えた人口動態等の変化、生産年齢人口の減少と介

護現場における人材不足の状況、新型コロナウイルス感染症等による介護事業者へ

の経営影響を踏まえた支援、制度の持続可能性等に的確に対応するため、介護サー

ビス事業者の経営情報の収集及びデータベースの整備を行い、収集・分析した情報

を国民に分かりやすく公表する制度を創設するものです。具体的には、次のとおり

です。 

 

・介護サービス事業者は、毎会計年度終了後に経営情報を都道府県知事に報告する。 

・都道府県知事は、介護サービス事業者の経営情報に関する調査及び分析を行い、

厚生労働大臣にも報告する。 

・厚生労働大臣は、介護サービス事業者の経営情報に関するデータベースを整備し、

経営情報の把握・分析を行い、結果を公表する。 
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（３）介護サービス事業所等における生産性の向

上に資する取組に係る努力義務 

介護現場で生産性向上の取組を進めるためには、単独の介護事業者の自助努力だ

けでは限界があるため、地域単位でモデル事業所の育成や取組の伝播等を推進して

いく必要がありますが、都道府県から介護現場に対する生産性向上に係る支援の取

組の広がりが限定的となっている実態があります。 

そこで、都道府県を中心に一層取組を推進するため、都道府県の役割を法令上明確にす

るとともに、都道府県介護保険事業支援計画において、介護サービス事業所等における生

産性向上に資する事業に関する事項を任意記載事項に加える改正を行うものです。 

 

（４）看護小規模多機能型居宅介護のサービス内容の明確化 

看護小規模多機能型居宅介護では、サービス拠点での「通い」「泊まり」において

も看護サービスを一体的に提供可能であり、医療ニーズの高い中重度の要介護者の

在宅での療養生活を支えています。 

看護小規模多機能型居宅介護のサービス内容の明確化等を通じて、更なる普及を

進めていく必要があることから、看護小規模多機能型居宅介護を複合型サービスの

一類型として法律上に明確に位置付けるとともに、そのサービス内容について、サ

ービス拠点での「通い」「泊まり」における看護サービス（療養上の世話又は必要な

診療の補助）が含まれる旨を明確化するものです。 

  

（５）地域包括支援センターの体制整備 

地域住民の複雑化・複合化したニーズへの対応、認知症高齢者の家族を含めた家

族介護者支援の充実など、地域の拠点である地域包括支援センターに対する期待や

業務が増大していることから、居宅介護支援事業所など地域における既存の資源の

効果的な活用・連携を図りながら、介護予防支援（介護予防ケアプランの作成等）

や総合相談支援業務など、センターが地域住民への支援をより適切に行う体制の整

備を図るものです。具体的には、次のとおりです。 

・介護予防支援について、地域包括支援センターに加えて、居宅介護支援事業所

（ケアマネ事業所）も市町村からの指定を受けて実施できることとする。その際、

指定を受けたケアマネ事業所は、市町村や地域包括支援センターとも連携を図り

ながら実施することとする。 

・地域包括支援センターが行う総合相談支援業務について、その一部をケアマネ事

業所等に委託することを可能とする。その際、委託を受けたケアマネ事業所は、

市町村等が示す方針に従って、業務を実施することとする。 
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２  介護保険サービスの将来推計 
 

 

第９期介護保険事業計画の策定においては、生産年齢人口の減少が加速する中で、

高齢者人口がピークを迎える令和 22 年（2040 年）頃を念頭に、高齢者人口や介

護サービスのニーズを中長期的に見据え、介護サービス基盤を計画的に整備するこ

とを意識して計画を策定しました。ここでは、第９期計画終了年度である令和８年

度（2026 年度）と、令和 12 年度（2030 年度）、令和 17 年度（2035 年度）

及び令和 22 年度（2040 年度）の総人口・高齢者人口、要支援・要介護認定者数

及びサービス見込量（コーホート変化率法による。）を示します。 

 

（１）総人口・高齢者人口の見込み 
（単位：人、％） 

 

令和 
５年度 

（2023 年度） 

令和 
８年度 

（2026 年度） 

令和 
12 年度 

（2030 年度） 

令和 
17 年度 

（2035 年度） 

令和 
22 年度 

（2040 年度） 

総人口 92,846 93,251 93,236 91,762 90,732 

第１号被保険者 

（65 歳以上） 

20,954 

（22.6） 

20,928 

（22.4） 

20,992 

(22.5) 

21,350 

(23.3) 

23,702 

（26.1） 

 前期高齢者 

（65 歳～74 歳） 

9,024 

（9.7） 

7,776 

（8.3） 

8,102 

(8.7) 

10,523 

(11.5) 

13,374 

（14.7） 

 後期高齢者 

（75 歳以上） 

11,930 

（12.8） 

13,152 

（14.1） 

12,890 

(13.8) 

10,827 

(11.8) 

10,328 

（11.4） 

 

 

75 歳以上 

85 歳未満 

9,065 

（9.8） 

9,305 

（10.0） 

8,093 

(8.7) 

6,199 

(6.8) 

6,262 

（6.9） 

 85 歳以上 
2,865 

（3.1） 

3,847 

（4.1） 

4,797 

(5.1) 

4,628 

(5.0) 

4,066 

（4.5） 
※各年度 10 月 1 日現在。 

※（ ）内は総人口に占める比率。 
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（２）要支援・要介護認定者数の見込み 
（単位：人） 

 

令和 
５年度 

（2023 年度） 

令和 
８年度 

（2026 年度） 

令和 
12 年度 

（2030 年度） 

令和 
17 年度 

（2035 年度） 

令和 
22 年度 

（2040 年度） 

総数 3,411 3,899 4,341 3,956 3,832 

要支援 705 798 872 798 756 

 要支援１ 342  384  410  378  366 

 要支援２ 363  414  462  420  390  

要介護 2,706 3,101 3,469 3,158 3,076 

 要介護１ 948  1,047  1,158 1,063  1,000 

 要介護２ 566  640  710 646 636  

 要介護３ 463  536  603  551  536  

 要介護４ 445  527  591  535  528  

 要介護５ 284  351  407  363  376  

※各年度 10 月 1 日現在。 

 

（３）各サービスの見込量 

１ 介護サービス 

 

区分 単位 
令和 
８年度 

（2026 年度） 

令和 
12 年度 

（2030 年度） 

令和 
17 年度 

（2035 年度） 

令和 
22 年度 

（2040 年度） 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 
回／年 156,780  167,452  151,138  149,500  

人／年 6,036  6,576  5,976  5,820  

訪問入浴介護 
回／年 3,217  3,624  3,158  3,210  

人／年 744  840  732  744  

訪問看護 
回／年 21,548  24,274  21,941  21,481  

人／年 2,508  2,820  2,556  2,496  

訪問リハビリテーション 
回／年 27,782  31,009  28,031  27,334  

人／年 2,268  2,532  2,292  2,232  

居宅療養管理指導 人／年 9,156  10,248  9,288  9,060  

通所介護 
回／年 108,551  121,352  110,276  106,612  

人／年 9,756  10,896  9,924  9,552  
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区分 単位 
令和 
８年度 

（2026 年度） 

令和 
12 年度 

（2030 年度） 

令和 
17 年度 

（2035 年度） 

令和 
22 年度 

（2040 年度） 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

通所リハビリテーション 
回／年 28,912  24,786  23,147  22,068  

人／年 3,576  3,060  2,856  2,724  

短期入所生活介護 
日／年 22,140  24,017  21,829  21,193  

人／年 1,692  1,836  1,668  1,620  

短期入所療養介護 
日／年 667  824  784  722  

人／年 148  180  168  156  

特定施設入居者生活介護 人／年 2,820  3,060  2,796  2,736  

福祉用具貸与 人／年 13,548  14,676  13,656  13,284  

特定福祉用具販売 人／年 336  312  276  276  

住宅改修 人／年 192  204  192  168  

居宅介護支援 人／年 20,364  22,728  20,712  19,956  
施
設
サ
ー
ビ
ス 

介護老人福祉施設 人／年 4,716  4,824  4,416  4,404  

介護老人保健施設 人／年 1,812  2,424  2,184  2,160  

介護医療院 人／年 120  120  108  108  

地
域
密
着
型

サ
ー
ビ
ス 

地域密着型通所介護 
回／年 13,166   12,479  11,651  11,249  

人／年 1,560  1,500  1,404  1,344  

小規模多機能型居宅介護 人／年 1,224  1,284  1,284  1,284  

認知症対応型共同生活介護 人／年 1,164  1,356  1,236  1,188  
※地域包括ケア「見える化」システム（厚生労働省）による試算値 

 

２ 介護予防サービス 

 

区分 単位 
令和 
８年度 

（2026 年度） 

令和 
12 年度 

（2030 年度） 

令和 
17 年度 

（2035 年度） 

令和 
22 年度 

（2040 年度） 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

介護予防訪問看護 
回／年 2,663  2,902  2,663  2,542  

人／年 528  576  528  504  

介護予防訪問リハビリテーション 
回／年 6,288  6,902  6,434  6,054  

人／年 660  720  672  636  

介護予防居宅療養管理指導 人／年 732  804  732  696  

介護予防通所リハビリテーション 人／年 468  444  408  396  

介護予防短期入所生活介護 
日／年 24  24  24  24  

人／年 12  12  12  12  

介護予防特定施設入居者生活介護 人／年 300  324  288  288  

介護予防福祉用具貸与 人／年 3,108  3,444  3,204  3,060  

特定介護予防福祉用具販売 人／年 36  24  24  24  

介護予防住宅改修 人／年 60  60  60  60  

介護予防支援 人／年 4,032  4,416  4,032  3,840  

地
域
密
着
型

サ
ー
ビ
ス 

介護予防小規模多機能型

居宅介護 
人／年 72  72  72  72  

介護予防認知症対応型共

同生活介護 
人／年 12  12  12  12  

※地域包括ケア「見える化」システム（厚生労働省）による試算値 
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３  計画策定の経過 
 

 

月日 事項 

令和５年 

５月８日 

令和５年度第１回 

八潮市ふれあい福祉のまちづくり推進本部 

５月 29日 
令和５年度第１回 

第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画検討専門部会 

７月 13日 
令和５年度第１回 

八潮市高齢者保健福祉推進審議会 

７月 20日 
令和５年度第２回 

第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画検討専門部会 

８月３日 
令和５年度第２回 

八潮市ふれあい福祉のまちづくり推進本部 

10 月４日 
令和５年度第３回 

第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画検討専門部会 

10 月 12日 
令和５年度第３回 

八潮市高齢者保健福祉推進審議会 

11 月２日 
令和５年度第４回 

第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画検討専門部会 

11 月９日 
令和５年度第４回 

八潮市高齢者保健福祉推進審議会 

11 月 16日 
令和５年度第３回 

八潮市ふれあい福祉のまちづくり推進本部 

11 月 22日 

～ 

12 月 21日 

パブリックコメント 

令和６年 

１月 18日 

令和５年度第５回 

第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画検討専門部会 

２月８日 
令和５年度第５回 

八潮市高齢者保健福祉推進審議会 

２月 15日 
令和５年度第４回 

八潮市ふれあい福祉のまちづくり推進本部 
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４  八潮市高齢者保健福祉推進審議会 
 

 

（１）諮問書 
 

 

 

 

八 潮 長 第 ４ ４ ０ 号 

令和５年７月１３日 

 

八潮市高齢者保健福祉推進審議会 

会 長  佐 藤  達 也  様 

 

 

八潮市長  大 山  忍  

 

 

第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定に

ついて（諮問） 

 八潮市介護保険条例（平成１２年条例第２号）第１１条第１項の規定に

基づき、第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定につ

いて、貴審議会の意見を求めます。 
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（２）答申書 
 

 令和６年２月８日 

 

 

八潮市長 大 山  忍  様 

 

 

八潮市高齢者保健福祉推進審議会 

会  長    佐 藤 達 也 

 

 

第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画について（答申） 

 

令和５年７月１３日付八潮長第４４０号で諮問のあった、第９期八潮市高齢者

保健福祉計画・介護保険事業計画について、別添のとおり取りまとめましたの 

で答申します。 

なお、当審議会の意見、要望等は次のとおりであり、計画の実施に当たっては 

これらについて配慮されるようお願いします。 

 

記 

（意見、要望等） 

１ 「フレイルチェック事業」の更なる普及・促進を図ること。 

 

２ 団塊ジュニア世代が６５歳以上となる２０４０年を見通し、地域包括ケア 

システムの深化・推進を図ること。 

 

３ 高齢者単身世帯の増加に伴い、見守りが必要な高齢者が増えているため、 

互助の取組み等の生活支援体制整備の強化を図ること。 

 

４ 認知症施策を総合的かつ計画的に策定し、実施する責務を果たすこと等を 

定めた「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が成立したこと 

を踏まえ、認知症施策を推進すること。 

 

５ 要介護等の認定を受けている方のニーズを捉えた介護保険事業の基盤整備 

を行うこと。 

 

６ 住み慣れたところで生涯にわたり暮らし続けられるよう、高齢者の権利擁 

護や在宅医療・介護の連携を推進すること。 

 

７ ICT 化を推進することにより、介護事業所の負担軽減や介護認定審査会の効 

率化を図ること。 

 

８ 介護従事者が働きやすい環境の整備に対する支援を図ること。 
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（３）八潮市高齢者保健福祉推進審議会規則 
 

平成６年３月 31 日 

規則第６号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、八潮市附属機関設置条例（昭和 57 年条例第 15 号）第３条の規定

に基づき、八潮市高齢者保健福祉推進審議会（以下「審議会」という。）について必要

な事項を定めるものとする。 

 

（組織） 

第２条 審議会は、委員 12 人以内をもって組織する。 

 

（委員） 

第３条 審議会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 高齢者保健福祉に関係する団体を代表する者 

(2) 学識経験を有する者 

(3) その他市長が必要と認める者 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、３年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における

補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選による。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理

する。 

 

（会議） 

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、会長は、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

 

（職務） 

第７条 審議会は、次に掲げる業務を行う。 

(1) 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定に関すること。 
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(2) 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の進行管理に関すること。 

(3) 地域密着型サービスに関すること。 

(4) その他高齢者の保健福祉についての調査及び審議に関すること。 

 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、健康福祉部長寿介護課において処理する。 

 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。 

 

附 則 

１ この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

２ 八潮市高齢者保健福祉計画審議会規則（平成４年規則第 52 号）は、廃止する。 

附 則（平成７年規則第 12 号）抄 

１ この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成 10 年規則第 25 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 11 年規則第５号）抄 

１ この規則は、平成 11 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 14 年規則第６号）抄 

１ この規則は、平成 14 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 18 年規則第 22 号） 

この規則は、平成 18 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 21 年規則第 20 号）抄 

１ この規則は、平成 21 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 26 年規則第 30 号） 

１ この規則は、平成 26 年 10 月１日から施行する。 

２ この規則の規定に基づく委員の委嘱に必要な手続その他この規則の規定の円滑な実施

のために必要な行為は、この規則の施行の日前においても行うことができる。 

附 則（平成 30 年規則第 17 号）抄 

１ この規則は、平成 30 年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年規則第１号） 

この規則は、令和４年 10 月１日から施行し、改正後の第４条の規定は、同日以後に委嘱

する委員の任期から適用する。 
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（４）八潮市高齢者保健福祉推進審議会委員名簿 
 

令和５年 12月現在（敬称略） 

高齢者保健福祉に関する団体を代表する者 氏   名 

会 長 草加八潮医師会 佐藤 達也 

副会長 八潮市歯科医師会 園田 央亙 

委 員 

八潮市社会福祉協議会 篠木 猛 

草加八潮医師会 高木 洋介 

八潮市民生委員・児童委員協議会 森田 啓子 

やしお介護サービス事業者連絡会 川崎 聡之 

学識経験を有する者 氏   名 

委 員 

田園調布学園大学 長友 祐三 

草加保健所 鈴木 径子 

社会福祉士 会田 勝久 

その他市長が必要と認める者 氏   名 

委 員 公募による市民 

岩瀨 みつ子 

三ケ田 佳子 

永沼 尚美 

任期：令和４年10月１日から令和７年９月30日まで 
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５  八潮市ふれあい福祉のまちづくり推進本部 
 

 

（１）八潮市ふれあい福祉のまちづくり推進本部設置要綱 
 

平成 10 年 12 月７日 

市長決裁 

（設置） 

第１条 市民と市民、市民と行政のふれあいを大切にし、健康に暮らせる福祉のまちづく

りを推進するため、八潮市ふれあい福祉のまちづくり推進本部（以下「推進本部」とい

う。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 推進本部は、次の事務を行う。 

 (1) 福祉のまちづくりとして、推進すべき施策に係る基本事項の調整に関すること。 

 (2) 福祉のまちづくりの総合的な推進に関すること。 

 

（構成） 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は、副市長をもって充て、副本部長は、健康福祉部長及び子ども家庭部長をも

って充てる。 

３ 本部員は、各部の部長、会計管理者、議会事務局長、監査委員事務局長及び部長相当

職にある者をもって充てる。 

 

（市長及び関係職員に対する出席） 

第４条 市長は必要に応じて推進本部に出席するものとする。 

２ 本部長は、情報共有を図るため必要があると認めるときは、教育長及び草加八潮消防

組合の職員に出席を要請することができる。 

 

（ふれあい福祉推進責任者） 

第５条 福祉のまちづくりに関する施策の推進を図り、ふれあい福祉推進員その他職員の

指導を行うため、ふれあい福祉推進責任者を置く。 

 

（ふれあい福祉推進員） 

第６条 次の事務を行うため、ふれあい福祉推進員を置く。 

 (1) 課等における福祉施策の推進に関すること。 
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 (2) 課等における福祉推進責任者との連絡調整に関すること。 

 (3) 福祉のまちづくりに関し、意識の高揚を図ること。 

 

（専門部会） 

第７条 本部長は、必要があると認めるときは、専門部会を設置することができる。 

 

（会議） 

第８条 推進本部の会議は、本部長が招集し、主宰する。 

２ 推進本部の副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるとき、又は欠けたときは、

その職務を代理する。 

 

（庶務） 

第９条 推進本部の庶務は、健康福祉部の所管する議事のあるときは健康福祉部社会福祉

課において、子ども家庭部の所管する議事のあるときは子ども家庭部子育て支援課にお

いて処理する。 

 

（その他） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、推進本部に関し必要な事項は、本部長が別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成 11 年１月４日から施行する。 

２ 八潮市高齢化社会対策推進本部設置要綱（平成３年８月 21 日市長決裁）は、廃止する。 

附 則（平成 11 年３月 31 日市長決裁） 

この要綱は、平成 11 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 18 年３月 31 日市長決裁） 

この要綱は、平成 18 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 19 年３月 31 日市長決裁） 

この要綱は、平成 19 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 22 年３月 30 日市長決裁） 

この要綱は、平成 22 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 23 年７月１日市長決裁） 

この要綱は、平成 23 年７月１日から施行する。 

附 則（平成 28 年３月 31 日市長決裁） 

この要綱は、平成 28 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 30 年４月１日市長決裁） 

この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。 

附 則（令和 5 年 3 月 31 日市長決裁） 

この要綱は、令和 5 年４月１日から施行する。  
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（２）八潮市ふれあい福祉のまちづくり推進本部構成員名簿 
 

（敬称略） 

区 分 職   名 氏   名 

本 部 長 副市長 前田 秀明 

副本部長 

健康福祉部長 遠藤 雅之 

子ども家庭部長 小林 健一 

本 部 員 

企画財政部長 香山 庸子 

企画財政部理事 柳澤  徹 

総務部長 鈴木 圭介 

生活安全部長 荒浪  淳 

市民活力推進部長 田口 周一 

建設部長 金子 和広 

都市整備部長 小倉 達也 

都市整備部理事 春山 大樹 

会計管理者 熊倉 祐司 

水道部長 大山 敏 

議会事務局長 岡田 亨 

監査委員事務局長 中西 恵一 

教育総務部長 千葉 靖志 

学校教育部長 猪原 誠一 
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６  第９期八潮市高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画検討専門部会 
 

（１）八潮市ふれあい福祉事業計画検討専門部会設置要領 
 

 （設置） 

第１条 八潮市ふれあい福祉のまちづくり推進本部設置要綱第７条の規定に基づき、八潮

市ふれあい福祉事業計画検討専門部会（以下「専門部会」という。）を設置する。 

 

 （所掌事務） 

第２条 専門部会は、別表第１に掲げる事業計画（以下「事業計画」という。）について

調査及び研究を行い、総合的な計画策定に関する事項を検討する。 

 

 （構成） 

第３条 専門部会は、部会長、副部会長及び部会員をもって組織する。 

２ 部会長は健康福祉部副部長をもって充て、副部会長は別表第 1 に掲げる事業計画の所

管課長とし、部会長、副部会長及び部会員は別表第 2 にそれぞれ掲げるとおりとする。 

３ 部会長に事故があるとき、又は欠けたときは、副部会長がその職務を代理する。 

 

 （関係者の協力） 

第４条 部会長は、必要があると認めるときは、関係者の協力を要請することができる。 

 

（任期） 

第５条 専門部会の構成員の任期は、事業計画策定の日までとする。ただし、異動等によ

る補欠の構成員の任期についても同様とする。 

 

 （報告） 

第６条 専門部会の検討結果は、八潮市ふれあい福祉のまちづくり推進本部の本部長に報

告するものとする。 

 

 （庶務） 

第７条 専門部会の庶務は、健康福祉部長寿介護課及び障がい福祉課において処理する。 

 

   附 則 

この要領は、八潮市ふれあい福祉のまちづくり推進本部本部長の決裁のあった日から施
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行し、令和６年３月 31日限り、その効力を失う。 

 

別表第 1 

計 画 名 称 所 管 課 

第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 長寿介護課 

第８次八潮市障がい者行動計画・第７期八潮市障がい福祉計画 障がい福祉課 

  



６ 第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画検討専門部会 
 

 

133 

第
６
章 

資
料
編 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
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章 

第
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（２）第９期八潮市高齢者保健福祉計画・介護保

険事業計画検討専門部会構成員名簿 
 

（敬称略） 

区 分 職   名 氏   名 

部 会 長 健康福祉部副部長 河合 景子 

副部会長 長寿介護課長 萩野 範之 

部 会 員 

政策担当主幹 四宮 鉄平 

企画経営課長 菊池 俊充 

財政課長 栗原 和彦 

社会福祉課長 倉林 昌也 

障がい福祉課長 井上 淳子 

健康増進課長 高橋 いく枝 

交通防犯課長 菊名 善憲 

市民協働推進課長 五十嵐 睦 
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７  用語解説 
 

 

あ行 

 IADL                            ＜29、30ページ＞ 

 「Instrumental Activities of Daily Living」の略で、「手段的日常生活動作」という

意味。買物、電話、外出など、ADL（日常生活動作）よりも高い自立した日常生活を送

る能力のことをいいます。 

 

ICT                          ＜61、100、102ページ＞ 

 「Information and Communication Technology」の略で、情報通信に関する技

術の総称。在宅医療と介護関係者による、患者情報共有のためのインターネットを利用

したシステムとして使われます。 

 

オレンジカフェ               ＜37、38、65、66、80、115ページ＞ 

 認知症の人や家族、地域住民、専門職等が参加できる集いの場を提供することで、認

知症になっても安心して暮らせる地域づくりを支援する交流の場をいいます。 

 

か行 

 介護支援専門員（ケアマネジャー）            ＜71、74、91ページ＞ 

 要介護者・要支援者からの相談に応じ、心身の状況等に応じて適切なサービスを受け

られるようにサービス事業者等との連絡を行い、要介護者等が自立した日常生活を営む

ために必要な援助に関する専門知識、技術があるとして介護支援専門員証の交付を受け

た人です。 

 

家族介護教室                        ＜40、99ページ＞ 

 現在介護している人等が介護知識や技術、外部サービスの適切な利用方法を習得する

ことで、介護が必要な人の状態の維持・改善を目的として実施する教室をいいます。 

 

ケアラー                            ＜99ページ＞ 

 身体上、精神上の障がい又は疾病等により援助を必要とする親族、友人その他の身近

な人に対して、無償で介護、看護、日常生活上の世話その他の援助を提供する人をいい

ます。 
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KDBシステム                       ＜62、63、64ページ＞ 

 国民健康保険団体連合会が保有する健診・医療・介護の各種データを利活用して、統

計情報や個人の健康に関するデータを作成するシステムをいいます。 

 

高次脳機能障がい                        ＜79ページ＞ 

 事故や病気等で脳に損傷を受けた後、記憶力や注意力の低下等の症状が現れ、日常生

活や社会生活に支障が出てきてしまう障がいをいいます。 

 

コーホート変化率法                        ＜41ページ＞ 

 年齢別に将来人口を推計する方法として用いるもので、コーホー卜（５歳階級ごと等

の年齢グル－プ）の人口変化率（出生、死亡、転入、転出）に基づき人口を推計します。 

 

互助                            ＜38、70ページ＞ 

 市民一人ひとりが、家族や地域で助け合い支え合うことをいいます。（「自助：市民一

人ひとりが自分でできることは自分ですること」「共助：介護保険や医療保険等の制度

化された相互扶助」「公助：生活保護や虐待対策など、自助・互助・共助では対応でき

ない、行政による公的サービス」）。 

 

さ行 

 在宅医療サポートセンター                ＜40、101、102ページ＞ 

 在宅医療、療養に関する相談を受ける窓口で、医療に関する資格を持つ相談員を配置

しています。 

 

市町村特別給付費                        ＜108ページ＞ 

 介護保険法で定められている保険給付以外に、市町村が独自に条例で定めた給付を行

うものです。 

 

市長申立て                            ＜74ページ＞ 

 親族等による成年後見の申立てを行うことが期待できず、本人の保護を図るために必

要とされる場合に、市長が家庭裁判所に後見等の申立てを行うことをいいます。 

 

社会福祉士                        ＜53、70、72ページ＞ 

 福祉等に関する専門的な知識や技術を持っており、身体上もしくは精神上の障がいの

ある人の相談に応じて助言、指導をする国家資格保持者です。 

 

主任介護支援専門員（主任ケアマネジャー）         ＜53、70、72ページ＞ 

 介護支援専門員の業務に十分な知識と経験（実務経験５年以上等）を持ち、他のサー
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ビス提供者との連絡調整、他の介護支援専門員に対する助言・指導等を行う知識・技能

を修得することを目的に行われる研修を修了した人です。 

 

所得段階別加入割合補正後被保険者数               ＜108ページ＞ 

 第１号被保険者保険料に不足が生じないよう、所得段階ごとに人数と保険料率を乗じ

た数の合計のことをいい、所得段階別加入割合補正後被保険者数を被保険者数とみなし

て基準額を算定します。 

 

生活支援コーディネーター                 ＜36、38、72ページ＞ 

 高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進することを目的とし、地域において、

生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を有する人

をいいます。 

 

成年後見制度                      ＜27、38、74、78ページ＞ 

 認知症、知的障がい、精神障がい等の理由で判断能力が十分でない人を保護し、支援

する制度です。 

 

た行 

 ターミナルケア                     ＜93、101、102ページ＞ 

 終末期に行う医療・看護的、介護的ケアのことです。治療を目的とせず、身体的・精

神的苦痛を除去し、生活の質の維持・向上を目的とした処置をいいます。 

 

 団塊ジュニア世代                     ＜１、２、46ページ＞ 

 団塊の世代の子世代で、昭和 46 年から 49 年までに生まれた人たちを総称していい

ます。 

 

団塊の世代                                         ＜１、２、46ページ＞ 

 第１次ベビーブーム世代ともいい、昭和 22 年から 24 年までに生まれた人たちを総

称していいます。 

 

 地域共生社会                          ＜１、２、46、50、51、60、70、82ページ＞ 

 世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をと

もに創っていく社会をいいます。 

 

 地域包括ケアシステム                ＜２、38、46、83、113ページ＞ 

 高齢者が地域で自立した生活を営めるように、医療・介護・予防・住まい・生活支援

サービスが切れ目なく提供される体制をいいます。 
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地域密着型サービス  ＜16、17、40、54、55、56、57、58、83、94、96、98、104ページ＞ 

 高齢者が中重度の要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域で生活を継続で

きるようにするためのサービスで、原則として本市の市民のみが利用できます。市が指

定・指導監督の権限を持ちます。 

 

 調整交付金                        ＜107、108ページ＞ 

 市町村ごとの介護保険財政の調整を行うため、全国ベースで給付費の５％相当分を交

付するものであり、「高齢者中の後期高齢者の割合」と「高齢者の所得状況の格差」を

調整する「普通調整交付金」と、災害等の特別な事情を勘案する「特別調整交付金」が

あります。 

 

な行 

認知症ケアパス                       ＜79、80ページ＞ 

 認知症の人の生活機能障がいの進行に合わせ、いつ、どこで、どのような支援を受け

ることができるのか、分かりやすくまとめたもので、「ケアパス」とは、「ケアの流れ」

を意味します。 

 

 認知症サポーター               ＜38、39、58、79、81、82、116ページ＞ 

 何か特別なことをする人ではなく、認知症について正しく理解し、偏見を持たず、認

知症の人や家族を温かく見守る応援者として、自分のできる範囲で活動する人をいいま

す。 

 

 認知症初期集中支援チーム                   ＜80ページ＞ 

 認知症サポート医や医療、介護の専門職がチームとなり、認知症の人やその家族への

早期支援を行います。 

 

 認知症地域支援推進員                             ＜80、81ページ＞ 

 認知症の人ができる限り住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、地域の実

情に応じて医療機関、介護サービス事業者等や地域の支援機関をつなぐ連携の支援や認

知症の人やその家族を支援する相談業務等を行う人をいいます。 

 

 認定率                       ＜14、44、45、111ページ＞ 

 被保険者に対する要介護・要支援認定者の割合。通常は第１号被保険者に対する第１

号被保険者の要介護・要支援認定者をいいます。 
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は行 

 パブリックコメント                       ＜８ページ＞ 

 行政機関が規制等に関する意思決定をする前の手続きとして、広く市民に求める意見

や情報を言います。また、意見公募の手続きそのものを指す言葉としても用いられます。 

 

 BCP                                              ＜100ページ＞ 

 業務継続計画を意味し、企業が災害等の緊急事態に遭遇した場合に、中核となる事業

の継続や早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継

続のための方法等を取り決めておく計画のことをいいます。 

 

 フレイルチェック測定会          ＜36、37、63、64、65、66、115ページ＞ 

 高齢者を対象にフレイルの兆候を早期に発見するため、東京大学高齢社会総合研究機

構が開発したフレイル予防プログラムに基づきフレイルチェックをすることで、自分の

健康状態を知りフレイル予防への気づきを促します。測定会では、機器を使った測定

「滑舌（パタカ）、片足立ち上がりテスト、ふくらはぎ周囲長、握力、手足の筋肉量」

を実施し、その結果や参加者が回答した質問紙の内容と合わせてフレイルの状態を評価

するとともに、フレイル予防に関する知識を習得するための座学を実施するプログラム

です。（１回当たり２時間程度。） 

 

ま行 

 モニタリング                            ＜91ページ＞ 

 決められたサービスが契約どおり提供されているかどうか、介護サービス事業者等の

サービス提供活動と利用者の生活を見守ることをいいます。 

 

や行 

 要介護認定者 ＜１、13、14、15、40、44、45、54、55、56、57、84、86、92、111ページ＞ 

 身体又は精神上の障がいがあることで、日常生活における基本的な動作について常時

介護を要すると見込まれる状態であり、介護の必要な程度により、要介護１から要介護

５に認定された人をいいます。 

 

 要支援認定者                                    ＜54、55、56、57ページ＞ 

 身体又は精神上の障がいがあることで、日常生活における基本的な動作について支援

が必要と見込まれる状態、又は悪化の防止、改善を促す支援が必要と見込まれる状態で

あり、支援の必要な程度により、要支援１、要支援２に認定された人をいいます。 
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わ行 

  私と家族の安心ノート（エンディングノート）         ＜102、116ページ＞ 

 終末期に備えて、治療や介護、葬儀等についての自分の希望や、家族への伝言などを

記しておくため、市が作成したノート（遺言状と異なり、法的な拘束力はありません。）

をいいます。 
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